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は じ め に 
 

佐賀県は、九州電力株式会社との間で「原子力発電所の安全確保に関する

協定書」（安全協定）を締結し、玄海原子力発電所の周辺地域住民の安全確保

と周辺環境保全に万全を期しているところです。 

この安全協定に基づき、佐賀県では、玄海原子力発電所の運転状況の確認

を行うとともに、佐賀県及び九州電力株式会社では、環境放射能調査及び温

排水影響調査を実施しています。 

ここでは、令和６年度における玄海原子力発電所の運転状況、周辺環境放

射能調査結果及び温排水影響調査結果についてとりまとめました。 
 
 
令和８年２月 
                           佐  賀  県 
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－ 内  容 － 

 

 
ⅠⅠ  玄玄海海原原子子力力発発電電所所のの運運転転状状況況  
  ＜令和６年度＞ 

ⅡⅡ  玄玄海海原原子子力力発発電電所所周周辺辺環環境境放放射射能能調調査査結結果果  
  ＜令和６年度＞ 

ⅢⅢ  温温排排水水影影響響調調査査結結果果（（県県実実施施分分））  
  ＜令和６年度＞ 

ⅣⅣ  温温排排水水影影響響調調査査結結果果（（九九州州電電力力実実施施分分））  
  ＜令和６年度＞ 

ⅤⅤ  玄玄海海原原子子力力発発電電所所周周辺辺環環境境調調査査計計画画  
  ＜令和７年度＞ 

ⅥⅥ  原原子子力力発発電電所所のの安安全全確確保保にに関関すするる協協定定書書等等  
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１ 運転状況 

（１）運転状況（３号機、４号機） 

 
発電所合計 ３号機 ４号機 

電 気 出 力 

[MW] 
2,360 1,180 1,180 

発電電力量 

[MWh] 
19,040,007 10,457,345 8,582,662 

利 用 率 

[％] 
92.1 101.2 83.0 

※ １号機は平成27年４月27日、２号機は平成31年４月９日に運転終了。 

 

（２）定期検査の実施状況（３号機、４号機） 

① ３号機 第１８回定期検査 

 概       要 

１  実 施 期 間 ・令和７年３月28日 ～ 令和７年７月10日 

  発電再開日 令和７年６月15日 停止期間 80日  

２  検 査 結 果 等 の 
特 記 事 項 － 

３  検査以外に実施する 
主 な 作 業 等 ・ 燃料集合体193体のうち、72体を新燃料に取り替えた。 

 

② ４号機 第１６回定期検査 

 概       要 

１  実 施 期 間 
・令和６年３月27日 ～ 令和６年６月28日 

  発電再開日 令和６年６月３日 停止期間 69日   

２  検 査 結 果 等 の 
特 記 事 項 － 

３  検査以外に実施する 
主 な 作 業 等 ・ 燃料集合体193体のうち、72体を新燃料に取り替えた。 
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（３）廃止措置の実施状況（１号機、２号機） 

  ① １号機 

   ア 廃止措置の進捗状況 

     第１段階：解体工事準備期間（平成29年７月13日～令和７年度） 

令和７年３月末現在 

項目 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令令和和 66 年年度度 令和 7年度 

(1)系統除染                     

 除染準備作業                      

装置設置                     

除染                     

片付け（装置撤去）                     

(2)汚染状況の調査                      

 線量当量率測定                      

試料採取                      

輸送・分析・評価 
                    

(3)汚染のない設備の 
解体撤去 

            

 

        

(4)使用済燃料搬出                     

(5)新燃料搬出 
                    

 

   イ 汚染のない設備の解体撤去 

   解体廃棄物（令和６年度）         （単位：トン） 

種類 
発生 処分 

期末保管量 
発生量 累計発生量※ 処分量 累計処分量※ 

金 属 類 332.2 1357.6 332.2 1357.6 0 

コンクリート類  0   47.1  0   47.1 0 

そ の 他  57.7  157.1  57.7   157.1 0 

※ 平成 29 年７月以降の累計   

▼着工（7 月 13 日） 

輸送・分析 

評価 

塵芥搬送装置 
復水脱塩装置（中和槽・排水槽排水設備） 
バケット吊り装置  

スクリーン洗浄ポンプバックアップポンプ 

循環水ポンプ 

湿分分離加熱器 

スチームコンバータ 
ＳＧＢＤ熱回収装置 
 

高圧給水
加熱器 

タービン建屋内機器保温材 低圧給水加熱器 
湿分分離加熱器ドレンタンク 
グランド蒸気復水器 
 

復水ブースタポンプ 
復水脱塩装置 
復水フィルタ 
 

脱気器／湿分分離器逃し弁 

 

主／所内変圧器 

搬出計画検討 

※ 
 

※ 

※輸送容器への収納方法検討・搬出準備 

※ ※ 
▲搬出 ▲搬出 
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   ウ 定期検査（廃止措置段階）の実施状況 

     １号機 第６回定期検査 

 概       要 

１  実 施 期 間 ・令和６年６月11日 ～ 令和６年12月11日 

２ 主 要 検 査 及 び 
確 認 結 果 

・廃止措置期間中に機能を維持すべき施設・設備について、

それぞれ検査を実施した結果、問題はなかった。 

（検査対象の施設・設備の例） 

  核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

  放射性廃棄物の廃棄施設 

  放射線管理施設 
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  ② ２号機 

   ア 廃止措置の進捗状況 

     第１段階：解体工事準備期間（令和２年６月 29 日～令和７年度） 

令和７年３月末現在 

項目 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令令和和 66 年年度度 令和 7 年度 

(1)汚染状況の調査  
 

            

 線量当量率測定  
 

            

試料採取               

輸送・分析・評価 

   
 

          

(2)汚染のない設備の 
解体撤去 

    

  
 
 

        

(3)使用済燃料搬出 

 

             

(4)新燃料搬出 

 

             

 

   イ 汚染のない設備の解体撤去 

   解体廃棄物（令和６年度）         （単位：トン） 

種類 
発生 処分 

期末保管量 
発生量 累計発生量※ 処分量 累計処分量※ 

金 属 類 282.6 1412.6 282.6 1412.6 0 

コンクリート類  88.0  142.0  88.0  142.0 0 

そ の 他  30.4  184.5  30.4  184.5 0 

※ 令和２年６月以降の累計   

▼着工（6 月 29 日） 

輸送・分析 

評 価 

Ａ,Ｂ湿分分離加熱器 
ＲＯ装置 

※ 輸送容器への収納方法検討・搬出準備 
▲搬出 ▲搬出 ▲搬出 

復水器真空ポンプ 

※ 

薬品ヤード 

液体窒素供給装置 

循環水ポンプ 

補給水処理設備 
屋外用空気圧縮機 

主／所内変圧器 

 スチームコンバータ 
復水脱塩装置（中和槽・排水槽排水設備含む） 
復水フィルタ 
ＳＧＢＤ熱回収装置 

タービン建屋内機器保温材 高圧給水加熱器 
Ｃ,Ｄ湿分分離加熱器 
脱気器／湿分分離器逃し弁 

油計量タンク 

塵芥搬送装置 
バケット吊り装置 

搬出計画検討 

※ ※ ※ 
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   ウ 定期検査（廃止措置段階）の実施状況 

     ２号機 第３回定期検査 

 概       要 

１  実 施 期 間 ・令和６年６月11日 ～ 令和６年12月11日 

２ 主 要 検 査 及 び 
確 認 結 果 

・廃止措置期間中に機能を維持すべき施設・設備について、

それぞれ検査を実施した結果、問題はなかった。 

（検査対象の施設・設備の例） 

  核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

  放射性廃棄物の廃棄施設 

  放射線管理施設 
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２ 事故・故障等の発生 

（１）安全協定第６条に該当する事故・故障等 

 ①玄海原子力発電所４号機 第16回定期検査中における電動補助給水ポンプの起

動失敗について 

     【発生年月日】令和６年５月 27日 

     【事象の概要】 

 第16回定期検査中の玄海原子力発電所４号機において、令和６年５月27日、電源喪

失時にディーゼル発電機を電源として、必要な機器が自動起動することを確認する

検査を行っていたところ、電動補助給水ポンプ２台のうち１台が自動起動しなかっ

たため、同日11時50分、保安規定に定める「運転上の制限」※の逸脱と判断した。 

その後、自動起動しなかった要因と考えられたしゃ断器を予備のものに取り替え

て、電動補助給水ポンプが起動できることを確認できたことから、同日14時56分に

運転上の制限逸脱から復帰した。 

 本事象による環境への放射能の影響はない。 

 

 

 

[参考] 保安規定 

項 目 運転上の制限※ 

電動補助給水ポンプ 
モード１、２、３、４、及び５（１次冷却系満水）において、

２台が起動できること 

※ 運転上の制限（LCO：Limiting Condition for Operation） 

保安規定において、運転の際に実施すべき事項などを定めているもの。  

一時的にこれを満足しない状態が発生すると、運転上の制限の逸脱を判断し、 

速やかに必要な措置を行う。 
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【調査結果】 

  しゃ断器は機器に電力を供給する電路の一部であり、機器点検を行う場合は、一旦、

電路から機器を切り離すため、しゃ断器の引き出し操作を行っている。 

機器点検後、機器を再び使用できる状態にする場合は、機器を電路に接続するため

しゃ断器の押し込み操作を行う。 

  機器を電路に接続するとしゃ断器盤面のシャッターは閉じた状態となるが、事象発

生時、下図右側のしゃ断器のように、しゃ断器盤面のシャッターが開いた状態でハ

ンドル挿入口が所定の位置より少し下がった状態になっていたことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事象発生直後のしゃ断器盤面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【しゃ断器の押し込み操作】 

 

【推定原因】 

  電動補助給水ポンプを電路に接続する際、しゃ断器の押し込み操作が不足していた

ことから、ポンプが接続されておらず、電動補助給水ポンプが自動起動しなかった

と推定した。 

 

     【対策】 

  操作時のチェックシートにシャッターの状態を確認する項目を追加する。 

  しゃ断器の押し込み操作後、シャッターの状態を意識して確認するように、しゃ断

器の盤面にシャッター「閉」の識別表示（タッグ）を掲示する。 

  しゃ断器の操作訓練においては、通常の操作に加えて、本事象の内容を教育すると

ともに、実際にしゃ断器の押し込み操作不足状態を再現することにより、同じ失敗

をしないようにする。 

正常な状態 
シャッター「閉」 

当該しゃ断器 
シャッター「開」 

① 

② 

操作ハンドルを矢印①の方向に操作するとしゃ断器

は矢印②の方向（奥）に押し込まれる。 

矢印②の押し込みが正常な場合、操作ハンドルを外

すとシャッターは「閉」となる。 

事象発生後の検証により、押し込み操作を途中で止

めた場合、シャッターが「開」となり、ハンドルを

途中の位置で引き抜ける状態が再現された。 

ハンドル挿入口 
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②玄海原子力発電所４号機 重大事故等対処設備の動作確認期限超過について 

     【発生年月日】令和６年７月 19日 

     【事象の概要】 

  令和６年７月 19日、玄海原子力発電所４号機の重大事故等対処設備である大容量空

冷式発電機等について、６月 24 日に実施した動作確認が保安規定に定める期限を４

日間超過していたことを確認したため、運転上の制限の逸脱を判断した。なお、６

月 24 日に実施した動作確認の結果に問題がなかったことから、運転上の制限の逸脱

からの復帰も同時に判断した。 

 

[参考] 保安規定 

項 目 運転上の制限 頻度 

大容量空冷式発電機 
大容量空冷式発電機による電源系

が動作可能であること 
1 か月に 1 回 

 

※保安規定に基づき、

頻度は 31日＋7日 

までとする 

大容量空冷式発電機用 

給油ポンプ 

重大事故等対処用 

変圧器受電盤 
所要数が使用可能であること 

重大事故等対処用 

変圧器盤 

 

【調査結果】 

  重大事故等対処設備の動作確認は、月毎に保守計画を作成して実施しており、毎月

第３週の木曜日を標準的な動作確認日としている。 

  ６月度の保守計画を作成した際、担当者Ａ（大容量空冷式発電機等と同時に動作確

認を実施する常設電動注入ポンプを担当）から担当者Ｂ（大容量空冷式発電機等を

担当）に、標準的な動作確認日から日程を４日後ろ倒ししたいと相談があった。 

  担当者Ｂは、変更後の実施日が保安規定に定める動作確認の期限を満足すると思い

込み、前月の動作確認実施日を確認せずに保守計画を策定した。 

 
（５月標準（第 3 木曜日））        （６月標準（第 3 木曜日）） 

5/16                  6/20 

35 日（動作確認期限を満足） 
（５月実施日）               （６月当初計画）（６月計画変更後実施日） 

5/13                    6/20   6/24 

38 日（動作確認期限を満足）    4 日後ろ倒し 

42 日（動作確認期限を超過） 
 

【計画変更による動作確認期限超過イメージ】 
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【推定原因】 

  担当者は各機器の動作確認日の変更が、運転上の制限を逸脱するリスクがあること

の認識が不足しており、詳細な確認を怠った。 

  管理職は、保守計画の審査・承認時、担当者が適切に動作確認の期限の確認を実施

していると考え、自ら動作確認期限に問題ないことを確認しなかった。 

  【対策】 

  本事象及び各設備の動作確認日の変更が運転上の制限を逸脱するリスクについて、

定期的に発電所員に教育を実施し、周知徹底を図る。 

  担当者は、動作確認期限が運転上の制限として設定されている機器等に係る保守計

画の策定時には、ツールを使用して動作確認の期限を確認するとともに、その結果

を確実に確認できる資料を作成して複数の担当者で確認を行う。 

  管理職は、保守計画の審査・承認時において、動作確認日が期限を満足しているこ

とについて、確実に確認できる資料を用いて、自ら確認を行う。 

 

（２）保全品質情報 

  ①火報発信時における管理区域（高線量区域）への入域に対する被ばく低減対

策の検討の不備（原子力規制検査における指摘事項） 

     【指摘事項の概要】 

  令和７年２月 19 日の原子力規制委員会において、令和６年度第３四半期の原子力規

制検査結果が報告され、「玄海原子力発電所３号機 火報発信時における管理区域（高

線量区域）への入域に対する被ばく低減対策の検討の不備」についての指摘があり、

安全重要度は「緑」（安全確保の機能または性能への影響があるが限定的かつきわめ

て小さなものであり、事業者の改善活動で改善すべき水準）、深刻度は「SLⅣ（通知

なし）」（最も深刻度が低く、原子力規制庁による規制対応措置が不要なもの）と判断

された。 

     【事象の概要】 

  令和６年７月31日、３号機原子炉格納容器内の「火災報知盤故障」の警報が発信し

たため、運転員２名が火災警報発信時の放射線管理区域への入域手順に準じ、ガラ

スバッジとアラーム機能※がない線量計を着用し、現場に急行した。 

 ※計測値が計画線量に近づいた際に、アラームが鳴る機能（被ばく低減に有効） 

  現場で火災ではないことを確認し、火災報知盤の復旧を終え、放射線管理区域から

退出した際、線量計の数値が九州電力（株）が自主的に設定している計画線量 

（0.2mSv／日）よりも高い値（0.37mSv及び0.36mSv）であった。 

  後日、正式な被ばく評価に用いるガラスバッジによる至近１ヶ月の被ばく線量を確

認したところ、２名とも 0.1mSv／月であり、法令に基づき国に報告を要する値より

低かった。 

  原子力規制検査では、通常はアラーム機能付きの線量計を使用する手順としている

（１）に該当しない事象であって、電力会社や産学官で情報を共有する

ことが有益な原子力発電所の保守・運営状況 
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にもかかわらず、火災警報の発信時には高線量区域においても入域に時間を要さな

いという理由でアラーム機能がない線量計を着用する手順としていたことは、被ば

く低減に対する検討が不十分であるとの指摘があった。 

     【九州電力（株）の対応】 

  火災警報発信時においても、線量が高いことが予想される区域に入域する際は、原

則、アラーム機能付き線量計を着用する手順に見直した。 

 

  ②加圧器安全弁取外し作業時における一次系の放射性物質を含む水の飛散に

係る放射線防護上の不備（原子力規制検査における指摘事項） 

     【指摘事項の概要】 

  令和７年２月 19日の原子力規制委員会において、令和６年度第３四半期の原子力規

制検査結果が報告され、「玄海原子力発電所３号機 加圧器安全弁取外し作業時にお

ける一次系の放射性物質を含む水の飛散に係る放射線防護上の不備」についての指

摘があり、安全重要度は「緑」（安全確保の機能または性能への影響があるが限定的

かつきわめて小さなものであり、事業者の改善活動で改善すべき水準）、深刻度は「SL

Ⅳ（通知なし）」（最も深刻度が低く、原子力規制庁による規制対応措置が不要なも

の）と判断された。 

     【事象の概要】 

  令和５年 11 月 13 日、玄海原子力発電所３号機の第 17 回定期検査において、加圧器

安全弁（計３台）を点検するため、ビニール養生を実施し、防護具を着用して加圧

器の上部配管の水抜きを行い、安全弁の取り外し作業を実施していたところ、水抜

きのための加圧が続いた状態で取り外したため、配管内に残った放射性物質を含ん

だ水が飛散して作業員に付着した。 

  飛散後、作業の中断が指示されたが、現場の作業員は、水が飛散した安全弁の作業

だけを中断する指示と思い込み、加圧操作が停止されていない状態のまま、他の２

台の別作業を実施したため、これら２台からも配管内に残った水が飛散して作業員

に付着した。 

  作業員に放射性物質による影響はなかった。また、飛散した水は予め設置したビニ
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ール養生の範囲内に留まっており、飛散した水の放射能量は法令に基づき国に報告

を要する基準未満の量であった。 

 

 

 

  原子力規制検査では、放射性物質を含む水が飛散した本事案では、九州電力（株）

が定める保安規定に基づき、特別な措置（標識を設けて他の場所と区別する他、区

画、施錠等）を講じるとともに、線量及び作業環境に応じた放射線防護上の措置を

行って作業する必要があるが、１回目の飛散後に特別な措置のうち一部（標識の変

更）及び放射線防護上の措置ができていないまま作業が再開されていたとの指摘が

あった。 

【九州電力（株）の対応】 

  水の飛散等が発生した場合は作業を中断し、状況に応じて他の場所と区別する等の

放射線防護上の措置を確実に行って作業を再開するよう手順書を明確化した。 

  加圧器安全弁の取外し前には窒素の加圧を確実に停止するよう手順書を見直した。 

  加圧器安全弁取外し時のビニール養生は、万一、水が飛散しても作業員に付着しな

いように、作業エリアだけでなく加圧器安全弁の開放箇所にも実施するよう手順書

を見直した。 

  
 

（３）その他の情報 

   該当なし 

（１）及び（２）に該当しない事象ではあるが、発生について九州電

力が公表したもの（発煙等） 
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３ 放射性廃棄物等の管理状況 

（１）放射性気体廃棄物の放出量 

（単位：Bq） 

種 類  

測定の箇所等 
全希ガス 131I 133I 全粒子状物質 3H 

排 

気 

筒 

別 

内 

訳 

１号機原子炉格納容器 
排 気 筒 

ND ND ND ND 4.3×109 

１号機原子炉補助建屋 
排 気 筒 

ND ND ND ND 3.9×1010 

２号機原子炉格納容器 
排 気 筒 

ND ND ND ND 9.2×108 

２号機原子炉補助建屋 
排 気 筒 

ND ND ND ND 2.8×1010 

３ 号 機 排 気 筒 ND ND ND ND 7.2×1011 

４ 号 機 排 気 筒 ND ND ND ND 5.6×1011 

雑 固 体 焼 却 設 備 
排 気 筒 

ND ND ND ND 2.1×107 

燃焼式雑固体廃棄物 
減容処理設備排気筒 

ND ND ND ND 9.7×108 

雑固体溶融処理設備 
排 気 筒 

ND ND ND ND 1.4×107 

合   計 ND ND ND ND 1.3×1012 

年間放出管理目標値 1.0×1015 3.0×1010 － － － 

２次系からのトリチウム放出量は、無視できる程小さいと推定される。 

 

（注１） 放射性気体廃棄物の放出量（Bq）は、排気中の放射性物質の濃度（Bq/cm3）に排気量（cm3）を乗じて

求めている。算出にあたり、放出放射能濃度の測定結果が検出限界未満の場合、放出量（Bq）は ND と

表示する。 

なお、それぞれの検出限界濃度は次のとおり。 

・全希ガス 2×10-2 Bq/cm3 以下 

・131Ｉ 7×10-9 Bq/cm3 以下 

・133Ｉ 7×10-8 Bq/cm3 以下 

・全粒子状物質 4×10-9 Bq/cm3 以下（60Co で代表した値） 

・3H 4×10-5 Bq/cm3 以下 
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（２）放射性液体廃棄物の放出量 

（単位：Bq） 

種 類  

測定の箇所等 

全核種 
（3H を除く） 

核 種 別 

51Cr 54Mn 59Fe 58Co 60Co 131I 134Cs 

放
水
口
別
内
訳 

1、 2 号機 
放 水 口 

ND ND ND ND ND ND ND ND 

3、 4 号機 
放 水 口 

ND ND ND ND ND ND ND ND 

合   計 ND ND ND ND ND ND ND ND 

年間放出管理目標値 7.5×1010 － － － － － － － 

 
種 類  

測定の箇所等 

核 種 別 
3H 

137Cs 89Sr 90Sr 
アルファ線を放出 
する放射性物質 

ベータ線を放出 
する放射性物質 

放
水
口
別
内
訳 

1、 2 号機 
放 水 口 

ND ND ND ND ND 
4.3×1010 

（ － ） 

3、 4 号機 
放 水 口 

ND ND ND ND ND 
5.1×1013 

（ ND ） 

合   計 ND ND ND ND ND 
5.1×1013 

（ ND ） 

年間放出管理目標値 － － － － － － 

（ ）内は２次系からのトリチウム放出量で内数。 

 

（注２） 放射性液体廃棄物の放出量（Bq）は、排水中の放射性物質の濃度（Bq/cm3）に排水量（cm3）を乗じて

求めている。算出にあたり、放出放射能濃度の測定結果が検出限界未満の場合、放出量（Bq）は ND と

表示する。 

なお、それぞれの検出限界濃度は次のとおり。 

・3H を除く核種 2×10-2 Bq/cm3 以下（60Co で代表した値） 

・89Sr、90Sr 7×10-4 Bq/cm3 以下（90Sr で代表した値） 

・アルファ線を放出する 

放射性物質 

4×10-3 Bq/cm3 以下 

・ベータ線を放出する 

放射性物質 

4×10-2 Bq/cm3 以下 

・3H 2×10-1 Bq/cm3 以下 

・２次冷却水系の 3H 1×10-1 Bq/cm3 以下 
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（３）放射性固体廃棄物の発生量及び保管量 

  ① 固体廃棄物貯蔵庫 

［本：200ℓ ドラム缶］ 

種 類  

   量 

ド ラ ム 缶 そ の 他 
合 計 

均質固化体 充填固化体 雑 固 体 

期 首 保 管 量 
   4,687 本 

   （44 本） 

   1,285 本 

    （0 本） 

  26,027 本 

  （1,043 本） 

 6,934 本相当 

（100 本相当） 

 38,933 本相当 

（1,187 本相当） 

発 生 量 
    115 本 

   （23 本） 

   1,053 本 

    （0 本） 

   1,619 本 

   （126 本） 

  566 本相当 

 （24 本相当） 

 3,353 本相当 

 （173 本相当） 

減 少 量 
    456 本 

    （0 本） 

   1,264 本 

    （0 本） 

   1,269 本 

    （0本） 

  464 本相当 

  （0 本相当） 

 3,453 本相当 

   （0 本相当） 

 施 設 内 減 量 

(焼却、溶融、圧縮） 
     0 本 

    （0 本） 

     0 本 

    （0 本） 

   1,269 本 

     （0 本） 

  464 本相当 

  （0 本相当） 

 1,733 本相当 

   （0 本相当） 

 施 設 外 減 量 

（搬出） 
    456 本 

    （0 本） 

   1,264 本 

    （0 本） 

     0 本 

    （0 本） 

   0 本相当 

  （0 本相当） 

 1,720 本相当 

  （0 本相当） 

期 末 保 管 量 
   4,346 本 

   （67 本） 

   1,074 本 

    （0 本） 

 ※26,377 本 

  （1,169 本） 

 7,036 本相当 

（124 本相当） 

 38,833 本相当 

（1,360 本相当） 

貯蔵設備容量 49,000 本相当 

※ イオン交換樹脂 50 本（100ℓドラム缶 99 本を 200ℓドラム缶 50 本に換算）を含む。 

（ ）内は１号機及び２号機の廃止措置に伴い発生した放射性固体廃棄物の数量で内数。 

 

  ② その他の設備 

種 類  

   量 

タンク等 蒸気発生器保管庫 

イオン交換樹脂 蒸気発生器 
保管容器 

原子炉容器上部ふた 

及び炉内構造物を含む 

期 首 保 管 量 
        206 ㎥ 

        （6 ㎥） 

         4 基 

        （0 基） 

        766 ㎥ 

        （0 ㎥） 

発 生 量 
         5 ㎥ 

        （0 ㎥） 

         0 基 

        （0 基） 

          0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

減 少 量 
         0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

         0 基 

        （0 基） 

         0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

 施 設 内 減 量 

(焼却、溶融、圧縮） 
         0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

         0 基 

        （0 基） 

         0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

 施 設 外 減 量 

（搬出） 
         0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

         0 基 

        （0 基） 

         0 ㎥ 

        （0 ㎥） 

期 末 保 管 量 
        212 ㎥ 

        （6 ㎥） 

         4 基 

        （0 基） 

        766 ㎥ 

        （0 ㎥） 

端数処理の影響で数値が一致しない場合がある。 

（ ）内は１号機及び２号機の廃止措置に伴い発生した放射性固体廃棄物の数量で内数。 
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  ③ 日本原燃（株）低レベル放射性廃棄物埋設センターへの搬出量 

 
均質固化体 充填固化体 合   計 

搬 出 量 456 本 1,264 本 1,720 本 

発電所累積搬出量 7,856 本 13,120 本 20,976 本 

（４）使用済燃料の管理 

 
期首保管量 期末保管量 発 生 量 搬 出 量 

原子炉施設合計      2,456 体      2,517 体          61 体          0 体 

原 

子 

炉 

別 

内 

訳 

１ 号 機 
       352 体 

   ※1（112 体） 

       352 体 

   ※1（112 体） 
         0 体          0 体 

２ 号 機 
       422 体 

   ※1（168 体） 

       422 体 

   ※1（168 体） 
         0 体          0 体 

３ 号 機        765 体        765 体          0 体          0 体 

４ 号 機 
       917 体 

※2（112 体） 

       978 体 

   ※2（168 体） 
        61 体          0 体 

３号機の使用済燃料の保管量には、使用済 MOX 燃料 36 体を含む。 

※1 （ ）内は４号機の使用済燃料ピットに保管している量で内数。 

※2 （ ）内は３号機の使用済燃料ピットに保管している量で内数。 
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４ 燃料輸送等の状況 

（１）新燃料（取替用燃料）の搬入 

搬入年月日 集合体数 搬入元 輸送手段 原子炉名 

令和７年２月 26 日 56 体 三菱原子燃料㈱ 船舶 ３号機 

（２）新燃料（未使用燃料）の搬出 

   該当なし 

（３）使用済燃料の搬出 

   該当なし 

（４）使用済燃料の構内運搬 

運搬年月日 体数 運搬元 運搬先 運搬手段 運搬回数 

令和７年１月 11 日 

～  
令和７年１月 29 日 

56 体 ４号機 ３号機 専用車両 ４回 

（５）低レベル放射性廃棄物の搬出 

搬出年月日 
搬出数 

（200ℓドラム缶） 
搬出先 輸送手段 

令和７年２月 23 日 1,720 本 日本原燃㈱ 船舶 
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１ 営業運転開始までの経過

（１）　１　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和45年５月29日 第52回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる

10月20日 敷地造成、岸壁、護岸などの海上工事に着手

12月10日 内閣総理大臣が原子炉設置について許可及び通産大臣が電気工作物変更について許可

46年１月１日 玄海発電所建設所開設

３月12日 本館基礎掘削工事に着手

３月16日 起工式

９月９日 本館基礎掘削工事を終り通産省基盤検査終了

９月15日 原子炉建屋、原子炉補助建屋及びタービン建屋工事着工

47年１月５日 原子炉格納容器据付開始

６月23日 タービン建屋鉄骨建方開始

９月22日 原子炉格納容器使用前検査（耐圧漏洩）終了

12月22日 貯水池ダムの貯水開始

48年２月17日 貯水池ダム10トン貯水開始

４月14日 展示館開館式挙行

６月24日 復水器据付開始

７月６日 屋内開閉所建屋竣工

７月30日 取水路及び取水ピット工事竣工

８月24日 原子炉格納容器外周コンクリート壁完成

９月７日 原子炉圧力容器水切

９月18日 原子炉圧力容器据付開始

10月４日 タービン発動機据付開始

10月９日 本事務所竣工

11月３日 6.6 kＶ受電

12月６日 １次系配管フラッシング開始

49年１月22日 補機試運転開始

４月20日 主変圧器（590 ＭＶＡ）据付工事終了

４月23日 固体廃棄物貯蔵庫新築工事着工

４月24日 220 kＶ受電

６月５日 機能試験開始

６月21日 初装荷用燃料入荷開始

７月11日 タービン発電機据付終了

８月３日 初装荷用燃料入荷完了

９月７日 原子炉格納容器漏洩率試験終了

11月12日 原子炉格納施設、原子炉補助建屋及びタービン建屋竣工
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　（続　き）

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和49年11月25日 固体廃棄物貯蔵庫竣工

12月12日 中性子源入荷

12月26日 燃料装荷完了

12月31日 原子炉上部炉内構造物及び原子炉容器蓋取付終了

50年１月28日 初臨界

２月14日 初並列（負荷60 ＭＷ）

２月27日 35％負荷到達（195 ＭＷ）

３月８日 50％負荷到達（280 ＭＷ）

４月11日 75％負荷到達（420 ＭＷ）

５月21日 90％負荷到達（503 ＭＷ）

６月10日 蒸気発生器漏洩故障停止

９月５日 再並列

９月20日 100％負荷到達（559 ＭＷ）

10月15日 全ての使用前検査に合格、合格書受領、営業運転開始

平成６年５月22日 第15回定期検査において、蒸気発生器を取替

～

11月29日
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（２）　２　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和49年７月４日 第65回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる

51年１月23日 内閣総理大臣が原子炉設置について許可及び通産大臣が電気工作物変更について許可

５月12日 通産大臣が第１回工事計画について認可

６月11日 佐賀県から建築物確認通知書受領

６月12日 本館基礎掘削工事に着手

52年２月１日 基盤検査終了

原子炉基礎コンクリート工事開始

５月11日 原子炉格納容器据付開始

９月28日 タービン建屋鉄骨建方開始

53年１月27日 原子炉格納容器耐圧試験終了

８月14日 復水器組立開始

９月27日 原子炉容器水切

10月４日 タービン本体据付開始

10月18日 原子炉容器据付開始

11月１日 １次系配管フラッシング開始

11月10日 6.6 kＶ受電

54年６月13日 主変圧器据付工事終了

７月27日 １次冷却系統水圧試験

９月18日 温態機能試験開始

９月21日 初装荷用燃料入荷開始

10月８日 原子炉格納容器漏洩率試験終了

12月26日 中性子源入荷

55年１月23日 原子炉格納施設、原子炉補助建屋及びタービン建屋竣工

４月６日 燃料装荷完了

５月21日 初臨界

６月３日 初並列

６月11日 30％負荷到達（168 ＭＷ）

６月26日 50％負荷到達（280 ＭＷ）

８月６日 75％負荷到達（420 ＭＷ）

９月18日 90％負荷到達（503 ＭＷ）

56年１月７日 100％負荷到達（559 ＭＷ）

３月30日 使用承認証受理、営業運転開始

平成13年３月16日 第16回定期検査において蒸気発生器を取替

～

10月16日
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（３）　３　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和53年12月25日 九州電力㈱、県及び玄海町に３、４号機増設計画について申し入れ

57年７月16日 通産省、第１次公開ヒアリングの開催

９月14日 増設計画申し入れに対して県了解

９月21日 第89回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる旨の決定

10月19日 九州電力㈱、原子炉設置変更許可申請

58年11月30日 通産省、原子力委員会及び原子力安全委員会への諮問

59年６月18日 原子力安全委員会、第２次公開ヒアリング開催

６月20日 ３、４号機建設に係る建設協定を締結

６月22日 九州電力㈱、準備工事着工

10月４日 原子力安全委員会、通産省へ答申

10月５日 原子力委員会、通産省へ答申

10月12日 通産大臣が原子炉設置変更について許可

10月19日 通産大臣が電気工作物変更について許可

10月25日 九州電力㈱、工事計画認可申請

60年３月８日 通産大臣が第１回工事計画について認可

８月20日 九州電力㈱、建設工事着工

63年６月１日 基礎コンクリート工事開始

平成元年３月２日 原子炉格納容器建方開始

11月28日 タービン建屋鉄骨建方開始

３年９月21日 復水器据付開始

11月18日 原子炉格納容器水切

11月25日 原子炉格納容器据付開始

12月12日 タービン発電機据付開始

４年１月24日 220 kＶ受電

２月３日 １次系配管フラッシング開始

２月21日 蒸気発生器据付終了

５月22日 主変圧器据付終了

11月25日 機能試験開始

５年２月11日 初装荷燃料入荷開始

２月18日 格納容器漏洩率試験終了

４月６日 中性子源入荷

原子炉格納施設、原子炉補助建屋及びタービン建屋竣工

４月21日 燃料装荷完了

５月28日 初臨界
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　（続　き）

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

平成５年６月15日 初並列

６月18日 30％負荷到達（354 ＭＷ）

７月21日 50％負荷到達（590 ＭＷ）

９月24日 タービン軸振動のため原子炉手動停止

10月13日 再並列

10月15日 75％負荷到達（885 ＭＷ）

11月26日 100％負荷達成（1,180 ＭＷ）

６年３月18日 使用前検査合格書受理、営業運転開始

Ⅰ－ 25



（４）　４　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和53年12月25日 九州電力㈱、県及び玄海町に３、４号機増設計画について申し入れ

57年７月16日 通産省、第１次公開ヒアリングの開催

８月14日 増設計画申し入れに対して県了解

９月21日 第89回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる旨の決定

10月19日 九州電力㈱、原子炉設置変更許可申請

58年11月30日 通産省、原子力委員会及び原子力安全委員会への諮問

59年６月18日 原子力安全委員会、第２次公開ヒアリング開催

６月20日 ３、４号機建設に係る建設協定を締結

６月22日 九州電力㈱、準備工事着工

10月４日 原子力安全委員会、通産省へ答申

10月５日 原子力委員会、通産省へ答申

10月12日 通産大臣が原子炉設置変更について許可

10月19日 通産大臣が電気工作物変更について許可

10月25日 九州電力㈱、工事計画認可申請

60年３月８日 通産大臣が第１回工事計画について認可

８月20日 九州電力㈱、建設工事着工

平成４年７月15日 基礎コンクリート工事開始

５年６月４日 原子炉格納容器建方開始

７月５日 タービン建屋鉄骨建方開始

６年12月14日 復水器据付開始

７年４月14日 原子炉格納容器水切

４月20日 原子炉格納容器据付開始

５月31日 タービン発電機据付開始

６月12日 220 kＶ受電

６月13日 １次系配管フラッシング開始

９月２日 蒸気発生器据付終了

10月７日 主変圧器据付終了

８年４月23日 温態機能試験開始

６月14日 初装荷燃料入荷開始

７月４日 格納容器漏洩率試験終了

８月20日 原子炉格納施設、原子炉補助建屋及びタービン建屋竣工

８月28日 中性子源入荷

９月11日 燃料装荷完了

10月23日 初臨界
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　（続　き）

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

平成８年11月12日 初並列

11月15日 30％負荷到達（354 ＭＷ）

９年１月13日 50％負荷到達（590 ＭＷ）

４月10日 75％負荷到達（885 ＭＷ）

５月17日 100％負荷達成（1,180 ＭＷ）

７月25日 使用前検査合格書受理、営業運転開始
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２　運転状況の経過　

（１） 設備利用率等の経過

S50 51 52 53 54 55 56 57 58 59

時間稼働率  * 93.2 76.6 78.9 83.7 58.2 77.8 60.6 69.7 75.3 92.0

設備利用率  * 87.2 73.5 76.7 81.1 56.1 76.7 59.1 68.0 74.6 90.2

時間稼働率 - - - - -   * 100 81.7 95.6 82.4 83.7

設備利用率 - - - - -   * 100 81.7 93.8 80.8 81.5

時間稼働率 - - - - - - - - - -

設備利用率 - - - - - - - - - -

時間稼働率 - - - - - - - - - -

設備利用率 - - - - - - - - - -

時間稼働率 48.0 61.7 45.9 63.8 59.8 65.0 65.1 70.2 73.2 75.3

設備利用率 42.2 52.8 41.8 56.7 54.6 60.8 61.7 67.6 71.5 73.9

S60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6

時間稼働率 69.6 59.3 60.9 71.7 56.3 48.6 60.1 83.4 76.6 55.8

設備利用率 67.3 57.4 60.7 68.6 54.3 46.6 59.8 81.4 74.7 54.6

時間稼働率 84.7 84.8 100 75.4 71.1 81.5 100 75.5 81.0 68.8

設備利用率 82.4 83.4 99.8 74.1 69.7 80.6 99.5 74.5 79.9 67.6

時間稼働率 - - - - - - - -   * 100 73.1

設備利用率 - - - - - - - -   * 100 73.0

時間稼働率 - - - - - - - - - -

設備利用率 - - - - - - - - - -

時間稼働率 77.2 76.9 78.2 72.6 71.1 73.6 74.8 75.1 76.1 77.2

設備利用率 76.0 75.7 77.1 71.4 70.0 72.7 73.8 74.2 75.4 76.6

    ２　* 欄は、当該発電所の運転初年度に当たり、運転開始以降の暦時間数に基づき計算している。

（続　き）

  （注）

全

国

認可出力×稼働時間数
 ×100（％）

認可出力×暦時間数

 ×100（％）
発電電力量

認可出力×暦時間数

    １　   時間稼働率  ＝

　         設備利用率  ＝

年　　度

１
号
機

３
号
機

２
号
機

４
号
機

全

国

年　　度

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機
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H7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

時間稼働率 78.7 96.6 83.4 75.0 75.2 93.1 61.8 81.7 77.1 88.4

設備利用率 77.8 96.0 82.7 73.7 73.2 92.8 61.2 82.9 78.2 90.4

時間稼働率 94.2 85.4 74.9 73.8 87.9 83.1 52.6 81.2 95.3 85.6

設備利用率 94.1 84.0 74.1 73.1 87.8 82.3 52.0 82.7 98.2 87.4

時間稼働率 99.9 75.8 84.3 78.7 100 82.3 83.5 82.5 100 80.4

設備利用率 98.8 74.8 83.3 77.9 100 81.5 82.8 82.1 102.1 81.6

時間稼働率 - -   * 100 77.4 80.4 100 82.3 83.0 82.6 96.8

設備利用率 - -   * 100 76.8 79.8 100 81.5 82.8 83.1 97.8

時間稼働率 81.0 81.4 81.8 84.7 80.6 82.1 80.9 73.2 59.0 68.4

設備利用率 80.2 80.8 81.3 84.2 80.1 81.7 80.5 73.4 59.7 68.9

H17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

時間稼働率 82.1 78.7 75.8 98.6 81.2 79.8 66.9 0.0 0.0 0.0

設備利用率 83.2 80.2 77.3 101.8 83.8 82.3 69.3 0.0 0.0 0.0

時間稼働率 79.4 62.2 94.0 71.2 75.7 83.2 0.0 0.0 0.0 0.0

設備利用率 81.3 64.0 96.1 72.4 77.3 85.4 0.0 0.0 0.0 0.0

時間稼働率 85.9 75.7 100 82.0 80.4 69.6 0.0 0.0 0.0 0.0

設備利用率 87.2 76.6 101.9 82.9 81.2 70.7 0.0 0.0 0.0 0.0

時間稼働率 85.6 77.8 78.8 98.6 83.7 84.0 65.6 0.0 0.0 0.0

設備利用率 86.2 77.8 78.9 99.1 83.8 84.0 65.6 0.0 0.0 0.0

時間稼働率 71.4 69.3 60.3 59.4 65.0 66.5 23.2 3.9 2.3 0.0

設備利用率 71.9 69.9 60.7 60.0 65.7 67.3 23.7 3.9 2.3 0.0

    ２　* 欄は、当該発電所の運転初年度に当たり、運転開始以降の暦時間数に基づき計算している。

（続　き）

（続　き）

  （注）

全

国

４
号
機

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機

認可出力×稼働時間数
 ×100（％）

　         設備利用率  ＝
発電電力量

 ×100（％）
認可出力×暦時間数

    １　   時間稼働率  ＝
認可出力×暦時間数

全

国

年　　度

年　　度

１
号
機

２
号
機

３
号
機
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H27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6

時間稼働率 ** 0.0 - - - - - - - - -

設備利用率 ** 0.0 - - - - - - - - -

時間稼働率 0.0 0.0 0.0 0.0 ** 0.0 - - - - -

設備利用率 0.0 0.0 0.0 0.0 ** 0.0 - - - - -

時間稼働率 0.0 0.0 1.5 95.2 80.7 81.8 80.8 30.0 76.9 99.0

設備利用率 0.0 0.0 0.7 96.6 81.8 82.6 82.0 30.2 78.0 101.2

時間稼働率 0.0 0.0 0.0 78.4 81.0 75.2 100 38.4 98.6 82.6

設備利用率 0.0 0.0 0.0 78.0 81.2 75.3 100.9 37.8 99.8 83.0

時間稼働率 2.5 4.8 8.7 18.7 20.0 13.1 23.7 18.7 28.0 31.2

設備利用率 2.5 5.0 9.1 19.3 20.6 13.4 24.4 19.3 28.9 32.3

    ３　－欄は、当該発電所の運転終了のため、「－」としている。

年　　度

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機

全

国

　         設備利用率  ＝
発電電力量

 ×100（％）
認可出力×暦時間数

  （注）

    １　   時間稼働率  ＝
認可出力×稼働時間数

（続　き）

    ２　** 欄は、当該発電所の運転終了年度に当たり、運転終了日までの暦時間数に基づき計算して
　　　　いる。

 ×100（％）
認可出力×暦時間数
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（２）定期検査の実績

   ①－１　１号機［運転期間中］

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回 S51.10.31 S52. 1.24 S52. 2.23  86日

第　２　回 S53. 2. 1 S53. 4.28 S53. 5.31  87日

第　３　回 S54. 2.28 S54. 8.14 S54. 9. 5 168日

第　４　回 S55. 3.29 S55. 6.20 S55. 7.25  84日

第　５　回 S56. 5.30 S56.10.21 S56.11.16 145日

第　６　回 S57.10.22 S58. 2.10 S58. 3.15 112日

第　７　回 S59. 1. 6 S59. 4.28 S59. 5.31 114日

第　８　回 S60. 4.19 S60. 8. 7 S60. 9. 6 111日

第　９　回 S61. 8.15 S62. 1.10 S62. 2. 6 149日

第　10　回 S62.11.10 S63. 4. 9 S63. 5. 6 152日

第　11　回  H1. 3. 6  H1. 9. 7  H1.10. 5 186日

第　12　回  H2. 8. 3  H3. 2. 7  H3. 3.28 189日

第　13　回  H3.11. 7  H4. 4. 9  H4. 5. 8 155日

第　14　回  H5. 2. 8  H5. 6.26  H5. 7.23 139日

第　15　回  H6. 5.22  H6.10.30  H6.11.29 162日

第　16　回  H7.11.23  H8. 2. 9  H8. 3. 5  79日

第　17　回  H9. 3.19  H9. 5.31  H9. 6.25  74日

第　18　回 H10. 6.12 H10. 8.22 H10. 9.17  72日

第　19　回 H11.10.15 H12. 1.14 H12. 2. 9  92日

第　20　回 H13. 3. 6 H13. 8.18 H13. 9.14 166日

第　21　回 H14. 6. 9 H14. 8.15 H14. 9.10  68日

第　22　回 H15. 9.30 H15.12.23 H16. 1.20  85日

第　23　回 H17. 2.17 H17. 6. 5 H17. 7. 1 109日

第　24　回 H18. 7.27 H18.10.13 H18.11. 7  79日

第　25　回 H19.11.25 H20. 2.21 H20. 3.19  89日

第　26　回 H21. 3.26 H21. 6. 8 H21. 7. 3  75日

第　27　回 H22. 7.25 H22.10. 7 H22.11. 2  75日

第　28　回 H23.12. 1 ※1 － ※2 H29. 4.19    ※1 －

※2 平成29年4月19日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

回 停 止 期 間

※1 平成27年4月27日に運転終了。
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   ①－２　１号機［廃止措置段階］

回 定 検 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日

第　１　回 H30. 1.16 H30. 5.10

第　２　回 H31. 2. 4  R1. 5.30

第　３　回  R2. 1.14  R2. 3.10

第　４　回  R3. 4. 9  R3.10. 8

第　５　回  R4.11. 7  R5. 5.12

第　６　回  R6. 6.11  R6.12.11

定 検 期 間

115日

116日

184日

 57日

183日

187日
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   ②－１　２号機［運転期間中］

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回 S57. 1.24 S57. 4.10 S57. 5.13  77日

第　２　回 S58. 3.25 S58. 6. 4 S58. 7. 7  72日

第　３　回 S59. 7.22 S59. 9.19 S59.10.16  60日

第　４　回 S60.10.27 S60.12.21 S61. 1.21  56日

第　５　回 S62. 1.24 S62. 3.20 S62. 4.17  56日

第　６　回 S63. 4.19 S63. 7.17 S63. 8.10  90日

第　７　回  H1. 8.13  H1.11.26  H1.12.22 106日

第　８　回  H3. 1.18  H3. 3.26  H3. 4.22  68日

第　９　回  H4. 4.12  H4. 7.10  H4. 8. 7  90日

第　10　回  H5. 9. 4  H5.11.12  H5.12.10  70日

第　11　回  H6.11.12  H7. 3. 6  H7. 3.31 115日

第　12　回  H8. 3.10  H8. 5.24  H8. 6.18  76日

第　13　回  H9. 7.17  H9.10.17  H9.11.11  93日

第　14　回 H10.10.18 H11. 1.22 H11. 2.16  97日

第　15　回 H12. 2.16 H12. 5.17 H12. 6.13  92日

第　16　回 H13. 3.16 H13. 9.20 H13.10.16 189日

第　17　回 H14.11.13 H15. 1.21 H15. 2.18  70日

第　18　回 H16. 3.14 H16. 5.23 H16. 6.17  71日

第　19　回 H17. 7.16 H17. 9.23 H17.10.18  70日

第　20　回 H18.11.14 H19. 4.19 H19. 5.16 157日

第　21　回 H20. 3.28 H20. 7.15 H20. 8.13 110日

第　22　回 H21. 9.12 H21.12.10 H22. 1. 8  90日

第　23　回 H23. 1.29 ※3 － ※4  R2. 3.18    ※3 －

   ②－２　２号機［廃止措置段階］

回 定 検 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日

第　１　回  R3. 4. 9  R3.10.15

第　２　回  R4.11. 7  R5. 5.12

第　３　回  R6. 6.11  R6.12.11

回 停 止 期 間

※3 平成31年4月9日に運転終了。

※4 令和2年3月18日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

定 検 期 間

190日

184日

187日
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   ③　３号機

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回  H6.12.23  H7. 4. 1  H7. 4.27 100日

第　２　回  H8. 4.13  H8. 7.10  H8. 8. 6  89日

第　３　回  H9. 9. 5  H9.11. 1  H9.11.27  58日

第　４　回 H10.12.21 H11. 3. 9 H11. 4. 6  79日

第　５　回 H12. 4.30 H12. 7. 4 H12. 7.28  66日

第　６　回 H13. 8.27 H13.10.26 H13.11.20  61日

第　７　回 H14.12.19 H15. 2.20 H15. 3.18  64日

第　８　回 H16. 4.14 H16. 6.24 H16. 7.21  72日

第　９　回 H17. 9.13 H17.11. 3 H17.11.29  52日

第　10　回 H18.12.17 H19. 3.16 H19. 4.11  90日

第　11　回 H20. 5. 2 H20. 7. 6 H20. 7.31  66日

第　12　回 H21. 8.30 H21.11. 9 H21.12. 2   72日

第　13　回 H22.12.11 H30. 3.25 H30. 5.16   2,662日

第　14　回  R1. 5.13  R1. 7.22  R1. 8.20   71日

第　15　回  R2. 9.18  R2.11.23  R2.12.22   67日

第　16　回  R4. 1.21  R4.12.12  R5. 1.10 326日

第　17　回  R5.11.10  R6. 2. 2  R6. 2.29 85日

第　18　回  R7. 3.28  R7. 6.15  R7. 7.10 80日

回 停 止 期 間
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   ④　４号機

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回 H10. 8.24 H10.11.14 H10.12.10 83日

第　２　回 H11.12.23 H12. 3. 4 H12. 3.29 73日

第　３　回 H13. 4.23 H13. 6.27 H13. 7.24 66日

第　４　回 H14. 8.23 H14.10.24 H14.11.19 63日

第　５　回 H15.12.18 H16. 2.19 H16. 3.16 64日

第　６　回 H17. 4.14 H17. 6. 5 H17. 6.30 53日

第　７　回 H18. 8.26 H18.11. 5 H18.12.15 72日

第　８　回 H20. 1. 5 H20. 3.22 H20. 4.16 78日

第　９　回 H21. 5.15 H21. 7.13 H21. 8. 7 60日

第　10　回 H22. 9. 4 H22.11. 1 H22.11.26 59日

第　11　回 H23.12.25 H30. 6.19 H30. 7.19 2,369日

第　12　回  R1. 8.16  R1.10.24  R1.11.20 70日

第　13　回  R2.12.19  R3. 3.19  R3. 4.15 91日

第　14　回  R4. 4.30  R4. 7.13  R4. 8. 9 75日

第　15　回  R4. 9.12  R5. 2. 9  R5. 3. 8 151日

第　16　回  R6. 3.27  R6. 6. 3  R6. 6.28 69日

回 停 止 期 間
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３　これまでの事故・故障等
　　（安全協定第６条に該当するもの）

発生年月日 原子炉 状 況

S50. 6.10 １号機 蒸気発生器内に残置された鋼製巻尺により損傷。調査のため原子炉停止。

S51. 3. 9 １号機 化学体積制御系ベント弁誤操作のため微量の放射能放出。

S54. 3.21 １号機 定期検査中、制御棒クラスタ案内管たわみピンの損傷発見。

S54.12. 3 １号機 微少な異物混入による加圧器逃がし弁のシート漏れのため原子炉停止。

S56. 3.11 ２号機 試運転中、２次側給水制御弁の弁開度調整装置の不調のため原子炉停止（自動停止）。

S56. 8.31 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管233本の損傷を発見。

S57. 4.10 ２号機 定期検査中の発電再開後、所内変圧器保護継電器動作のため自動停止。

S57.12.22 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管176本の損傷を発見。

S58. 9. 2 １号機 雷撃により自動停止し、点検中に加圧器逃がし弁のシート漏れ発見。

S59. 3. 8 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管120本の損傷を発見。

S60. 3.27 １号機 定格出力運転中、所内電源母線短路のため自動停止。

S60. 5.23 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管228本の損傷を発見。

S61. 9.24 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管466本の損傷を発見。

 S61.10.10～11 １号機 定期点検中、余熱除去ポンプ主軸の折損を発見。

S62. 2. 7 ２号機 定期検査中、燃料集合体リーフスプリング止め金具の脱落を発見。

S62.12.23 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管447本の損傷を発見。

S63. 6. 6 １号機 定格出力運転中、余熱除去系配管破損による１次冷却水漏洩により原子炉停止。

 H1. 4.27 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管410本の損傷を発見。

 H1.10.20 ２号機
定期検査中、非常用ディーゼル発電機の試運転を実施したところ、過電流リレーが動作し、当該
発電機が自動停止（固定子巻線の一部の焼損）。

 H2. 9.25 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管294本の損傷を発見。

 H4. 1.10 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管163本の損傷を発見。

 H5. 4. 6 １号機 定期検査中、蒸気発生器細管75本の損傷を発見。

 H5. 9.24 ３号機 試運転中、低圧タービンの軸振動上昇のため、原子炉手動停止。

 H9. 3.15 １号機 定格出力運転中、復水器細管損傷のため出力低下（50％）。

 H9. 9. 1 ２号機 定期検査中、蒸気発生器細管39本の損傷を発見。

H10.11.30 ２号機 定期検査中、蒸気発生器細管68本の損傷を発見。

H11. 1.29 １号機 定格出力運転中、１次冷却材ポンプ封水戻り流量漸増のため原子炉手動停止。

H11. 7.18 １号機 定格出力運転中、復水器細管損傷のため出力低下（50％）。

H12. 3.31 ２号機 定期検査中、蒸気発生器細管79本の損傷を発見。

H16. 9.16 ４号機 定格熱出力運転中、発電機冷却用水素ガス補給量増加のため原子炉手動停止。

H18.11.12 ４号機 調整運転中、加圧器逃がし弁からの漏えいにより原子炉手動停止。

H19. 1.16 ２号機 定期検査中、余剰抽出配管にひび割れを発見。

H20. 6.20 ４号機 発電機自動停止に伴う原子炉自動停止。
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　　（続き）

発生年月日 原子炉 状 況

H23.10. 4 ４号機 復水器の真空度の異常低下に伴う原子炉の自動停止。

H23.12.16 ３号機 定期検査中、C充てんポンプ主軸を折損。

H24. 6.15 － 雑固体溶融処理建屋において照明用ケーブルが焼損。

H26.10.28 － ３、４号機補助建屋内第１放射化学室において火災が発生。

H28.12. 5 － 発電所構内において建設機械の火災が発生。

 R1.12.10 － 玄海原子力発電所内の玄海変電所において火災が発生。

 R2. 9.24 ３号機 定期検査中、屋外に設置した仮設電源盤に接続された仮設ケーブルの火災が発生。

 R3.11.16 － 特定重大事故等対処施設の工事現場において火災が発生。

 R6. 3.26 ４号機 定期検査のための出力降下中、原子炉内の出力のばらつきが発生。（「運転上の制限」逸脱）

 R6. 5.27 ４号機 定期検査中、電動補助給水ポンプ２台のうち１台で起動失敗。（「運転上の制限」逸脱）

 R6. 7.19 ４号機 重大事故等対処設備の一部で動作確認期限を超過。（「運転上の制限」逸脱）
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４　放射性廃棄物の放出及び発生実績

（１） 放射性廃棄物の放出実績

全　希　ガ　ス※ 131
I 全核種（

3
Hを除く）

3
H

S50 1.9×10
12 ＮＤ 7.0×10

6
4.4×10

12

S51 1.7×10
12 ＮＤ ＮＤ 9.6×10

12

S52 2.6×10
12 ＮＤ ＮＤ 1.1×10

13

S53 1.2×10
12 ＮＤ ＮＤ 1.1×10

13

S54 1.0×10
12 ＮＤ ＮＤ 6.7×10

12

S55 1.4×10
12 ＮＤ ＮＤ 2.1×10

13

S56 2.4×10
12

2.3×10
6 ＮＤ 1.6×10

13

S57 1.8×10
12 ＮＤ ＮＤ 2.0×10

13

S58 2.5×10
12

5.6×10
6 ＮＤ 1.9×10

13

S59 9.3×10
11 ＮＤ ＮＤ 2.3×10

13

S60 1.3×10
12 ＮＤ ＮＤ 2.1×10

13

S61 1.4×10
12

       * 8.5×10
6 ＮＤ 3.2×10

13

S62 1.0×10
12 ＮＤ ＮＤ 2.9×10

13

S63 1.1×10
12 ＮＤ ＮＤ 1.7×10

13

 H1 6.9×10
11 ＮＤ ＮＤ 2.6×10

13

 H2 6.5×10
11 ＮＤ ＮＤ 3.4×10

13

 H3 5.2×10
11 ＮＤ ＮＤ 2.6×10

13

 H4 3.7×10
11 ＮＤ ＮＤ 2.4×10

13

 H5 2.3×10
11 ＮＤ ＮＤ 3.6×10

13

 H6 1.7×10
11 ＮＤ ＮＤ 5.0×10

13

5.8×10
13

（3.6×10
9
）

4.6×10
13

（8.5×10
9 
）

6.1×10
13

（1.4×10
10

）
（　）内は、２次系からのトリチウム放出量で内数。ただし、平成７年度は第４四半期のみ。

※ 平成26年度までの全希ガスの放出量には天然核種等を含む。

（単位：Bq）

年　度
気　体　廃　棄　物 液　体　廃　棄　物

 H7 1.3×10
11 ＮＤ ＮＤ

＊ 旧ソ連原子力発電所事故の影響と推定される。

ＮＤ

 H9 6.6×10
10 ＮＤ ＮＤ

 H8 8.5×10
10 ＮＤ
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全　希　ガ　ス※ 131
I 全核種（

3
Hを除く）

3
H

9.5×10
13

（1.3×10
10

）

7.7×10
13

（1.3×10
10

）

7.5×10
13

（1.1×10
10

）

6.0×10
13

（5.4×10
9 
）

9.1×10
13

（5.0×10
9 
）

9.5×10
13

（5.5×10
9 
）

7.3×10
13

（1.8×10
9 
）

7.4×10
13

（1.3×10
9 
）

9.9×10
13

（1.6×10
9 
）

8.6×10
13

（ＮＤ）

6.9×10
13

（ＮＤ）

8.1×10
13

（ＮＤ）

1.0×10
14

（ＮＤ）

5.6×10
13

（ＮＤ）

2.0×10
12

（　-　）

8.6×10
11

（　-　）

1.1×10
11

（　-　）

1.9×10
11

（　-　）

2.5×10
11

（　-　）

5.2×10
11

（　-　）

2.8×10
13

（ＮＤ）

5.0×10
13

（ＮＤ）

※ 平成26年度までの全希ガスの放出量には天然核種等を含む。

ＮＤ

H30 ＮＤ ＮＤ ＮＤ

H24 1.3×10
10 ＮＤ ＮＤ

ＮＤ ＮＤ

8.4×10
5 ＮＤ

H22 2.6×10
11

3.2×10
6 ＮＤ

H23 4.5×10
10

（続　き）

ＮＤ

H29

年　度
気　体　廃　棄　物 液　体　廃　棄　物

ＮＤH10 3.1×10
11

3.9×10
6

H13 8.8×10
9 ＮＤ ＮＤ

H11 2.9×10
10 ＮＤ ＮＤ

H12 1.1×10
10 ＮＤ ＮＤ

H14 1.2×10
10 ＮＤ ＮＤ

H21 2.5×10
10

H25 1.8×10
10

ＮＤH28

R1 3.0×10
9 ＮＤ ＮＤ

7.6×10
9 ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ

H20 2.6×10
10 ＮＤＮＤ

H19 4.6×10
10 ＮＤ

ＮＤ

H27 ＮＤ ＮＤ

ＮＤ ＮＤ

H26

H15 9.9×10
9 ＮＤ ＮＤ

H16 1.6×10
10 ＮＤ ＮＤ

H18 8.1×10
11

3.9×10
6 ＮＤ

H17 5.1×10
11

4.6×10
6 ＮＤ

（　）内は、２次系からのトリチウム放出量で内数。なお、平成24年度～平成29年度は全プラント
停止中のため、二次系からのトリチウム放出なし。
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全　希　ガ　ス 131
I 全核種（

3
Hを除く）

3
H

7.1×10
13

（ＮＤ）

5.4×10
13

（ＮＤ）

1.9×10
13

（ＮＤ）

5.4×10
13

（ＮＤ）

5.1×10
13

（ＮＤ）

放出管理
目標値等

(**）
1.0×10

15
3.0×10

10
7.5×10

10
1.4×10

14

** 令和7年3月末時点。

（　）内は、２次系からのトリチウム放出量で内数。

R3 2.2×10
11

9.0×10
6 ＮＤ

年　度
気　体　廃　棄　物 液　体　廃　棄　物

R6 ＮＤ ＮＤ ＮＤ

R2 3.4×10
8 ＮＤ ＮＤ

（続　き）

R4 ＮＤ ＮＤ ＮＤ

R5 ＮＤ ＮＤ ＮＤ
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（２） 放射性固体廃棄物の発生実績

S49 163 0

S50 965 0

S51 1,492 0

S52 1,420 0

S53 1,515 0

S54 1,935 0

S55 1,720 0

S56 2,020 209

S57 1,712 672

S58 2,204 765

S59 1,865 1,037

S60 2,234 1,315

S61 2,248 1,164

S62 744 1,932

S63 806 1,536

 H1 817 1,202

 H2 733 252

 H3 777 78

 H4 823 92

 H5 1,117 830  （600）

 H6 2,822 1,339  （960）

 H7 1,652 2,333  （960）

 H8 2,297 2,669  （960）

 H9 2,103 2,562  （960）

H10 2,385 2,494  （840）

H11 1,974 1,129  （320）

H12 2,136 995  （336）

H13 3,235 1,166

H14 2,094 2,303  （600）

H15 2,347 1,801

H16 4,066 1,051

H17 3,078 845

H18 2,259 611

H19 2,242 402

H20 3,266 641

H21 4,140 923

H22 5,362 2,275  （320）

年　度 発生量（本）
焼却等に伴う減少量（本）

（　）内は、搬出に伴う減少量で内数
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（続　き）

H23 5,359 3,791  (440)

H24 5,170 6,113  （1,040）

H25 5,430 6,896  (808)

H26 4,348 2,790

H27 3,981 2,652

H28 3,766 3,275

H29 3,465 3,240

H30 2,112 3,763  （1,848）

 R1 2,495 3,333  （1,720）

 R2 3,462 3,732  （1,720）

 R3 2,983 2,821  （1,384）

 R4 4,160 3,751  （1,720）

 R5 3,874 3,660  （1,720）

 R6 3,353 3,453  （1,720）

合　　　　計 128,726 89,893

累積保管量（本）

貯 蔵 能 力 （本）

※ 200ℓドラム缶相当本数。

年　度
焼却等に伴う減少量（本）

（　）内は、搬出に伴う減少量で内数

38,833

約49,000 

発生量（本）
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５　従事者被ばく線量の経過

（１） 放射線業務従事者年間線量の経過

年度

項目

九州電力
社 員

126 145 197 221 221 243 302 307 308 270 265 247 247 288 272

関係会社
社 員

418 699 931 930 1,122 1,373 1,462 1,667 1,463 1,690 1,466 1,799 1,725 1,431 1,534

計 544 844 1,128 1,151 1,343 1,616 1,764 1,974 1,771 1,960 1,731 2,046 1,999 1,719 1,806

九州電力
社 員

0 0.06 0.14 0.23 0.17 0.26 0.16 0.29 0.17 0.18 0.14 0.15 0.13 0.06 0.13

関係会社
社 員

0 0.41 1.90 2.02 1.41 2.25 2.21 4.04 3.00 3.25 2.24 3.80 3.80 2.48 2.47

計 0 0.46 2.04 2.25 1.58 2.51 2.38 4.33 3.18 3.44 2.39 3.95 3.93 2.54 2.60

九州電力
社 員

0.0 0.4 0.7 1.1 0.8 1.1 0.5 1.0 0.6 0.7 0.5 0.6 0.5 0.2 0.5

関係会社
社 員

0.0 0.6 2.0 2.2 1.3 1.6 1.5 2.4 2.1 1.6 1.5 2.6 2.2 1.7 1.6

計 0.0 0.6 1.8 2.0 1.2 1.6 1.3 2.2 1.8 1.8 1.4 1.9 2.0 1.5 1.4

九州電力
社 員

0.0 10.0 15.0 16.0 12.8 14.0 8.0 12.3 9.7 6.5 6.3 5.4 4.1 3.9 7.1

関係会社
社 員

0.0 14.0 21.0 20.0 15.3 21.0 20.5 30.2 24.2 18.2 14.7 17.1 21.9 14.9 15.4

1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2

（続　　き）

年度

項目

九州電力
社 員

266 250 251 359 415 448 479 495 499 458 458 468 459 445 461

関係会社
社 員

1,551 1,607 1,492 2,187 2,573 3,109 2,423 2,934 3,116 3,152 2,876 3,103 4,137 3,188 2,935

計 1,817 1,857 1,748 2,546 2,988 3,557 2,902 3,429 3,615 3,610 3,334 3,571 4,596 3,633 3,396

九州電力
社 員

0.09 0.08 0.03 0.04 0.07 0.08 0.04 0.05 0.08 0.11 0.08 0.06 0.11 0.11 0.06

関係会社
社 員

3.09 3.86 2.24 1.99 2.46 2.67 1.67 1.82 3.12 3.89 2.99 1.96 4.98 4.97 2.73

計 3.17 3.94 2.27 2.04 2.53 2.75 1.71 1.88 3.20 4.00 3.07 2.02 5.09 5.08 2.79

九州電力
社 員

0.3 0.3 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.3 0.1 0.1 0.2 0.3 0.1

関係会社
社 員

2.0 2.4 1.5 0.9 1.0 0.9 0.7 0.6 1.0 1.2 1.0 0.6 1.2 1.6 0.9

計 1.7 2.1 1.3 0.8 0.9 0.8 0.6 0.6 0.9 1.1 0.9 0.6 1.1 1.4 0.8

九州電力
社 員

5.1 4.8 2.1 2.4 2.7 3.8 3.6 2.4 4.6 3.7 3.1 2.2 5.6 6.2 3.9

関係会社
社 員

16.3 18.6 13.5 11.8 11.7 11.0 10.5 8.3 14.1 15.2 13.7 9.8 17.2 17.8 12.0

2 2 2 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4

最高
線量
(mSv）

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

原子炉基数

原子炉基数

放射線
業務従
事者数
（人）

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

 S49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63

 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
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（続　　き）

年度

項目

九州電力
社 員

476 469 472 487 514 536 544 535 523 534 551 550 619 637 693

関係会社
社 員

3,220 3,091 3,316 3,187 3,404 4,023 4,218 3,730 2,348 2,770 2,730 2,873 2,831 2,390 2,075

計 3,696 3,560 3,788 3,674 3,918 4,559 4,762 4,265 2,871 3,304 3,281 3,423 3,450 3,027 2,768

九州電力
社 員

0.08 0.14 0.13 0.06 0.06 0.10 0.09 0.04 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01

関係会社
社 員

3.47 3.75 3.99 2.73 2.69 4.26 4.88 2.47 0.38 0.36 0.34 0.69 0.35 0.25 0.24

計 3.56 3.89 4.12 2.79 2.76 4.36 4.97 2.51 0.39 0.37 0.35 0.70 0.36 0.25 0.24

九州電力
社 員

0.2 0.3 0.3 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関係会社
社 員

1.1 1.2 1.2 0.9 0.8 1.1 1.2 0.7 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1

計 1.0 1.1 1.1 0.8 0.7 1.0 1.0 0.6 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1

九州電力
社 員

4.8 7.7 7.1 3.7 2.9 5.6 3.9 3.2 1.1 0.7 0.2 0.4 0.6 1.2 1.5

関係会社
社 員

14.0 16.6 13.4 10.9 10.3 14.2 15.5 9.5 5.3 2.7 2.6 7.7 5.5 6.6 4.5

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 ※4 ※4 ※4(1) ※4(1)

（続　　き）

年度

項目

九州電力
社 員

670 645 627 616 629 578

関係会社
社 員

2,695 2,680 2,555 3,240 2,627 2,476

計 3,365 3,325 3,182 3,856 3,256 3,054

九州電力
社 員

0.03 0.03 0.01 0.03 0.01 0.01

関係会社
社 員

1.25 1.07 0.76 1.39 0.69 0.40

計 1.28 1.10 0.77 1.42 0.71 0.41

九州電力
社 員

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関係会社
社 員

0.5 0.4 0.3 0.4 0.3 0.2

計 0.4 0.3 0.2 0.4 0.2 0.1

九州電力
社 員

6.5 7.6 0.9 4.8 1.1 1.1

関係会社
社 員

15.3 9.0 7.5 12.5 5.5 4.1

※4(2) ※4(2) ※4(2) ※4(2) ※4(2) ※4(2)

（　）内は廃止措置中の原子炉基数で内数。

※ 玄海1号機は平成27年4月27日に運転終了、平成29年7月13日に廃止措置着手。

※ 玄海2号機は平成31年4月9日に運転終了、令和2年6月29日に廃止措置着手。

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

最高
線量
(mSv）

原子炉基数

原子炉基数

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

最高
線量
(mSv）

平均
線量
(mSv）

3021 22 23 24 25

 R1

26 27 28 29 H16 17 18 19 20

2 3 64 5
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（２）　定期検査期間中の被ばく実績の経過

   ①－１　１号機［運転期間中］

項目

自 S51.10.31 S53. 2. 1 S54. 2.28 S55. 3.29 S56. 5.30 S57.10.22 S59. 1. 6 S60. 4.19 S61. 8.15 S62.11.10

至 S52. 2.23 S53. 5.31 S54. 9. 5 S55. 7.25 S56.11.16 S58. 3.15 S59. 5.31 S60. 9. 6 S62. 2. 6 S63. 5. 6

193 230 234 281 292 272 244 212 229 222

865 807 1,014 885 1,210 1,103 1,211 1,219 1,158 1,183

1,058 1,037 1,248 1,166 1,502 1,375 1,455 1,431 1,387 1,405

0.12 0.18 0.25 0.14 0.21 0.11 0.105 0.084 0.068 0.065

1.72 1.84 2.77 1.95 2.84 2.32 2.634 2.630 2.331 2.500

1.84 2.02 3.03 2.09 3.05 2.43 2.739 2.714 2.399 2.565

0.6 0.8 1.1 0.5 0.7 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3

2.0 2.3 2.7 2.2 2.4 2.1 2.2 2.2 2.0 2.1

1.7 2.0 2.4 1.8 2.0 1.8 1.9 1.9 1.7 1.8

11.0 14.0 15.0 7.0 10.0 8.0 5.0 3.0 2.1 2.9

20.0 17.0 26.0 19.0 20.0 21.0 15.0 13.0 17.3 16.2

116 120 190 119 171 145 147 141 176 179

（続　　き）

項目

自  H1. 3. 6  H2. 8. 3  H3.11. 7  H5. 2. 8  H6. 5.22  H7.11.23  H9. 3.19 H10. 6.12 H11.10.15 H13. 3. 6

至  H1.10. 5  H3. 3.28  H4. 5. 8  H5. 7.23  H6.11.29  H8. 3. 5  H9. 6.25 H10. 9.17 H12. 2. 9 H13. 9.14

230 211 191 215 250 183 186 218 206 231

1,136 1,270 1,347 1,535 1,742 1,208 1,282 1,489 1,639 2,655

1,366 1,481 1,538 1,750 1,922 1,391 1,468 1,707 1,845 2,886

0.05 0.04 0.03 0.02 0.02 0.03 0.04 0.04 0.04 0.04

2.54 2.96 2.05 1.58 0.91 1.12 1.29 1.35 1.34 1.52

2.60 3.00 2.08 1.16 0.93 1.16 1.32 1.39 1.37 1.56

0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

2.2 2.3 0.15 1.0 0.5 0.9 1.0 0.9 0.8 0.6

1.9 2.0 0.1 0.9 0.5 0.8 0.9 0.8 0.8 0.5

2.8 3.2 2.6 1.3 1.1 3.2 2.4 2.3 2.5 2.8

18.7 19.3 14.0 10.8 6.7 8.3 8.9 9.4 8.5 7.6

214 238 184 166 192 104 99 98 118 193

計

放射線
業務従
事者数
（人）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

最高
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

19

10

定期検査期間

九州電力
社 員

回数
5

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

96 7 81 2 3 4

2015 16 17 18

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

回数

計

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

総線量
（人・Sv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

13 14

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

定期検査期間

11 12
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（続　　き）

項目

自 H14. 6. 9 H15. 9.30 H17. 2.17 H18. 7.27 H19.11.25 H21. 3.26 H22. 7.25 H23.12. 1

至 H14. 9.10 H16. 1.20 H17. 7. 1 H18.11. 7 H20. 3.19 H21. 7. 3 H22.11. 2 H29. 4.19

217 194 214 215 226 245 226 -

1,618 1,713 1,820 1,718 1,941 2,094 2,108 -

1,835 1,904 2,034 1,933 2,167 2,339 2,334 -

0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.02 0.02 -

0.78 0.85 0.82 0.65 0.59 1.19 0.61 -

0.80 0.87 0.85 0.67 0.61 1.22 0.62 -

0.1 0.1 0.2 0.1 0.09 0.1 0.1 -

0.5 0.5 0.5 0.4 0.31 0.57 0.3 -

0.4 0.5 0.4 0.3 0.28 0.52 0.3 -

1.1 1.7 3.3 1.0 1.67 2.09 1.9 -

5.5 6.8 5.8 6.4 6.58 8.11 5.9 -

94 113 135 104 116 100 101 1,967

※ 平成29年4月19日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

①－２　１号機［廃止措置段階］

項目

自 H30. 1.16 H31. 2. 4  R2. 1.14  R3. 4. 9  R4.11. 7  R6. 6.11

至 H30. 5.10  R1. 5.30  R2. 3.10  R3.10. 8  R5. 5.12  R6.12.11

213 212 132 117 103 86

679 633 473 292 346 466

892 845 605 409 449 552

3.03 0.70 0.09 0.09 0.00 0.00

26.88 12.86 1.42 0.14 0.14 0.04

29.91 13.56 1.51 0.23 0.14 0.04

0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.04 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00

0.03 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00

0.31 0.09 0.02 0.03 0.00 0.00

1.17 0.56 0.11 0.02 0.05 0.01

115 116 57 183 187 184

※ 定期検査以外の作業に係る線量を含む。

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

定期検査期間（日数）

総線量
（人・mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

定期検査期間

放射線
業務従
事者数
（人）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

6
回数

1 2 3 4 5

関 係 会 社
社 員

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

九 州 電 力
社 員

総線量
（人・Sv）

2521 22 23 24

放射線
業務従
事者数
（人）

定期検査期間

定期検査期間（日数）

関 係 会 社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

回数

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

※282726
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   ②－１　２号機［運転期間中］

項目

自 S57. 1.24 S58. 3.25 S59. 7.22 S60.10.27 S62. 1.24 S63. 4.19  H1. 8.13  H3. 1.18  H4. 4.12  H5. 9. 4

至 S57. 5.13 S58. 7. 7 S59.10.16 S61. 1.21 S62. 4.17 S63. 8.10  H1.12.22  H3. 4.22  H4. 8. 7  H5.12.10

275 263 226 197 213 218 200 182 203 200

925 1,045 1,082 959 1,003 934 895 870 992 1,141

1,200 1,308 1,308 1,156 1,216 1,152 1,095 1,052 1,195 1,341

0.09 0.067 0.066 0.061 0.04 0.07 0.06 0.04 0.04 0.04

1.12 1.090 1.201 1.215 0.02 1.49 1.16 1.01 1.37 1.51

1.22 1.157 1.267 1.276 1.06 1.56 1.22 1.05 1.41 1.55

0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2

1.2 1.0 1.1 1.3 1.0 1.6 1.3 1.2 1.4 1.3

1.0 0.9 1.0 1.1 0.9 1.4 1.1 1.0 1.2 1.2

4.0 3.7 0.4 0.3 2.0 4.0 4.5 2.8 2.8 1.9

14.0 9.7 8.4 10.0 8.0 12.0 10.2 7.8 9.3 8.5

110 105 87 87 84 114 132 95 118 98

（続　　き）

項目

自  H6.11.12  H8. 3.10  H9. 7.17 H10.10.18 H12. 2.16 H13. 3.16 H14.11.13 H16. 3.14 H17. 7.16 H18.11.14

至  H7. 3.31  H8. 6.18  H9.11.11 H11. 2.16 H12. 6.13 H13.10.16 H15. 2.18 H16. 6.17 H17.10.18 H19. 5.16

188 176 207 205 223 222 197 195 213 222

1,241 1,303 1,554 1,596 1,801 2,827 1,578 1,534 1,518 1,739

1,429 1,479 1,761 1,801 2,024 3,049 1,775 1,729 1,731 1,961

0.03 0.03 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

1.07 1.56 1.72 1.65 1.64 2.06 1.17 0.83 0.68 0.78

1.09 1.59 1.76 1.69 1.67 2.09 1.20 0.86 0.71 0.81

0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1

0.9 1.2 1.1 1.0 0.9 0.7 0.7 0.5 0.4 0.5

0.8 1.1 1.0 0.9 0.8 0.7 0.7 0.5 0.4 0.4

2.2 3.3 2.8 2.3 2.4 2.4 2.4 4.5 2.0 2.9

8.9 8.7 9.6 8.5 8.9 12.7 8.1 7.2 4.8 6.7

140 101 118 122 119 215 98 96 95 184

9 10

定期検査期間

九州電力
社 員

回数
5 62 3 4

放射線
業務従
事者数
（人）

関係会社
社 員

81

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

7

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

計

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

19 20

定期検査期間

15 16 17 1811 12 13 14
回数

計

放射線
業務従
事者数
（人）

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

関係会社
社 員

計

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

九州電力
社 員

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

九州電力
社 員

関係会社
社 員
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（続　　き）

項目

自 H20. 3.28 H21. 9.12 H23. 1.29

至 H20. 8.13 H22. 1. 8  R2. 3.18

247 229 －

2,021 2,030 －

2,268 2,259 －

0.02 0.01 －

0.73 0.88 －

0.75 0.89 －

0.09 0.06 －

0.36 0.43 －

0.33 0.39 －

1.65 1.06 －

6.77 7.06 －

139 119 3,337

※ 令和2年3月18日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

②－２　２号機［廃止措置段階］

項目

自  R3. 4. 9  R4.11. 7  R6. 6.11

至  R3.10.15  R5. 5.12  R6.12.11

139 82 81

480 350 482

619 432 563

0.24 0.04 0.02

4.76 2.11 0.14

5.00 2.15 0.16

0.00 0.00 0.00

0.01 0.01 0.00

0.01 0.00 0.00

0.08 0.01 0.02

0.22 0.29 0.02

190 187 184

※ 定期検査以外の作業に係る線量を含む。

21 22 ※23

定期検査期間

総線量
（人・Sv）

放射線
業務従
事者数
（人）

回数

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

定期検査期間（日数）

関 係 会 社
社 員

計

九 州 電 力
社 員

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

関 係 会 社
社 員

計

九 州 電 力
社 員

定期検査期間

放射線
業務従
事者数
（人）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

回数
1 32

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

定期検査期間（日数）

総線量
（人・mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計
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   ③　３号機

項目

自  H6.12.23  H8. 4.13  H9. 9. 5 H10.12.21 H12. 4.30 H13. 8.27 H14.12.19 H16. 4.14 H17. 9.13 H18.12.17

至  H7. 4.27  H8. 8. 6  H9.11.27 H11. 4. 6 H12. 7.28 H13.11.20 H15. 3.18 H16. 7.21 H17.11.29 H19. 4.11

166 176 186 191 207 195 201 221 196 201

1,220 1,372 1,305 1,423 1,294 1,468 1,543 1,673 1,472 1,542

1,386 1,548 1,491 1,614 1,501 1,663 1,744 1,894 1,668 1,743

0.02 0.02 0.01 0.01 0.02 0.03 0.03 0.04 0.05 0.04

0.43 0.54 0.41 0.42 0.59 1.02 1.19 1.62 1.34 1.08

0.45 0.56 0.42 0.43 0.61 1.05 1.22 1.66 1.39 1.12

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2

0.4 0.4 0.3 0.3 0.5 0.7 0.8 1.0 0.9 0.7

0.3 0.4 0.3 0.3 0.4 0.6 0.7 0.9 0.8 0.6

1.5 1.8 1.2 1.6 2.4 2.3 3.6 2.7 3.5 3.1

4.4 5.5 5.0 4.4 5.2 8.4 8.8 8.3 7.1 6.5

126 166 84 107 90 86 90 99 78 116

（続　　き）

項目

自 H20. 5. 2 H21. 8.30 H22.12.11  R1. 5.13  R2. 9.18  R4. 1.21  R5.11.10  R7. 3.28

至 H20. 7.31 H21.12. 2 H30. 5.16  R1. 8.20  R2.12.22  R5. 1.10  R6. 2.29  R7. 7.10

226 239 693 415 423 546 437 418

1,655 1,667 5,905 1,881 1,838 2,792 2,037 1,856

1,881 1,906 6,598 2,296 2,261 3,338 2,474 2,274

0.04 0.03 0.07 0.02 0.02 0.02 0.01 0.01

1.58 0.93 3.07 0.60 0.42 1.10 0.55 0.34

1.61 0.96 3.14 0.61 0.44 1.12 0.56 0.35

0.16 0.13 0.1 0.04 0.04 0.04 0.03 0.03

0.95 0.56 0.5 0.32 0.23 0.39 0.27 0.18

0.86 0.5 0.5 0.27 0.19 0.34 0.23 0.16

2.57 2.4 2.8 3.23 3.25 2.76 1.04 1.32

7.99 6.26 12.0 6.88 5.69 9.2 5.07 5.13

91 95 2,714 100 96 355 112 105

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

定期検査期間

14 15 1811 12 13 16 17

9 10

定期検査期間

九州電力
社 員

回数
5 6 7 81

放射線
業務従
事者数
（人）

2 3 4

関係会社
社 員

回数

最高
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

放射線
業務従
事者数
（人）

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

計

総線量
（人・Sv）
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   ④　４号機

項目

自 H10. 8.24 H11.12.23 H13. 4.23 H14. 8.23 H15.12.18 H17. 4.14 H18. 8.26 H20. 1. 5 H21. 5.15 H22. 9. 4

至 H10.12.10 H12. 3.29 H13. 7.24 H14.11.19 H16. 3.16 H17. 6.30 H18.12.15 H20. 4.16 H21. 8. 7 H22.11.26

180 180 188 181 208 204 199 212 257 230

1,225 1,182 1,226 1,515 1,470 1,342 1,554 1,732 1,685 1,919

1,405 1,362 1,414 1,696 1,678 1,546 1,753 1,944 1,942 2,149

0.02 0.02 0.02 0.03 0.03 0.04 0.05 0.03 0.03 0.03

0.44 0.58 0.56 1.28 1.25 1.08 1.09 1.64 0.80 1.14

0.45 0.61 0.58 1.31 1.29 1.12 1.13 1.67 0.83 1.17

0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.14 0.12 0.1

0.4 0.5 0.5 0.8 0.9 0.8 0.7 0.95 0.48 0.6

0.3 0.4 0.4 0.8 0.8 0.7 0.6 0.86 0.43 0.5

1.8 2.1 3.6 2.7 3.8 4.1 3.3 3.15 2.21 1.3

5.0 5.9 5.7 8.6 8.7 8.4 5.9 8.88 5.60 8.0

109 98 93 89 90 78 112 103 85 84

（続　　き）

項目

自 H23.12.25  R1. 8.16  R2.12.19  R4. 4.30  R4. 9.12  R6. 3.27

至 H30. 7.19  R1.11.20  R3. 4.15  R4. 8. 9  R5. 3. 8  R6. 6.28

657 364 406 333 359 397

5,866 1,778 2,000 1,522 1,933 1,785

6,523 2,142 2,406 1,855 2,292 2,182

0.06 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01

2.61 0.41 0.44 0.32 0.44 0.31

2.66 0.42 0.45 0.33 0.45 0.33

0.1 0.04 0.04 0.04 0.03 0.03

0.4 0.23 0.22 0.21 0.23 0.18

0.4 0.20 0.19 0.18 0.20 0.15

3.3 2.21 3.13 1.26 1.24 1.16

16.8 4.55 4.91 3.02 5.05 4.11

2,399 97 118 102 178 94

9 10

定期検査期間

九州電力
社 員

回数
5 62 3 4

放射線
業務従
事者数
（人）

関係会社
社 員

81

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

7

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

計

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間

1611 12 13
回数

14 15

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

放射線
業務従
事者数
（人）

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

関係会社
社 員

計

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

九州電力
社 員

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）
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６　燃料輸送の実績等

（１）　新燃料（取替用燃料）の輸送実績
MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

1 S49. 6.21 20 ＭＮＦ １号機

2 S49. 6.28 20 ＭＮＦ １号機

3 S49. 7.11 23 ＭＮＦ １号機

4 S49. 7.19 24 ＭＮＦ １号機

5 S49. 8. 3 36 ＭＮＦ １号機

50 6 S50. 5.15 10 ＭＮＦ １号機

7 S51. 5.27 30 ＭＮＦ １号機

8 S51.11.17 16 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

9 S52.11.10 24 ＭＮＦ １号機

10 S52.11.17 24 ＭＮＦ １号機

11 S53. 9.28 20 ＭＮＦ １号機

12 S53.11. 9 20 ＭＮＦ １号機

13 S54. 9.21 16 ＭＮＦ ２号機

14 S54.10. 3 32 ＭＮＦ ２号機

15 S54.10.10 28 ＭＮＦ ２号機

16 S54.10.17 31 ＭＮＦ ２号機

17 S54.10.31 16 ＭＮＦ ２号機

18 S55. 3. 5 24 ＮＦＩ １号機

19 S55. 3.12 24 ＭＮＦ １号機

20 S56. 1.14 24 ＭＮＦ １号機

21 S56. 1.21 24 ＮＦＩ １号機

22 S56.10. 3 40 ＭＮＦ ２号機

23 S57. 1.21 40 ＭＮＦ ２号機

24 S57. 8.20 40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

25 S57.12. 2 40 ＭＮＦ ２号機

58 26 S58. 9. 8 40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

27 S59. 4. 5 40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（4体）、２号機（36体）

28 S59. 6.27 40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

29 S60. 1.23 40 ＭＮＦ １号機（28体）、２号機（12体）

30 S60. 4. 6 62 ＭＮＦ ２号機

31 S61. 3. 5 28 ＮＦＩ １号機

32 S61. 3.13 40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（20体）、２号機（20体）

33 S61.10.23 40 ＭＮＦ １号機（28体）、２号機（12体）

34 S62. 3.11 20 ＭＮＦ ２号機

35 S62. 7.23 20 ＮＦＩ １号機

36 S62. 8.27 40 ＭＮＦ ２号機

63 37 S63.10.19  8 ＭＮＦ １号機

62

54

55

56

57

59

60

Ｓ49

51

52

53

61
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（続　き）

MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

38  H1. 7. 4  32 ＭＮＦ ２号機

39  H2. 3.20  37 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

2 40  H2. 7.24  56 ＭＮＦ ２号機

41  H3. 8. 6  40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

42  H3.12.10  52 ＭＮＦ ２号機

43  H4.10.20  36 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

44  H5. 2.11  99 ＭＮＦ ３号機

45  H5. 3. 9  98 ＭＮＦ ３号機

46  H5. 7.13  60 ＭＮＦ ２号機

47  H6. 3. 1  56 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

6 48  H6.10. 7 116 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（52体）、３号機（64体）

49  H7. 9. 4  64 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、２号機（28体）

50  H8. 3. 5  76 ＭＮＦ、ＮＦＩ ３号機

51  H8. 6.14  98 ＭＮＦ ４号機

52  H8. 7.12  99 ＭＮＦ ４号機

53  H8.11.19  36 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

9 54  H9. 6. 2 116 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（48体）、３号機（68体）

55 H10. 4. 4 116 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（84体）

56 H10. 9.28 120 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（84体）

57 H11. 2. 6  40 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

58 H11. 6.11  64 ＭＮＦ、ＮＦＩ ４号機

59 H11.10. 8 104 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（24体）、３号機（80体）

60 H12.11.17 112 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、４号機（76体）

61 H12.12. 4  96 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、３号機（64体）

62 H14. 4.15 100 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（28体）、４号機（72体）

63 H14. 8. 9 108 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（72体）

64 H15. 9. 1 104 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（72体）

65 H16. 2. 2 108 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（72体）

16 66 H17. 3. 7 108 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（76体）

17 67 H17. 6.15 120 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（44体）、３号機（76体）

68 H18. 6. 5 152 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、２号機（40体）、４号機（80体）

69 H18.10.16  80 ＭＮＦ、ＮＦＩ ３号機

70 H19. 7. 2 108 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、３号機（76体）

71 H19. 9.14 112 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（40体）、４号機（72体）

20 72 H20.12. 7 188 ＭＮＦ、ＮＦＩ 1号機（34体）、３号機（76体）、４号機（76体）

14

15

18

19

Ｈ1

3

4

5

12

7

8

10

11
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（続　き）

MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

73 H21. 5.23    16 メロックス社 ３号機

74 H21. 6.22    28 ＭＮＦ ２号機

75 H22. 3.15   104 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、４号機（68体）

76 H22. 6.28    20 メロックス社 ３号機

77 H22.10.18    96 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、３号機（64体）

78 H23. 9.12    48 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（28体）、４号機（20体）

79 H23.11.11    16 ＮＦＩ ３号機

80 H24. 2.13    88 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、４号機（56体）

81 H24. 5.14    56 ＭＮＦ ３号機

82 H24.12.17    98 ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（66体）

25 83 H25. 8. 5   102 ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（66体）

84 H30. 7. 6    66 ＭＮＦ ４号機

85 H30. 8. 6    28 ＮＦＩ ３号機

86 H30.11.13    70 ＭＮＦ ３号機（34体）、４号機（36体）

87 H31. 3. 8    56 ＮＦＩ ４号機

88  R5.10.18    84 ＭＮＦ ３号機

89  R6. 1.24    76 ＭＮＦ ４号機

R6 90  R7. 2.26    56 ＭＮＦ ３号機

5,283計

21

22

23

24

30

R5
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　（２）　使用済燃料の輸送実績

JAERI：日本原子力研究所
COGEMA：仏国核燃料会社

年度 回数 搬出年月日 燃料体数 搬出先 原子炉名（体数）

Ｓ54 1 S54.10. 2 14 PNC １号機

2 S55. 6. 5 14 PNC １号機

3 S55. 8.21 14 PNC １号機

4 S56. 2.16 14 PNC １号機

5 S56.11. 6 14 PNC １号機

6 S56.11. 6  1 JAERI １号機

7 S57. 1.14 14 PNC １号機

8 S58. 5.21 28 BNFL １号機

9 S58.10.22 24 COGEMA １号機

10 S59. 6. 8 28 BNFL １号機

11 S59.11. 9 24 COGEMA １号機

12 S60. 6.27 35 BNFL ２号機

13 S60.12.18 36 COGEMA １号機

14 S61. 6.28 35 BNFL １号機

15 S61.12.18 36 COGEMA ２号機

16 S62. 3. 2 14 PNC １号機

17 S62. 7.10 35 BNFL １号機

18 S62. 8.21 14 PNC １号機

19 S62.11. 2 36 COGEMA ２号機

20 S63. 6.21 42 BNFL １号機

21 S63. 9.14 72 COGEMA ２号機

22 S63.12. 8 35 BNFL ２号機

23  H1. 4.21 28 BNFL ２号機

24  H1. 6.26 48 COGEMA ２号機

25  H1.11.17 14 PNC １号機

26  H1.12.23 42 BNFL １号機

27  H2.10.23 35 BNFL ２号機

28  H2.12.27 36 COGEMA １号機

3 29  H3.10.21 28 BNFL １号機

30  H4.11. 5 14 PNC １号機

31  H4.12.17 28 BNFL ２号機

32  H5. 9.27 14 PNC １号機

33  H5.12.16 35 BNFL １号機

34  H6. 4.26 36 COGEMA ２号機

35  H7. 3.20 14 PNC １号機

36  H7. 7.31 14 PNC １号機

37  H7.11. 6 14 PNC ２号機

6

7

4

5

PNC：動力炉・核燃料開発事業団
BNFL：英国核燃料会社

Ｈ1

2

55

56

58

59

62

63

60

61
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（続　き）

JNFL：日本原燃（株）

年度 回数 搬出年月日 燃料体数 搬出先 原子炉名（体数）

38 H16.10.12    70 JNFL ３号機

39 H16.12. 2    56 JNFL ２号機

40 H17.12.10    42 JNFL ２号機

41 H18. 3. 6    70 JNFL １号機

42 H18. 5.18    56 JNFL ３号機

43 H18. 6.21    56 JNFL ３号機

44 H19.10.20    70 JNFL ３号機

45 H19.11.30    42 JNFL ２号機

46 H20.12.10    56 JNFL １号機

47 H21. 2.18   112 JNFL ２号機（56体）、３号機（56体）

48 H21. 7.17    42 JNFL １号機

49 H21. 9.30    56 JNFL １号機

50 H22. 2.17   112 JNFL ２号機（56体）、３号機（56体）

23 51 H23. 8.24    14 JNFL ３号機

24 52 H24.11.21    14 JNFL １号機

27 53 H27. 8.27    14 JNFL １号機

1,861合計

16

17

18

19

20

21
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　（３）　燃料保管状況

（単位：体）

炉内挿入用
（取替用燃料）

装荷量
払出用
（※）

計

       368        368

　＊1（112） 　＊1（112）

       450        450

　＊1（168） 　＊1（168）

       978      1,309

　＊2（168） 　＊2（168）

＊2 （　）内は３号使用済燃料ピットに保管している量で内数。

       386

     1,147

－

－

       193

       193

     2,561      3,274

　　 ３号機は、使用済MOX燃料36体を含む。

令和７年３月末時点の燃料の保管状況

 ※ １号機は、未使用の新燃料16体を含む。
　　 ２号機は、未使用の新燃料28体を含む。

＊1 （　）内は４号使用済燃料ピットに保管している量で内数。

計

－

－

       765

１号機

２号機

３号機

４号機

       189

       138

       327
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１ 目的 

  佐賀県と九州電力株式会社では、「原子力発電所の安全確保に関する協定書」に基づき、周辺地

域住民の安全確保と周辺環境の保全のため、玄海原子力発電所周辺の環境放射能調査を実施して

いる。 

  また、この調査は、玄海原子力発電所からの放射性物質放出を検知した場合あるいはその可能

性が否定できない場合に、その影響による被ばく線量を推定するためにも実施するが、これまで

に玄海原子力発電所の影響による放射線等の異常は確認されていない。 

  なお、我が国における原子力施設周辺の平常の環境放射線モニタリングを規定している「平常

時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」（平成 30 年 4 月、原子力規制庁）

においては、平常時の環境放射線モニタリングの目的について、「原子力施設の平常時の周辺環

境における空間放射線量率及び放射性物質の濃度を把握しておくことにより、緊急時モニタリン

グに備えておくとともに、原子力施設の異常を早期に検出し、その周辺住民及び周辺環境への影

響を評価すること」とされており、具体的には次の４項目に集約されている。 

   ・周辺住民等の被ばく線量の推定及び評価 

   ・環境における放射性物質の蓄積状況の把握 

   ・原子力施設からの予期しない放射性物質又は放射線の放出の早期検出及び周辺環境への 

影響評価 

   ・緊急事態が発生した場合への平常時からの備え 

  本調査は、年度ごとに上記 4 項目を網羅した調査計画を策定し、実施するものである。 

 

２ 実施機関 

  佐賀県：環境センター、唐津保健福祉事務所、東松浦農業振興センター、 

      玄海水産振興センター 

  九州電力株式会社：玄海原子力発電所 

 

３ 調査期間 

  令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで（令和 6 年度） 

 

４ 調査項目 

（（１１））空空間間放放射射線線  

  ア モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器） 

  イ モニタリングポスト（電離箱式検出器） 

  ウ 放水口モニタ 

  エ 走行サーベイ 
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（（２２））環環境境試試料料中中のの放放射射能能  

    ア ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析 

  イ 放射化学分析による放射能測定 

   ① 放射性ストロンチウム分析 

   ② トリチウム分析 

（（３３））大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射能能  

  ア 大気浮遊じんの連続測定 

  イ 大気中の放射性ヨウ素濃度の測定 

 

５ 調査及び評価の方法 

  平常時には空間放射線、環境試料中の放射能及び大気浮遊じん中の放射能の各調査を実施する。 

  今年度調査する項目の平常の変動範囲は次表のとおり設定する。 

  なお、前年度のデータ収集がない調査項目については平常の変動範囲を設定しない。 

調査項目 評価対象データ 平常の変動範囲 
変動範囲設定のための 

データ収集期間 

空間放射線量率 

(NaI(Tl)ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ式検出器) 
1 時間平均値 

地点ごとの測定値の平均値(Ｍ) 

±標準偏差(σ)の 3 倍の範囲 
過去 3 か年 

空間放射線量率 

（電離箱式検出器） 
1 時間平均値 地点ごとの過去の最大値 測定開始～前年度 

放水口計数率 1 時間平均値 
地点ごとの測定値の平均値(Ｍ) 

±標準偏差(σ)の 3 倍の範囲 
過去 3 か年 

環境試料中の放射能 
60Co､131I､134Cs､ 137Cs､
90Sr､3H の放射能濃度 

試料ごとの過去の放射能濃度範

囲 
測定開始～前年度 

大気浮遊じん中の放射能 
60Co､134Cs､137Cs､131I 

の放射能濃度 
過去の放射能濃度範囲 測定開始～前年度 

  測定結果が平常の変動範囲を超過した場合、次の原因調査を行い、玄海原子力発電所からの影

響の有無について判断する。その結果、玄海原子力発電所からの影響があったと判断した場合に

は、玄海原子力発電所からの影響分の外部被ばく線量又は内部被ばく線量の推定を行う。 

 

  （原因調査項目） 

   ・試料採取方法・処理方法、測定器の性能、測定方法等の測定条件の変化 

   ・降雨、降雪、雷、積雪等の気象要因及び地理・地形上の要因等の自然条件の変化 

   ・核爆発実験等の影響 

   ・医療・産業用の放射性同位元素等の影響 

   ・原子力施設の運転状況の変化 

    

Ⅱ－ 2



（（１１））空空間間放放射射線線  

   次のアからエの検出器又は測定方法により、空間放射線量率等の連続測定を行い、測定デー

タについては、テレメータシステムによる収集、解析を行う。 

  ア モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器） 

    空間放射線量率の連続測定、テレメータシステムによる測定データの収集、解析を行い、

玄海原子力発電所周辺の空間放射線量率の変動を把握する。 

  イ モニタリングポスト（電離箱式検出器） 

    空間放射線量率の連続測定、テレメータシステムによる測定データの収集、解析を行い、

緊急時への備えとして玄海原子力発電所から 30km 圏内の平常値を把握する。 

  ウ 放水口モニタ 

    放水口計数率の連続測定、テレメータシステムによる測定データの収集、解析を行い、玄

海原子力発電所から放出される排水中の放射性物質の濃度変化を計数率として把握する。 

  エ 走行サーベイ 

    走行サーベイ車又はモニタリングカーで走行しながら空間放射線量率の測定を行い、緊急

時への備えとして玄海原子力発電所から 30km 圏内の平常値を把握する。 

 

（（２２））環環境境試試料料中中のの放放射射能能  

   次のア及びイの分析方法により、環境試料中の放射能測定を行い、各試料の放射能の平常値

の把握、玄海原子力発電所からの影響の有無等について評価を行う。 

  ア ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析 

    環境試料中に含まれる放射性物質の量を把握するため、ゲルマニウム半導体検出器を用い

たガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析を行う。 

  イ 放射化学分析による放射能測定 

    環境試料中に含まれる放射性物質の量を把握するため、①放射性ストロンチウム分析法、

②トリチウム分析法による放射能測定を行う。 

 

（（３３））大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射能能  

   次のア及びイの測定方法により、大気浮遊じん中の放射能測定を行い、平常値の把握、玄海

原子力発電所からの影響の有無等について評価を行う。 

  ア 大気浮遊じんの連続測定 

    ダストサンプラにより大気を一定期間連続吸引し、ろ紙上に大気浮遊じんを採取し、ゲル

マニウム半導体検出器を用いたガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析を行い、大気浮

遊じん中に含まれる放射性物質の平常値を把握する。 

  イ 大気中の放射性ヨウ素濃度の測定 

    ヨウ素サンプラにより大気を連続吸引し、活性炭カートリッジ及びろ紙上に大気浮遊じん

を採取し、ゲルマニウム半導体検出器又はヨウ素モニタにより放射性ヨウ素の測定を行う。 

    測定結果は、緊急時への備えとして玄海原子力発電所から 30km 圏内の放射性ヨウ素の平

常値を把握する。 
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６ 調査結果及び評価 

  令和 6 年度の調査結果については、一部の測定において、平常の変動範囲の上限値を超過する

ものがあり、要因調査を行ったところ、海水中のトリチウムについて、玄海原子力発電所からの

トリチウムの放出との関連が考えられた。 

  その他の調査においては、玄海原子力発電所からの影響があったと考えられる結果は確認され

なかった。 

（（１１））空空間間放放射射線線  

  ア モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器） 

    NaI(Tl)シンチレーション式検出器によるモニタリングポスト（10 局）での空間放射線量率

（低線量率）の１時間平均値の連続測定結果は､次表のとおりであった。各局で平常の変動範

囲の上限値を超えたものがあったが、いずれも降雨等※の影響によるものであり、玄海原子

力発電所に起因すると考えられる放射線の異常は認められなかった。 

（単位：nGy/h） 

局名 
令和６年度 

線量率範囲 

令和６年度 

年間平均値 

令和６年度 

平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 
(M-3σ) (M+3σ) 

県

設

置

局 

今村 25 ～ 75 30 18 42 170 ( 1.94 ) 降雨等 

平尾 31 ～ 79 34 24 46 161 ( 1.84 ) 降雨 

串 30 ～ 71 33 23 44 153 ( 1.75 ) 降雨 

先部 28 ～ 78 32 21 44 164 ( 1.88 ) 降雨 

外津浦 30 ～ 61 33 24 41 169 ( 1.93 ) 降雨 

京泊先 29 ～ 71 32 23 42 158 ( 1.81 ) 降雨 

九

電

設

置

局 

正門南 23 ～ 55 25 16 34 171 ( 1.96 ) 降雨 

岸壁 21 ～ 50 23 15 31 146 ( 1.67 ) 降雨 

値賀崎 20 ～ 46 22 16 29 146 ( 1.68 ) 降雨 

ダム南 22 ～ 53 24 15 33 171 ( 1.96 ) 降雨 

 ※ 6月18日の降雨のない時間帯に、今村局のみで1時間値が平常の変動範囲の上限値を超えたものがあった

が、局舎近傍に放射性医薬品（131Ｉ）の被投与者が滞在した時間帯と空間線量率の上昇時間帯が一致したこと、

γ線スペクトル解析の結果、上昇の要因が131Ｉによるものあったことから、放射性医薬品によるものと判断した。 
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  イ モニタリングポスト（電離箱式検出器） 

    電離箱式検出器によるモニタリングポスト（26 局）での空間放射線量率（高線量率）の 

1 時間平均値の連続測定結果は､次表のとおりであり、いずれも過去の最大値を超えたもの

はなかった。 

（単位：nGy/h） 

局名 
令和６年度 

線量率範囲 

令和６年度 

年間平均値 
過去の最大値 

平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数 
超えた要因 

今村 57 ～ 106 64 134 0  

平尾 65 ～ 110 68 134 0  

串（注１） 57 ～ 92 67 137 0  

先部 66 ～ 110 69 135 0  

外津浦 63 ～ 92 66 114 0  

京泊先 64 ～ 103 68 126 0  

屋形石（注２） 54 ～ 107 63 118 0  

大良 73 ～ 115 77 136 0  

諸浦 62 ～ 109 66 133 0  

入野（注３） 60 ～ 100 63 139 0  

寺浦 60 ～ 106 66 131 0  

名護屋 65 ～ 110 69 149 0  

石室 60 ～ 105 63 132 0  

加倉 61 ～ 114 64 137 0  

呼子 68 ～ 102 73 123 0  

馬渡島 60 ～ 106 68 128 0  

加唐島 69 ～ 101 73 135 0  

向島 63 ～ 117 66 124 0  

小川島 60 ～ 109 70 157 0  

（注1）串局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月3日か

らの測定値を評価から除外。 

（注2）屋形石局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月

26日から可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施し、令和6年

9月10日から予備の電離箱検出器により測定を再開した。 

なお、令和6年7月17日から予備の検出器による測定再開までの期間の測定値を評価から除外している。 

（注3）入野局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年8月9日

から令和6年11月20日まで、可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定

を実施した。 
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（続き）                                   （単位：nGy/h） 

局名 
令和６年度 

線量率範囲 

令和６年度 

年間平均値 
過去の最大値 

平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数 
超えた要因 

二タ子 70 ～ 105 74 131 0  

山本 76 ～ 116 80 152 0  

波多津（注 4） 68 ～ 110 76 131 0  

田野（注 5） 72 ～ 115 75 147 0  

相知（注 6） 63 ～ 108 73 139 0  

松浦 58 ～ 118 68 149 0  

立花 73 ～ 118 77 135 0  

（注4） 波多津局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月 

26日から可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施。令和7年 

3月19日から予備の電離箱検出器により測定を再開した。 

なお、令和6年7月4日から予備の検出器による測定再開までの期間の測定値を評価から除外している。 

（注5） 田野局は、令和7年1月30日まで旧局舎で測定を実施し、令和7年2月1日から令和7年2月28日の期間は

局舎移設のため、可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施し、

令和7年3月1日から新局舎で測定を開始した。 

（注6） 相知局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月 

26日から可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施。 

なお、令和6年7月3日からの測定値を評価から除外している。 
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  ウ 放水口モニタ 

    放水口モニタ（3 局）による計数率の 1 時間値の測定結果については次表のとおりであり、

平常の変動範囲の上限値を超えたものがあったが、降雨の影響によるものであり、玄海原子

力発電所に起因すると考えられる放射線の異常は認められなかった。 

（単位：cpm） 

局名 
令和６年度 

計数率範囲 

令和６年度 

年間平均値 

令和６年度 

平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 
(M-3σ) (M+3σ) 

九

電

設

置

局 

1、2 号放水口 434 ～ 838 455 412 514 90 ( 1.03 ) 降雨 

3 号放水口 

（旧検出器） 
339 ～ 385 352 339 367 12 ( 0.16 ) 降雨 

3 号放水口 

（新検出器）（注 2） 
354 ～ 386 363 351 375 8 ( 0.75 ) 降雨 

4 号放水口 

（旧検出器） 
336 ～ 393 351 336 365 54 ( 0.69 ) 降雨 

4 号放水口 

（新検出器）（注 3） 
369 ～ 396 381 367 394 1 ( 0.17 ) 降雨 

（注1）「1、2号放水口モニタ」は「3号及び4号放水口モニタ」より計数率の変動が大きい。これは、3号機及び4号機

は水深約10～13m から海水の取水を行っているのに対し、1号機及び2号機が海面～水深約9m から取水を

行っていること、また、「3号及び4号放水口モニタ」は放水管から放水を取り出し、建屋内で測定しているのに

対し、「1、2号放水口モニタ」は屋外の放水口（海中）で測定していることから、降雨などによる環境放射線の

変動の影響を受けやすいためと考えられる。 

（注2）3号放水口モニタは令和7年2月21日に検出器を更新したため、更新後の平常の変動範囲は令和7年2月  

21日～令和7年3月31日の期間から算出している。 

（注3）4号放水口モニタは令和7年3月7日に検出器を更新したため、更新後の平常の変動範囲は令和7年3月7日

～令和7年3月31日の期間から算出している。 
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  エ 走行サーベイ 

    走行サーベイ車又はモニタリングカーによる空間放射線量率の連続測定結果は､次表のと

おりであり、過去の測定と同程度であった。 

（単位：nGy/h） 

測定地点 
令和６年度 

線量率範囲 

令和６年度 

平均値 

測定 

年月日 
測定結果 

測定機器 

（調査機関） 

発電所周辺道路 

  （発電所から 

     5km 未満） 

22 ～ 37 27 

R6. 6.12 

最小値 

平均値 

最大値 

23 

27 

37 NaI(Tl)シンチレー 

ション式検出器 

（九州電力㈱） 

R6.12. 6 

最小値 

平均値 

最大値 

22 

26 

35 

（単位μSv/h） 

※高線量域を対象とした測定器であり、精度保証範囲外（0.20μSv/h 未満）は参考値とした。 

  

測定地点 測定結果 
測定 

年月日 

測定機器 

（調査機関） 

発電所周辺道路 

 （発電所から 

    5km～30km） 

全て 0.20 未満 

（参考：測定値範囲 0.02～0.07）※ 

R6. 4.11 

R6. 5.30 

R6. 6.11 

R6. 7. 5 

R6. 9. 2 

R6. 9. 9 

R6.10. 1 

R6.11.19 

R6.12.17 

R7. 2.10 

R7. 2.18 

R7. 3.10 

CsI(Tl)シンチレーション式検出器 

（環境センター、唐津保健福祉事務所） 
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（（２２））環環境境試試料料中中のの放放射射能能  

  ア ガンマ線スペクトロメトリーによる核種分析 

    ガンマ線スペクトロメトリーによる環境試料中の放射能測定結果は下表 a から d のとおり

であり、いずれも平常の変動範囲内にあった。 

    なお、一部の試料から、主に過去の大気中の核実験の影響によるものと考えられるセシウ

ム 137（137Cs）が検出されたが、検出された放射性物質の量はいずれもごく微量であり、健

康へ影響を与えることはない。 

  a 農畜産物・植物                                     （単位：Bq/kg 生 ただし牛乳は Bq/L） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

葉
菜 

たまねぎ 
（外皮を除く） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND  ND  無  

きゃべつ 
（根を除く） 

 1 60Co ND  ND  無  

 1 131I ND  ND  無  

 1 134Cs ND  ND  無  

 1 137Cs ND  ND  無  

ほうれん草 
（根を除く） 

 3 60Co ND  ND  無  

 3 131I ND  ND  無  

 3 134Cs ND  ND  無  

 3 137Cs ND ND ～  0.48 無  

牛
乳 

牛乳 

（原乳） 

10 60Co ND  ND  無  

10 131I ND ND ～  0.072 無  

10 134Cs ND  ND  無  

10 137Cs ND ND ～  0.29 無  

穀
物 

米 
（精米、玄米） 

 4 60Co ND  ND  無  

 2 131I ND  ND  無  

 4 134Cs ND  ND  無  

 4 137Cs ND ND ～  0.33 無  

指
標
生
物 

松葉 

（葉のみ） 

 8 60Co ND  ND  無  

 8 131I ND  ND  無  

 8 134Cs ND  ND  無  

 8 137Cs ND ～ 0.051 ND ～  4.1 無  

そ
の
他 

ばれいしょ 
（表皮を含む） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND ND ～  0.30 無  

みかん 
（外皮を除く） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND ND ～  0.074 無  

かんしょ 

（全体） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND ND ～  0.15 無  
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  b 海産生物                                                         （単位：Bq/kg 生） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

魚 

たい 
（全身） 

 4 60Co ND  ND  無  

 4 134Cs ND  ND  無  

 4 137Cs ND ～ 0.079 ND ～  0.48 無  

かわはぎ 

（全身） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND ND ～  0.19 無  

えそ類 
（全身） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs 0.12 , 0.16 ND ～  0.52 無  

無
脊
椎
動
物 

いか 

（全身） 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND ND ～  0.26 無  

さざえ 

（身） 

 1 60Co ND  ND  無  

 1 134Cs ND  ND  無  

 1 137Cs ND ND ～  0.37 無  

なまこ 

（全身） 

 1 60Co ND  ND  無  

 1 134Cs ND  ND  無  

 1 137Cs ND ND ～  0.19 無  

海
藻
類 

わかめ 

（全藻） 

 1 60Co ND  ND  無  

 1 131I ND  ND  無  

 1 134Cs ND  ND  無  

 1 137Cs ND ND ～  0.33 無  

指
標
生
物 

ほんだわら類 
（ 付 着 器 を除 く） 

 4 60Co ND  ND  無  

 4 131I ND  ND  無  

 4 134Cs ND  ND  無  

 4 137Cs ND ND ～  0.19 無  

そ
の
他 

むらさき 

いんこがい 
（身） 

 1 60Co ND ND ～  0.22 無  

 1 134Cs ND  ND  無  

 1 137Cs ND ND ～  0.039 無  
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  c 水                                                                   （単位：mBq/L） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

陸
水 

水道水 

 9 60Co ND  ND  無  

 9 131I ND  ND  無  

 9 134Cs ND  ND  無  

 9 137Cs ND  ND  無  

河川水 

 6 60Co ND  ND  無  

 6 131I ND  ND  無  

 6 134Cs ND  ND  無  

 6 137Cs ND  ND  無  

ダム水 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 131I ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs ND  ND  無  

海
水 

表層水 

（放水口付近） 

10 60Co ND  ND  無  

10 131I ND  ND  無  

10 134Cs ND  ND  無  

10 137Cs 1.5 ～ 2.2 ND ～ 11 無  

表層水 

（取水口付近） 

10 60Co ND  ND  無  

10 131I ND  ND  無  

10 134Cs ND  ND  無  

10 137Cs ND ～ 2.2 ND ～ 11 無  

 

  d 土                                                                        （単位：Bq/kg 乾） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

土
壌 

表層土 

17 60Co ND  ND  無  

17 134Cs ND  ND  無  

17 137Cs ND ～ 10 ND ～ 43 無  

ダム底土 

 2 60Co ND  ND  無  

 2 134Cs ND  ND  無  

 2 137Cs 4.3 , 4.6 ND ～ 20 無  

海
底
土 

表層土 
（放水口付近） 

 6 60Co ND  ND  無  

 6 134Cs ND  ND  無  

 6 137Cs ND ND ～  0.67 無  

表層土 

（取水口付近） 

 6 60Co ND  ND  無  

 6 134Cs ND  ND  無  

 6 137Cs ND ND ～  3.0 無  

（注 1）ND…検出下限値未満を示す。 

（注 2）試料数が 2 以上で測定結果が範囲を示していない試料は、測定結果がすべて同一値である。 

（注 3）昭和 61 年度に測定した環境試料の測定値については、旧ソ連原子力発電所事故（昭和 61 年 4 月 26 日 

発生）の影響を受けているものがあるため、平常の変動範囲は昭和 61 年度分を除いたものを記載している。 

（注 4）平成 23、24 年度に測定した環境試料の測定値については、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響を受けているものがあるため、平常の変動範囲は平成 23、24

年度分を除いたものを記載している。  
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  イ 放射化学分析による放射能測定 

①  放射性ストロンチウム分析 

    環境試料中の放射性ストロンチウム（90Sr）の測定結果は下表 a から d のとおりであり、

いずれも平常の変動範囲の上限値を超過したものはなかった。 

    なお、一部の試料から、主に過去の大気中の核実験の影響によるものと考えられる放射性

ストロンチウムが検出されたが、検出された放射性物質の量はいずれもごく微量であり、健

康へ影響を与えることはない。 

  a 農畜産物・植物                                                       （単位：Bq/kg 生） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

葉
菜 

ほうれん草  １ 90Sr 0.035   0.036 ～  1.3 無  

牛
乳 

牛乳  2 90Sr ND ND ～  0.21 無  

穀
物 

米  2 90Sr ND ND ～  0.15 無  

指
標
生
物 

松葉  2 90Sr 0.055 , 0.086 ND ～ 21 無  

そ
の
他 

かんしょ  1 90Sr 0.048   0.037 ～  0.85 無  

 

  b 海産生物                                                            （単位：Bq/kg 生） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

魚 

たい  1 90Sr ND ND ～  0.074 無  

かわはぎ  1 90Sr ND ND ～  0.26 無  

無
脊
椎
動
物 

なまこ  1 90Sr ND ND ～  0.15 無  

海
藻
類 

わかめ  1 90Sr ND  ND  無  

指
標
生
物 

ほんだわら類  3 90Sr ND ～ 0.052 ND ～  0.37 無  
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  c 水                                                                   （単位：mBq/L） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

陸
水 

水道水  6 90Sr ND ～ 2.2   0.25 ～  7.4 無  

河川水  2 90Sr 0.70 , 0.94   0.62 ～  7.4 無  

ダム水  1 90Sr 0.73 ND ～ 15 無  

海
水 

表層水 

（放水口付近） 
 4 90Sr 0.81 ～ 0.93 ND ～  7.4 無  

表層水 

（取水口付近） 
 4 90Sr 0.78 ～ 1.3 ND ～  7.4 無  

 

  d 土                                                                  （単位：Bq/kg 乾） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

土
壌 

表層土 13 90Sr ND ～ 1.9 ND ～ 35 無  

ダム底土  1 90Sr 0.32 ND ～  2.0 無  

海
底
土 

表層土 

（放水口付近） 
 4 90Sr ND ND ～  0.32 無  

表層土 

（取水口付近） 
 4 90Sr ND ND ～  0.18 無  

（注 1）ND…検出下限値未満を示す。 

（注 2）試料数が 2 以上で測定結果が範囲を示していない試料は、測定結果がすべて同一値である。 

（注 3）昭和 61 年度に測定した環境試料の測定値については、旧ソ連原子力発電所事故（昭和 61 年 4 月 26 日 

発生）の影響を受けているものがあるため、平常の変動範囲は昭和 61 年度分を除いたものを記載している。 

（注 4）平成 23、24 年度に測定した環境試料の測定値については、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震 

災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響を受けているものがあるため、平常の変動範囲は平成 23、24 

年度分を除いたものを記載している。 
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  ② トリチウム分析 

    海水・陸水中のトリチウム（3H）の測定結果は次表のとおりであり、平常の変動範囲の上

限値を超えたものがあったが、玄海原子力発電所からのトリチウムの放出との関連が考えら

れる。なお、検出された放射性物質の量はいずれもごく微量であり、健康へ影響を与えるこ

とはない。 

（単位：Bq/L） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

陸
水 

水道水  9 3H ND ～ 0.28 ND ～  2.3 無  

河川水  4 3H ND ～ 0.30 ND ～  2.3 無  

ダム水  2 3H ND ND ～  1.6 無  

海
水 

表層水 

（放水口付近） 
 6 3H ND ～ 0.72 ND ～  3.5 無  

表層水 

（取水口付近） 
 6 3H ND ～ 5.8 ND ～  3.1 有 

管理放出

による影響

と推定（注 3） 

（注1） ND…検出下限値未満を示す。 

（注2） 海水の放水口付近については、過去、発電所からのトリチウムの放出(管理された放出であり、法令等に定

める基準以下)の影響を受け、それ以外の測定値に比べ高い値(41Bq/L)となったものがあるため、平常の

変動範囲は当該値を除いたものを記載している。 

（注3） 第4四半期の海水の取水口付近表層水の採取は、2月15日12時ごろ実施しているが、当日の早朝に玄海

原子力発電所からトリチウムの放出(管理された放出であり、法令等に定める基準以下)が行われている。ま

た、平成2年に九州電力㈱が実施した発電所周辺海域におけるトリチウム拡散調査では、潮汐等の条件に

よっては、放出から8～10時間後に取水口が設置されている外津浦でトリチウム濃度が上昇する現象がみら

れている。これらのことから、第4四半期の測定結果は発電所からのトリチウム放出の影響を受けている可能

性が考えられる。 
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（（３３））大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射能能  

  ア 大気浮遊じんの連続測定 

    大気浮遊じんの連続測定結果については次表のとおりであり、平常の変動範囲内にあった。 

（単位：mBq/m3） 

試料名 試料数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

大気浮遊じん 

16 60Co ND  ND  無  

16 134Cs ND  ND  無  

16 137Cs ND ND ～  0.26 無  

（注）ND…検出下限値未満を示す。 

 

  イ 大気中の放射性ヨウ素濃度の測定 

    大気中の放射性ヨウ素（131I）濃度の測定結果については次表のとおりであり、平常の変動

範囲内にあった。 

（単位：Bq/m3） 

試料名 地点数 核種名 測定結果 平常の変動範囲 超過の有無 超えた要因 

大気中 

放射性ヨウ素 
19 131I ND  ND  無  

（注）ND…検出下限値未満を示す。 
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１ 空間放射線測定結果（詳細） 

（（１１））モモニニタタリリンンググポポスストト（（NNaaII((TTll))シシンンチチレレーーシショョンン式式検検出出器器））  

（単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(１時間値) 平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 最小値 平均値 最大値 (M-3σ) (M+3σ) 

県

設

置

局 

今村 

4 26 30 56 

18 42 

31 ( 4.31 ) 降雨 

5 27 30 62 24 ( 3.27 ) 降雨 

6 27 30 62 13 ( 1.81 ) 降雨等（注） 

7 25 29 50 10 ( 1.35 ) 降雨 

8 27 30 54 8 ( 1.08 ) 降雨 

9 28 29 41 0 ( 0.00 ) － 

10 27 30 54 9 ( 1.21 ) 降雨 

11 28 31 66 20 ( 2.78 ) 降雨 

12 27 29 48 5 ( 0.68 ) 降雨 

1 28 29 46 1 ( 0.13 ) 降雨 

2 27 30 75 12 ( 1.79 ) 降雨 

3 26 30 59 37 ( 4.97 ) 降雨 

期間 25 30 75 170 ( 1.94 )  

平尾 

4 32 35 61 

24 46 

30 ( 4.17 ) 降雨 

5 32 34 61 22 ( 3.00 ) 降雨 

6 32 34 64 11 ( 1.53 ) 降雨 

7 31 33 53 11 ( 1.48 ) 降雨 

8 32 35 57 9 ( 1.21 ) 降雨 

9 33 34 43 0 ( 0.00 ) － 

10 32 34 58 12 ( 1.62 ) 降雨 

11 32 35 76 17 ( 2.36 ) 降雨 

12 32 34 52 1 ( 0.14 ) 降雨 

1 33 34 45 0 ( 0.00 ) － 

2 32 34 79 12 ( 1.79 ) 降雨 

3 32 35 59 36 ( 4.84 ) 降雨 

期間 31 34 79 161 ( 1.84 )  

串 

4 30 33 56 

23 44 

28 ( 3.89 ) 降雨 

5 30 33 58 17 ( 2.32 ) 降雨 

6 30 33 62 8 ( 1.11 ) 降雨 

7 30 32 48 5 ( 0.67 ) 降雨 

8 31 34 53 6 ( 0.81 ) 降雨 

9 31 33 45 1 ( 0.14 ) 降雨 

10 31 33 56 9 ( 1.21 ) 降雨 

11 31 34 70 23 ( 3.19 ) 降雨 

12 31 33 53 5 ( 0.67 ) 降雨 

1 31 33 50 1 ( 0.13 ) 降雨 

2 31 33 71 12 ( 1.79 ) 降雨 

3 31 33 60 38 ( 5.11 ) 降雨 

期間 30 33 71 153 ( 1.75 )  

（注）6 月 18 日の降雨のない時間帯に、今村局のみで 1 時間値が平常の変動範囲の上限値を超えたものがあっ

たが、放射性医薬品被投与者が局舎の近傍に滞在したことによる上昇と推定され、玄海原子力発電所に起

因すると考えられる放射線の異常は認められなかった。 

 

 

  

Ⅱ－ 19



 

（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(１時間値) 平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 最小値 平均値 最大値 (M-3σ) (M+3σ) 

県

設

置

局 

先部 

4 29 32 57 

21 44 

32 ( 4.45 ) 降雨 

5 29 32 58 17 ( 2.32 ) 降雨 

6 29 32 65 12 ( 1.67 ) 降雨 

7 28 31 51 10 ( 1.35 ) 降雨 

8 30 33 55 6 ( 0.81 ) 降雨 

9 30 32 43 0 ( 0.00 ) － 

10 30 32 53 9 ( 1.21 ) 降雨 

11 30 33 70 21 ( 2.92 ) 降雨 

12 30 31 50 2 ( 0.27 ) 降雨 

1 30 32 44 0 ( 0.00 ) － 

2 30 32 78 12 ( 1.79 ) 降雨 

3 30 33 70 43 ( 5.78 ) 降雨 

期間 28 32 78 164 ( 1.88 )  

外津浦 

4 31 33 51 

24 41 

35 ( 4.87 ) 降雨 

5 31 33 56 24 ( 3.27 ) 降雨 

6 31 33 56 13 ( 1.81 ) 降雨 

7 30 32 46 10 ( 1.35 ) 降雨 

8 31 32 47 7 ( 0.94 ) 降雨 

9 31 32 41 0 ( 0.00 ) － 

10 31 33 50 9 ( 1.21 ) 降雨 

11 31 33 58 20 ( 2.78 ) 降雨 

12 31 32 45 3 ( 0.41 ) 降雨 

1 31 32 42 1 ( 0.13 ) 降雨 

2 31 32 61 12 ( 1.79 ) 降雨 

3 31 33 51 35 ( 4.70 ) 降雨 

期間 30 33 61 169 ( 1.93 )  

京泊先 

4 30 32 56 

23 42 

26 ( 3.62 ) 降雨 

5 30 32 56 23 ( 3.13 ) 降雨 

6 29 32 60 11 ( 1.53 ) 降雨 

7 29 31 48 10 ( 1.35 ) 降雨 

8 30 32 62 13 ( 1.75 ) 降雨 

9 30 32 41 0 ( 0.00 ) － 

10 29 32 54 13 ( 1.75 ) 降雨 

11 30 32 62 15 ( 2.08 ) 降雨 

12 29 32 47 1 ( 0.13 ) 降雨 

1 30 32 42 0 ( 0.00 ) － 

2 30 32 71 12 ( 1.79 ) 降雨 

3 30 33 54 34 ( 4.57 ) 降雨 

期間 29 32 71 158 ( 1.81 )  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(１時間値) 平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 最小値 平均値 最大値 (M-3σ) (M+3σ) 

九

電

設

置

局 

正門南 

4 23 25 45 

16 34 

31 ( 4.32 ) 降雨 

5 23 25 50 24 ( 3.23 ) 降雨 

6 23 25 50 12 ( 1.67 ) 降雨 

7 23 24 41 12 ( 1.62 ) 降雨 

8 23 25 41 8 ( 1.08 ) 降雨 

9 23 24 34 0 ( 0.00 ) － 

10 23 25 43 9 ( 1.21 ) 降雨 

11 24 26 50 20 ( 2.83 ) 降雨 

12 24 25 38 4 ( 0.54 ) 降雨 

1 24 25 36 2 ( 0.27 ) 降雨 

2 24 25 55 14 ( 2.10 ) 降雨 

3 23 26 45 35 ( 4.72 ) 降雨 

期間 23 25 55 171 ( 1.96 )  

岸壁 

4 21 23 40 

15 31 

29 ( 4.04 ) 降雨 

5 21 23 44 24 ( 3.23 ) 降雨 

6 21 23 44 12 ( 1.67 ) 降雨 

7 21 22 37 10 ( 1.35 ) 降雨 

8 21 22 31 0 ( 0.00 ) － 

9 21 22 30 0 ( 0.00 ) － 

10 21 23 38 9 ( 1.21 ) 降雨 

11 21 23 43 17 ( 2.41 ) 降雨 

12 21 22 34 3 ( 0.40 ) 降雨 

1 21 23 32 1 ( 0.13 ) 降雨 

2 21 23 50 13 ( 1.95 ) 降雨 

3 21 23 39 28 ( 3.81 ) 降雨 

期間 21 23 50 146 ( 1.67 )  

値賀崎 

4 21 22 39 

16 29 

32 ( 4.46 ) 降雨 

5 20 22 40 25 ( 3.36 ) 降雨 

6 20 22 42 13 ( 1.81 ) 降雨 

7 20 21 35 12 ( 1.62 ) 降雨 

8 21 22 29 0 ( 0.00 ) － 

9 20 22 28 0 ( 0.00 ) － 

10 20 22 35 5 ( 0.67 ) 降雨 

11 21 23 41 17 ( 2.39 ) 降雨 

12 21 22 30 4 ( 0.54 ) 降雨 

1 21 22 30 2 ( 0.27 ) 降雨 

2 20 22 46 13 ( 1.95 ) 降雨 

3 21 22 35 23 ( 3.10 ) 降雨 

期間 20 22 46 146 ( 1.68 )  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(１時間値) 平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 最小値 平均値 最大値 (M-3σ) (M+3σ) 

九

電

設

置

局 

ダム南 

4 22 24 44 

15 33 

33 ( 4.60 ) 降雨 

5 22 24 49 25 ( 3.36 ) 降雨 

6 22 24 49 13 ( 1.81 ) 降雨 

7 22 23 40 14 ( 1.89 ) 降雨 

8 22 24 35 5 ( 0.67 ) 降雨 

9 22 24 33 0 ( 0.00 ) － 

10 22 24 41 10 ( 1.35 ) 降雨 

11 22 25 53 21 ( 2.97 ) 降雨 

12 23 24 37 4 ( 0.54 ) 降雨 

1 23 24 36 2 ( 0.27 ) 降雨 

2 23 24 52 13 ( 1.95 ) 降雨 

3 22 25 43 31 ( 4.18 ) 降雨 

期間 22 24 53 171 ( 1.96 )  

   

Ⅱ－ 22



（（２２））モモニニタタリリンンググポポスストト（（電電離離箱箱式式検検出出器器））  

（単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

今村 

4 57 60 83 

134 

0  

5 57 63 93 0  

6 63 65 96 0  

7 61 64 82 0  

8 62 65 87 0  

9 62 64 75 0  

10 61 64 86 0  

11 62 64 98 0  

12 62 64 80 0  

1 62 64 79 0  

2 62 64 106 0  

3 62 65 91 0  

期間 57 64 106 0  

平尾 

4 65 68 94 

134 

0  

5 65 68 93 0  

6 66 68 96 0  

7 65 67 85 0  

8 65 68 90 0  

9 66 67 76 0  

10 65 67 89 0  

11 65 68 106 0  

12 65 67 84 0  

1 65 67 78 0  

2 66 68 110 0  

3 65 68 92 0  

期間 65 68 110 0  

串（注１） 

4 63 68 89 

137 

0  

5 61 67 89 0  

6 61 66 92 0  

7 57 65 77 0  

8 － － － －  

9 － － － －  

10 － － － －  

11 － － － －  

12 － － － －  

1 － － － －  

2 － － － －  

3 － － － －  

期間 57 67 92 0  

（注1）串局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月3日

からの測定値を評価から除外。 
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

先部 

4 67 70 93 

135 

0  

5 66 69 93 0  

6 66 69 100 0  

7 66 69 85 0  

8 67 70 91 0  

9 67 69 79 0  

10 66 68 88 0  

11 66 69 102 0  

12 66 68 85 0  

1 67 69 80 0  

2 66 69 110 0  

3 66 70 104 0  

期間 66 69   110 0  

外津浦 

4 64 67 83 

114 

0  

5 64 66 87 0  

6 64 67 88 0  

7 63 66 79 0  

8 63 66 79 0  

9 63 65 74 0  

10 63 65 81 0  

11 64 66 89 0  

12 64 65 76 0  

1 64 66 75 0  

2 64 66 92 0  

3 64 66 83 0  

期間 63 66 92 0  

京泊先 

4 65 68 90 

126 

0  

5 65 67 89 0  

6 65 68 94 0  

7 65 67 81 0  

8 66 68 94 0  

9 65 67 76 0  

10 64 67 88 0  

11 65 67 95 0  

12 65 67 81 0  

1 65 68 77 0  

2 66 68 103 0  

3 66 69 88 0  

期間 64 68 103 0  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

屋形石（注２） 

4 59 61 84 

118 

0  

5 57 60 79 0  

6 57 60 83 0  

7 54 58 71 0  

8 － － － －  

9 60 64 72 0  

10 62 64 84 0  

11 62 65 107 0  

12 63 64 77 0  

1 63 65 73 0  

2 63 65 89 0  

3 63 66 82 0  

期間 54 63 107 0  

大良 

4 74 77 101 

136 

0  

5 73 77 97 0  

6 74 78 104 0  

7 74 77 95 0  

8 75 78 95 0  

9 74 77 84 0  

10 73 77 92 0  

11 74 77 109 0  

12 74 76 94 0  

1 74 76 90 0  

2 74 77 115 0  

3 74 77 98 0  

期間 73 77 115 0  

諸浦 

4 64 66 87 

133 

0  

5 63 66 87 0  

6 64 66 89 0  

7 62 65 80 0  

8 63 66 89 0  

9 62 65 73 0  

10 63 66 88 0  

11 63 66 109 0  

12 64 65 82 0  

1 64 66 77 0  

2 64 66 102 0  

3 64 67 86 0  

期間 62 66 109 0  

（注2）屋形石局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月

26日から可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施し、令和  

6年9月10日から予備の電離箱検出器により測定を再開した。 

なお、令和6年7月17日から予備の検出器による測定再開までの期間の測定値を評価から除外している。 
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

入野（注３） 

4 61 63 89 

139 

0  

5 60 63 89 0  

6 61 63 87 0  

7 60 62 81 0  

8 61 63 64 0  

9 － － － －  

10 － － － －  

11 61 64 95 0  

12 61 62 77 0  

1 61 63 76 0  

2 60 63 100 0  

3 60 63 89 0  

期間 60 63 100 0  

寺浦 

4 62 66 87 

131 

0  

5 62 65 85 0  

6 63 66 90 0  

7 60 65 83 0  

8 63 67 90 0  

9 64 66 72 0  

10 64 66 81 0  

11 62 66 101 0  

12 65 66 85 0  

1 65 67 82 0  

2 65 67 106 0  

3 65 68 84 0  

期間 60 66 106 0  

名護屋 

4 66 69 98 

149 

0  

5 65 68 96 0  

6 66 69 101 0  

7 65 68 88 0  

8 67 69 88 0  

9 66 68 79 0  

10 65 68 91 0  

11 65 69 104 0  

12 66 68 87 0  

1 66 69 82 0  

2 66 69 109 0  

3 66 69 110 0  

期間 65 69 110 0  

（注3）入野局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年8月  

9日から令和6年11月20日まで、可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代

替測定を実施した。 
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

石室 

4 61 63 87 

132 

0  

5 60 63 79 0  

6 60 63 85 0  

7 60 62 75 0  

8 62 64 81 0  

9 62 63 69 0  

10 61 63 80 0  

11 60 63 96 0  

12 61 63 78 0  

1 61 63 72 0  

2 61 63 105 0  

3 61 64 91 0  

期間 60 63 105 0  

加倉 

4 61 64 93 

137 

0  

5 61 63 91 0  

6 62 65 99 0  

7 61 64 89 0  

8 61 64 84 0  

9 61 64 74 0  

10 61 64 82 0  

11 61 64 114 0  

12 61 63 84 0  

1 62 64 77 0  

2 62 64 114 0  

3 62 65 100 0  

期間 61 64 114 0  

呼子 

4 68 71 93 

123 

0  

5 68 71 90 0  

6 70 73 97 0  

7 70 73 86 0  

8 71 75 87 0  

9 72 74 81 0  

10 69 72 90 0  

11 70 73 101 0  

12 72 74 90 0  

1 71 73 81 0  

2 71 73 102 0  

3 70 74 94 0  

期間 68 73 102 0  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

馬渡島 

4 67 70 96 

128 

0  

5 67 69 100 0  

6 67 70 104 0  

7 63 67 88 0  

8 62 66 79 0  

9 60 65 72 0  

10 64 67 86 0  

11 65 68 92 0  

12 66 68 88 0  

1 67 68 77 0  

2 67 69 106 0  

3 66 69 89 0  

期間 60 68 106 0  

加唐島 

4 71 74 93 

135 

0  

5 71 74 93 0  

6 71 74 98 0  

7 70 72 87 0  

8 70 72 83 0  

9 69 71 79 0  

10 69 71 87 0  

11 69 72 95 0  

12 70 72 82 0  

1 70 72 87 0  

2 72 73 101 0  

3 71 73 92 0  

期間 69 73 101 0  

向島 

4 65 67 88 

124 

0  

5 64 66 89 0  

6 64 67 94 0  

7 63 66 81 0  

8 64 67 81 0  

9 64 66 73 0  

10 63 65 83 0  

11 63 66 100 0  

12 63 65 81 0  

1 64 66 76 0  

2 64 67 117 0  

3 65 68 100 0  

期間 63 66 117 0  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

小川島 

4 68 71 97 

157 

0  

5 68 71 95 0  

6 68 71 101 0  

7 65 69 87 0  

8 64 70 85 0  

9 60 68 78 0  

10 66 69 90 0  

11 66 70 104 0  

12 68 69 93 0  

1 68 70 88 0  

2 68 70 109 0  

3 68 71 100 0  

期間 60 70 109 0  

二タ子 

4 72 75 96 

131 

0  

5 72 74 96 0  

6 72 75 99 0  

7 71 74 95 0  

8 72 75 87 0  

9 72 74 81 0  

10 71 74 95 0  

11 70 74 104 0  

12 71 74 93 0  

1 71 74 91 0  

2 71 73 105 0  

3 71 74 98 0  

期間 70 74 105 0  

山本 

4 77 80 110 

152 

0  

5 77 80 107 0  

6 77 80 107 0  

7 76 79 112 0  

8 77 81 91 0  

9 77 80 86 0  

10 76 79 98 0  

11 76 80 111 0  

12 77 79 102 0  

1 76 79 98 0  

2 77 79 116 0  

3 76 80 102 0  

期間 76 80 116 0  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

波多津（注 4） 

4 73 77 110 

131 

0  

5 73 76 98 0  

6 70 76 100 0  

7 68 75 94 0  

8 － － － －  

9 － － － －  

10 － － － －  

11 － － － －  

12 － － － －  

1 － － － －  

2 － － － －  

3 73 76 90 0  

期間 68 76 110 0  

田野（注 5） 

4 73 76 107 

147 

0  

5 72 75 102 0  

6 73 76 105 0  

7 72 75 105 0  

8 72 75 97 0  

9 72 74 84 0  

10 72 75 93 0  

11 73 75 115 0  

12 73 75 99 0  

1 73 76 91 0  

2 － － － －  

3 76 81 107 0  

期間 72 75 115 0  

相知（注 6） 

4 70 74 101 

139 

0  

5 68 73 108 0  

6 63 72 102 0  

7 64 72 89 0  

8 － － － －  

9 － － － －  

10 － － － －  

11 － － － －  

12 － － － －  

1 － － － －  

2 － － － －  

3 － － － －  

期間 63 73 108 0  

（注4）波多津局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月

26日から可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施。令和7年

3月19日から予備の電離箱検出器により測定を再開した。 

なお、令和6年7月4日から予備の検出器による測定再開までの期間の測定値を評価から除外している。 

（注5）田野局は、令和7年1月30日まで旧局舎で測定を実施し、令和7年2月1日から令和7年2月28日の期間は

局舎移設のため、可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施

し、令和7年3月1日から新局舎で測定を開始した。 

（注6）相知局について、測定機器の異常と推定される空間放射線量率の変動がみられたため、令和6年7月 

26日から可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定を実施。 

なお、令和6年7月3日からの測定値を評価から除外している。  
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（続き）                                    （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

過去の最大値 
平常の変動範囲を 

超えたデータ数 
超えた要因 

最小値 平均値 最大値 

松浦 

4 61 67 94 

149 

0  

5 61 68 102 0  

6 62 68 95 0  

7 62 69 101 0  

8 66 72 90 0  

9 65 70 82 0  

10 63 69 97 0  

11 63 69 108 0  

12 64 67 96 0  

1 62 67 90 0  

2 62 66 118 0  

3 58 65 88 0  

期間 58 68 118 0  

立花 

4 73 77 99 

135 

0  

5 73 77 106 0  

6 73 78 106 0  

7 73 76 107 0  

8 74 78 98 0  

9 74 77 91 0  

10 74 76 100 0  

11 73 77 118 0  

12 74 77 98 0  

1 74 77 100 0  

2 74 77 109 0  

3 74 78 107 0  

期間 73 77 118 0  
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【参考：可搬型モニタリングポスト（NaI(Tl)シンチレーション式検出器）による代替測定結果】 

                          （単位：nGy/h） 

局名 月 
線量率(1 時間値) 

備考 
最小値 平均値 最大値 

屋形石 

7 36 36 36 7/26 から 

8 36 37 38  

9 37 37 39 9/10 まで 

入野 

8 29 31 45 8/9 から 

9 29 31 40  

10 28 31 45  

11 29 31 48 11/20 まで 

波多津 

7 34 36 38 7/26 から 

8 33 37 52  

9 34 35 44  

10 33 37 62  

11 35 39 67  

12 35 38 63  

1 35 38 56  

2 35 38 71  

3 36 39 56 3/19 まで 

田野 2 33 35 75 2/1 から 2/28 まで 

相知 

7 30 32 33 7/26 から 

8 27 32 41  

9 26 28 37  

10 25 29 45  

11 27 30 58  

12 26 28 46  

1 26 28 43  

2 25 27 53  

3 25 27 48  
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（（３３））放放水水口口モモニニタタ 

（単位：cpm） 

局名 月 
線量率(１時間値) 平常の変動範囲 平常の変動範囲を 

超えたﾃﾞｰﾀ数（％） 

超えた 

要因 最小値 平均値 最大値 (M-3σ) (M+3σ) 

九

電

設

置

局 

1、2 号放水口 

4 441 458 526 

412 514 

1 ( 0.14 ) 降雨 

5 443 458 507 0 ( 0.00 ) － 

6 444 458 529 1 ( 0.14 ) 降雨 

7 440 453 544 2 ( 0.27 ) 降雨 

8 443 457 673 8 ( 1.08 ) 降雨 

9 442 456 535 2 ( 0.28 ) 降雨 

10 436 454 571 6 ( 0.86 ) 降雨 

11 434 454 774 21 ( 2.92 ) 降雨 

12 436 453 777 13 ( 1.75 ) 降雨 

1 434 452 838 6 ( 0.81 ) 降雨 

2 434 453 579 7 ( 1.05 ) 降雨 

3 438 456 725 23 ( 3.10 ) 降雨 

期間 434 455 838 90 ( 1.03 )  

3 号放水口 

（ 旧 検 出 器 ） 

4 344 353 376 

339 367 

4 ( 0.56 ) 降雨 

5 341 351 363 0 ( 0.00 ) － 

6 341 350 360 0 ( 0.00 ) － 

7 339 348 358 0 ( 0.00 ) － 

8 341 349 369 1 ( 0.14 ) 降雨 

9 340 348 360 0 ( 0.00 ) － 

10 344 352 362 0 ( 0.00 ) － 

11 345 354 366 0 ( 0.00 ) － 

12 341 356 373 3 ( 0.42 ) 降雨 

1 341 351 362 0 ( 0.00 ) － 

2 344 357 385 4 ( 1.20 ) 降雨 

期間 339 352 385 12 ( 0.16 )  

3 号放水口 

（ 新 検 出 器 ） 
（注 2） 

2 354 360 369 

351 375 

0 ( 0.00 ) － 

3 354 364 386 8 ( 1.09 ) 降雨 

期間 354 363 386 8 ( 0.75 )  

4 号放水口 

（ 旧 検 出 器 ） 

4 343 352 362 

336 365 

0 ( 0.00 ) － 

5 338 349 360 0 ( 0.00 ) － 

6 341 349 363 0 ( 0.00 ) － 

7 338 347 359 0 ( 0.00 ) － 

8 339 349 369 3 ( 0.43 ) 降雨 

9 336 346 358 0 ( 0.00 ) － 

10 341 353 369 3 ( 0.41 ) 降雨 

11 345 354 380 24 ( 3.36 ) 降雨 

12 341 355 375 5 ( 0.70 ) 降雨 

1 341 352 365 0 ( 0.00 ) － 

2 343 356 393 18 ( 2.97 ) 降雨 

3 344 350 371 1 ( 1.72 ) 降雨 

期間 336 351 393 54 ( 0.69 )  

4 号放水口 

（ 新 検 出 器 ） 
（注 3） 

3 369 381 396 367 394 1 ( 0.17 ) 降雨 

（注1） 「1、2号放水口モニタ」は「3号及び4号放水口モニタ」より計数率の変動が大きい。これは、3号機及び4号機

は水深約10～13m から海水の取水を行っているのに対し、1号機及び2号機が海面～水深約9m から取水を

行っていること、また、「3号及び4号放水口モニタ」は放水管から放水を取り出し、建屋内で測定しているのに

対し、「1、2号放水口モニタ」は屋外の放水口（海中）で測定していることから、降雨などによる環境放射線の

変動の影響を受けやすいためと考えられる。 
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（注2）3号放水口モニタは令和7年2月21日に検出器を更新したため、更新後の平常の変動範囲は令和7年2月 

21日～令和7年3月31日の期間から算出している。 

（注3）4号放水口モニタは令和7年3月7日に検出器を更新したため、更新後の平常の変動範囲は令和7年3月7日

～令和7年3月31日の期間から算出している。 
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２ 環境試料中の放射能（詳細） 

（（１１））農農畜畜産産物物・・植植物物、、海海産産生生物物  

試料名 採取場所 採取年月日 単位 測定者 60Co 131I 134Cs 137Cs 90Sr 
参考核種 

40K その他 ※１ 

農
畜
産
物
・ 

植
物 

たまねぎ 
（外皮を除く） 

値賀 R6. 5.31 

Bq/kg 生 

県 ND － ND ND － 48 ND 

納所 R6. 5.31 県 ND － ND ND － 40 ND 

きゃべつ 
（根を除く） 

轟木 R6.12.11 県 ND ND ND ND － 82 ND 

ほうれん草 
（根を除く） 

今村 

R6. 4.30 九電 ND ND ND ND －  140 ND 

R6.12.17 九電 ND ND ND ND － 240 ND 

R7. 1.28 九電 ND ND ND ND 0.035 210 ND 

牛乳 
（原乳） 

栄 

R6. 5.31 

Bq/L 

県 ND ND ND ND － 49 ND 

R6. 9.24 県 ND ND ND ND ND 46 ND 

R7. 3.11 県 ND ND ND ND － 49 ND 

田野 

R6. 5.31 県 ND ND ND ND － 48 ND 

R6. 9.24 県 ND ND ND ND － 49 ND 

R7. 3.11 県 ND ND ND ND － 47 ND 

浜野浦 

R6. 5.14 九電 ND ND ND ND － 53 ND 

R6. 8. 7 九電 ND ND ND ND － 51 ND 

R6.10. 2 九電 ND ND ND ND ND 52 ND 

R7. 2.14 九電 ND ND ND ND － 55 ND 

米 
(精米、玄米)※２ 

平尾 R6. 9.10 

Bq/kg 生 

県 ND ND ND ND － 26 ND 

諸浦 R6. 9. 1 県 ND － ND ND ND 26 ND 

普恩寺 R6.10. 1 九電 ND ND ND ND ND 79 ND 

下宮 R6.10. 8 九電 ND － ND ND － 87 ND 

松葉 
（葉のみ） 

名護屋 
R6. 6.18 県 ND ND ND 0.051 － 74 ND 

R6.12. 6 県 ND ND ND 0.034 － 75 ND 

納所 
R6. 9. 2 県 ND ND ND ND － 64 ND 

R7. 2.19 県 ND ND ND ND 0.055 74 ND 

敷地内 

R6. 5. 7 九電 ND ND ND ND 0.086 68 ND 

R6. 8.20 九電 ND ND ND 0.014 － 67 ND 

R6.11. 6 九電 ND ND ND 0.017 － 84 ND 

R7. 3.10 九電 ND ND ND ND － 69 ND 

ばれいしょ 
（表皮を含む） 

平尾 R6. 6.18 県 ND － ND ND －  130 ND 

納所 R6. 6.18 県 ND － ND ND －  140 ND 

みかん 
（外皮を除く） 

平尾 R6.11.26 県 ND － ND ND － 43 ND 

串 R6.12.11 県 ND － ND ND － 43 ND 

かんしょ 
（全体） 

普恩寺 R6.10. 1 九電 ND － ND ND 0.048 150 ND 

今村 R6.10.23 九電 ND － ND ND － 130 ND 

  ※１ その他の参考核種として、54Mn、59Fe、65Zn、95Zr 及び 144Ce を測定。 

  ※２ 米は、県は精米、九州電力は玄米を試料として測定を実施している。 
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 （続き） 

試料名 採取場所 採取年月日 単位 測定者 60Co 131I 134Cs 137Cs 90Sr 
参考核種 

40K その他 ※ 

海
産
生
物 

たい 
（全身） 

発電所から 
10km 圏内 

の海域 

R6. 5.24 

Bq/kg 生 

九電 ND － ND 0.057 －  110 ND 

R6. 7.30 県 ND － ND 0.063 － 110 ND 

R6.11. 1 県 ND － ND ND － 120 ND 

R6.10.21 九電 ND － ND 0.079 ND 120 ND 

かわはぎ 
（全身） 

R6. 8.18 県 ND － ND ND ND 88 ND 

R6.10.15 県 ND － ND ND － 90 ND 

えそ類 
（全身） 

R6. 7.30 県 ND － ND 0.12 － 120 ND 

R6.10.24 県 ND － ND 0.16 － 110 ND 

いか 
（全身） 

R6. 6. 4 九電 ND － ND ND －  120 ND 

R6. 7.16 九電 ND － ND ND － 110 ND 

さざえ 
（身） 

八田浦周辺 R6.10.16 九電 ND － ND ND － 57 ND 

なまこ 
（全身） 

仮屋湾周辺 R7. 3.19 県 ND － ND ND ND 19 ND 

わかめ 
（全藻） 

八田浦周辺 

R6. 5.14 九電 ND ND ND ND ND 320 ND 

ほんだわら類 
（付着器を除く） 

R6. 4.17 九電 ND ND ND ND ND 240 ND 

R6. 7.12 県 ND ND ND ND 0.042 340 ND 

R6.10.28 九電 ND ND ND ND － 330 ND 

R7. 1.23 県 ND ND ND ND 0.052 340 ND 

む ら さ き い ん こ が い 
（身） 

R6. 7.22 県 ND － ND ND － 38 ND 

  ※ その他の参考核種として、54Mn、59Fe、65Zn、95Zr 及び 144Ce を測定。 
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（（２２））陸陸水水、、海海水水  

試料名 採取場所 採取年月日 単位 測定者 60Co 131I 134Cs 137Cs 90Sr 3H 
参考核種 

40K その他 ※ 

陸
水 

水道水 

値賀出張所 

R6. 5.21 

ｍBq/L 

3H は
Bq/L 

県 ND ND ND ND 0.92 ND 51 ND 

R6. 9. 2 県 ND ND ND ND － 0.28 50 ND 

R6.10.28 県 ND ND ND ND － ND 45 ND 

R7. 1.27 県 ND ND ND ND － ND 38 ND 

楠浄水場 R6. 5. 7 県 ND ND ND ND 1.1 ND 17 ND 

木場浄水場 R6. 7.30 県 ND ND ND ND 0.31 ND 41 ND 

波瀬簡易水道 R6.12.12 県 ND ND ND ND 0.67 0.26 48 ND 

東分簡易水道 R6.12.12 県 ND ND ND ND ND 0.28 19 ND 

加唐島浄水場 R7. 1.27 県 ND ND ND ND 2.2 ND 110 ND 

河川水 志礼川 

R6. 6. 3 県 ND ND ND ND 0.94 0.30 98 ND 

R6. 5.15 九電 ND ND ND ND － － 77 ND 

R6. 7.18 九電 ND ND ND ND － ND 60 ND 

R6.10.28 県 ND ND ND ND － ND 78 ND 

R6.11.12 九電 ND ND ND ND － － 77 ND 

R7. 1. 8 九電 ND ND ND ND 0.70 ND 63 ND 

ダム水 敷地内 
R6. 7. 4 九電 ND ND ND ND － ND 79 ND 

R7. 1. 7 九電 ND ND ND ND 0.73 ND 92 ND 

海
水 

表層水 

（放水口付近） 

1、2 号 
放水口付近 

R6. 4. 8 

ｍBq/L 

3H は
Bq/L 

九電 ND ND ND 2.0 0.81 ND － ND 

R6. 8.26 県 ND ND ND 1.5 0.93 0.72 － ND 

R6. 7.16 九電 ND ND ND 1.5 － － － ND 

R6.10.21 九電 ND ND ND 2.2 － ND － ND 

R7. 1.22 九電 ND ND ND 2.1 － － － ND 

3、4 号 
放水口付近 

R6. 4. 8 九電 ND ND ND 1.9 － ND － ND 

R6. 8.26 県 ND ND ND 1.9 0.86 0.54 － ND 

R6. 7.16 九電 ND ND ND 2.0 － － － ND 

R6.10.21 九電 ND ND ND 1.9 0.88 ND － ND 

R7. 1.22 九電 ND ND ND 1.5 － － － ND 

表層水 

（取水口付近） 

1、2 号 
取水口付近 

R6. 4. 8 九電 ND ND ND 1.8 0.78 ND － ND 

R6. 7. 8 九電 ND ND ND 1.5 － － － ND 

R6.10.21 九電 ND ND ND 1.7 － ND － ND 

R7. 2.15 県 ND ND ND ND 1.3 3.2 － ND 

R7. 2.25 九電 ND ND ND 2.0 － － － ND 

3、4 号 
取水口付近 

R6. 4. 8 九電 ND ND ND 2.2 ― ND － ND 

R6. 7. 8 九電 ND ND ND 1.9 － － － ND 

R6.10.21 九電 ND ND ND 1.9 0.90 ND － ND 

R7. 2.15 県 ND ND ND ND 0.94 5.8 － ND 

R7. 2.25 九電 ND ND ND 1.8 － － － ND 

  ※ その他の参考核種として、54Mn、59Fe、65Zn、95Zr 及び 144Ce を測定。  
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（（３３））土土壌壌、、海海底底土土  

試料名 採取場所 採取年月日 単位 測定者 60Co 134Cs 137Cs 90Sr 
参考核種 

40K その他※ 

土
壌 

表層土 

串 R6. 5.21 

Bq/kｇ乾 

県 ND ND 0.59 － 510 ND 

九電値賀寮 R6. 5.21 県 ND ND ND ND 700 ND 

岸壁側 R6. 4. 2 九電 ND ND 6.1 － 170 ND 

正門南 R6. 4. 2 九電 ND ND 9.3 0.88 190 ND 

九電今村寮 R6. 4. 2 九電 ND ND 7.2 1.9  160 ND 

馬渡島局 R6. 8.20 県 ND ND 5.9 1.3 310 ND 

加唐島局 R6. 8.21 県 ND ND 0.44 ND 550 ND 

向島局 R6. 8. 8 県 ND ND ND ND 760 ND 

小川島局 R6. 8.21 県 ND ND ND 0.16 710 ND 

スポーツランド 

馬渡 
R6. 8.20 県 ND ND ND ND 780 ND 

屋形石局 R6.11. 8 県 ND ND 1.1 0.83 260 ND 

加倉局 R6.11. 8 県 ND ND ND 0.66 400 ND 

呼子局 R6.11. 8 県 ND ND 1.2 0.21 290 ND 

松島 R6.11. 8 県 ND ND 1.0 0.43 1200 ND 

旧神集島 
小学校 

R6.11.11 県 ND ND ND ND 880 ND 

岸壁側 R6.11.19 九電 ND ND 5.9 － 160 ND 

正門南 R6.11.19 九電 ND ND 10 － 190 ND 

ダム底土 敷地内 
R6. 4. 2 九電 ND ND 4.3 0.32 330 ND 

R6.11.19 九電 ND ND 4.6 － 320 ND 

海
底
土 

表層土 
（放水口付近） 

1、2 号 
放水口付近 

R6. 8.26 

Bq/kｇ乾 

県 ND ND ND ND 120 ND 

R6. 7.16 九電 ND ND ND ND 180 ND 

R7. 1.22 九電 ND ND ND － 88 ND 

3、4 号 
放水口付近 

R6. 8.26 県 ND ND ND ND 94 ND 

R6. 7.16 九電 ND ND ND ND 150 ND 

R7. 1.22 九電 ND ND ND － 130 ND 

表層土 
（取水口付近） 

1、2 号 
取水口付近 

R6. 7. 8 九電 ND ND ND ND 150 ND 

R7. 2.15 県 ND ND ND ND 160 ND 

R7. 2.25 九電 ND ND ND － 140 ND 

3、4 号 
取水口付近 

R6. 7. 8 九電 ND ND ND ND 110 ND 

R7. 2.15 県 ND ND ND ND 140 ND 

R7. 2.25 九電 ND ND ND － 130 ND 

  ※ その他の参考核種として、54Mn、59Fe、65Zn、95Zr 及び 144Ce を測定。 
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３ 大気浮遊じん中の放射能（詳細） 

（（１１））大大気気浮浮遊遊じじんん（（連連続続測測定定）） 

試料名 採取場所 採取年月日 単位 測定者 60Co 134Cs 137Cs 
参考核種 

40K その他※ 

大気浮遊じん 

今村局 

R6. 4. 1～ 
 R6. 4.30 

mBq/m3 

県 ND ND ND 0.46 ND 

R6. 5. 1～ 
 R6. 5.31 

県 ND ND ND 0.45 ND 

R6. 6. 1～ 
 R6. 6.30 

県 ND ND ND 0.41 ND 

R6. 7. 1～ 
R6. 7.31 

県 ND ND ND 0.46 ND 

R6. 8. 1～ 
R6. 8.31 

県 ND ND ND 0.37 ND 

R6. 9. 1～ 
R6. 9.30 

県 ND ND ND 0.37 ND 

R6.10. 1～ 
R6.10.31 

県 ND ND ND 0.45 ND 

R6.11. 1～ 
R6.11.30 

県 ND ND ND 0.38 ND 

R6.12. 1～ 
R6.12.31 

県 ND ND ND 0.44 ND 

R7. 1.1 
～R7. 1.31 

県 ND ND ND 0.42 ND 

R7. 2. 1 
～R7. 2.28 

県 ND ND ND 0.44 ND 

R7. 3. 1 
～R7. 3.31 

県 ND ND ND 0.49 ND 

正門南局 

R6. 3.29～ 
 R6. 6.27 

九電 ND ND ND 0.46 ND 

R6. 6.27～R6. 
9.30 

九電 ND ND ND 0.46 ND 

R6. 9.30～ 
R6.12.27 

九電 ND ND ND 0.45 ND 

R6.12.27 
～R7. 3.31 

九電 ND ND ND 0.48 ND 

  ※ その他の参考核種として、54Mn、59Fe、65Zn、95Zr 及び 144Ce を測定。 
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（（２２））大大気気中中のの放放射射性性ヨヨウウ素素濃濃度度 

測定地点 
発電所からの 測定 

年月日 
測定者 単位 測定結果 調査機関 

方位 距離(km) 

先部局 NE 3.3 R6. 6.13 県 

Bq/m3 

ND 

環境センター 

波多津局 SSE 16.0 R6. 6.13 県 ND 

今村局 ESE 0.8 R6. 7.31 県 ND 

二タ子局 ESE 13.1 R6. 9.17 県 ND 

松浦局 SSE 28.0 R6.10. 1 県 ND 

相知局 SE 24.0 R6.12.20 県 ND 

立花局 S 28.0 R6.12.20 県 ND 

小川島局 NNE 10.9 R7. 2.20 県 ND 

大良局 SE 8.7 R7. 2.25 県 ND 
試料採取：唐津保健福祉事務所 

測定：環境センター 

発電所口 SE 0.7 R6.12. 5 九電 ND 

九州電力株式会社 

串崎 NNE 0.9 R6.12. 5 九電 ND 

外津 ESE 1.0 R6.12. 5 九電 ND 

普恩寺 SSE 1.2 R6.12. 5 九電 ND 

串公民館 ENE 1.4 R6.12. 5 九電 ND 

今村交差点 SE 2.1 R6.12. 5 九電 ND 

串浦 E 2.1 R6.12. 5 九電 ND 

値賀取水場 ESE 2.2 R6.12. 5 九電 ND 

名護屋南 ENE 2.3 R6.12. 5 九電 ND 

値賀出張所 SSE 2.4 R6.12. 5 九電 ND 
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４ 令和６年度 クロスチェック結果（測定実施機関の Enスコアによる比較） 

  佐賀県環境センターと九州電力玄海原子力発電所において、同一試料の測定結果に基づくEnス

コアの算定による測定実施機関間比較（クロスチェック）を行っており、令和６年度における結果

のうち、測定値が両機関とも「ND（検出下限値未満）」となった測定項目を除いた比較結果は下

表のとおりであった。 

  全ての試料でEnスコアの絶対値は１以下であり、両測定実施機関において測定結果に大きな差

がないことを確認した。 

今後ともEnスコアの絶対値が１を超えた際には、要因の確認など技術的な検討を行うこととし

ている。 

 

表 令和６年度 クロスチェック結果（En スコアによる比較） 

試料名 採取場所 採取年月日 測定部位 
各核種測定における En スコアの絶対値 

60Co 131I 134Cs 137Cs 90Sr 3H 40K 

ほんだわら類 八田浦 R6. 4.17 付着器を除く － － － － 0.84  0.50 

土壌 正門南 R6. 4. 2 表層土 －  － 0.47 0.07  0.32 

海底土 ３、４号放水口 R6. 7.16 表層土 －  － － －  0.35 

牛乳 浜野浦 R6.10. 2 原乳 － － － － －  0.28 

海水 ３、４号放水口 R6.10.21 表層水 － － － 0.07 0.53 －  

ほうれん草 今村 R7. 1.28 根を除く － － － － 0.91  0.10 

－：測定値が両機関とも ND のため判定せず 

／：調査対象外 

  

＜判定基準＞ 

   En スコアの絶対値が１より大きくなった場合は、分析・測定結果について技術的な検討を行う。 

 

【En スコアについて】 

 分析機関における分析・測定結果を比較し、技術的検討を行うために使用する統計量 

※ JIS マニュアル「試験所間比較による技能試験に使用する統計的方法 JIS Z8405:2021」を参照 

En スコア ＝ 
X県 −  X九電ටU

県

２
 +  U

九電

２
 

X 県：県の分析・測定結果 

X 九電：九電の分析・測定結果 

U 県：県の分析・測定結果に伴う拡張不確かさ 

U 九電：九電の分析・測定結果に伴う拡張不確かさ 
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６ 測定方法及び測定機器 

調査機関 

調査項目 
測定法 

測定器 

佐賀県 九州電力 

空 

間 

放 

射 

線 

空間放射線量率

（モニタリング

ポスト） 

 

放水口計数率 

（放水口モニタ） 

固定型モニタリングポ

スト（県・九電）、放

水口モニタ（九電）に

よる連続測定（テレメ

ータシステム） 

 

「連続モニタによる 

環境γ線測定法」（平

成 29 年改訂 原子力規

制庁）に準ずる。 

NaI(Tl)シンチレーション式検出器 

3"φ×3"円柱型 

(温度補償・ｴﾈﾙｷﾞｰ補償回路付) 

日立アロカメディカル 

(多重波高分析器付) 

MSR-R69-22234 

電離箱式検出器 

14L 球形加圧型（N2＋Ar ガス） 

日立アロカメディカル 

MSR-R69-21090R1 

MSR-R69-22205 

NaI(Tl)シンチレーション式検出器 

2"φ×2"円柱型 

（温度補償・ｴﾈﾙｷﾞｰ補償回路付） 

富士電機 

NDS3AAA2-BYYYY-S 

NaI(Tl)シンチレーション式検出器 

3"φ×3"円柱型 

富士電機 

N16E-116 

NaI(Tl)シンチレーション式検出器 

3"φ×3"円柱型 

（温度補償回路付） 

日立製作所 

ADP-1132 

空間放射線量率

（走行サーベイ

車、モニタリング

カー） 

車載型検出器による連

続走行測定 

 

「連続モニタによる環

境γ線測定法」（平成

29 年改訂 原子力規制

庁）に準ずる。 

CsI(Tl)シンチレーション式検出器 

2"φ×2"円柱型 

シリコンダイオード検出器 

（ｴﾈﾙｷﾞｰ補償回路付） 

ミリオンテクノロジーズ 

HDS-101G 

NaI(Tl)シンチレーション式検出器 

3"φ×3"円柱型 

（温度補償・ｴﾈﾙｷﾞｰ補償回路付） 

日立製作所 

ADP-1132 

環 
境 
試 

料 

中 

の 

放 

射 

能 

ガンマ線放出核

種 

・60Co 

・131I 

・134Cs 

・137Cs 

「ゲルマニウム半導体

検出器によるガンマ線

スペクトロメトリー｣

（令和２年改訂 原子

力規制庁）及び「放射

性ヨウ素分析法」（平

成 8 年改訂 文部科学

省）に準ずる。 

高純度ゲルマニウム半導体検出器 

オルテック 

GEM30-70-LB-C-HJ 

GEM-C8065-LB-C-HJ-S※ 

キャンベラジャパン 

GX4018-7915-30ULB※ 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

MCA-7※ 

キャンベラジャパン 

DSA-1000※ 

高純度ゲルマニウム半導体検出器 

キャンベラジャパン 

GC3018 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

ストロンチウム

90（90Sr） 

「放射性ストロンチウ

ム分析法」（平成 15 年

改訂 文部科学省）に準

ずる。 

低バックグラウンド放射能自動 

測定装置 

日立製作所 

LBC-4502 

キャンベラジャパン 

LB4200※ 

低バックグラウンド放射能自動 

測定装置 

日立製作所 

LBC-4602 

トリチウム（3H） 

「トリチウム分析法」

（令和５年改訂 原子

力規制庁）に準ずる。 

低バックグラウンド液体シンチ 

レーション計数装置 

日立製作所 

LSC-LB7 

低バックグラウンド液体シンチ 

レーション計数装置 

日立製作所 

LSC-LB8 

※ 分析委託先（一般財団法人九州環境管理協会）が使用。 
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（続き） 

調査機関 

調査項目 
測定法 

測定器 

佐賀県 九州電力 

大
気
浮
遊
じ
ん
中
の
放
射
能 

ガンマ線放出核

種 

・60Co 

・134Cs 

・137Cs 

・捕集 

県：ダストサンプラで

1 か月吸引し、ろ紙上

に捕集後灰化 

九電：エアーサンプラ

で 3 か月吸引し、ろ紙

上に捕集後灰化 

・測定 

環境試料中の放射能-

ガンマ線放出核種と同

様 

・捕集 

ダストサンプラ 

応用光研工業 

S-3063 

・測定 

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器 

オルテック 

GEM30-70-LB-C-HJ 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

・捕集 

ダストサンプラ 

富士電機 

NAD-TA7C5463C01 

・測定 

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器 

キャンベラジャパン 

GC3018 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

放射性ヨウ素 

・131I 

（今村局） 

約 72m3吸引後測定 

「緊急時における放射

性ヨウ素測定法」（令

和５年改訂 原子力規

制庁）に準ずる。 

・捕集 

ヨウ素サンプラ 

応用光研工業 

S-3064 

・測定 

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器 

オルテック 

GEM30-70-LB-C-HJ 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

 

放射性ヨウ素 

・131I 

（小川島局、二タ

子局、波多津局、

相知局、立花局） 

約 18m3吸引後測定 

「緊急時における放射

性ヨウ素測定法」（令

和５年改訂 原子力規

制庁）に準ずる。 

・捕集 

ヨウ素サンプラ 

富士電機 

NAD-TA7C3412C01 

・測定 

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器 

オルテック 

GEM30-70-LB-C-HJ 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

 

放射性ヨウ素 

・131I 

（上記以外の 

測定地点） 

約 0.50m3吸引後測定 

（佐賀県） 

約 0.25m3吸引後測定 

（九州電力） 

「緊急時における放射

性ヨウ素測定法」（令

和５年改訂 原子力規

制庁）に準ずる。 

・捕集 

ヨウ素サンプラ 

アロカ 

DSM-R60 

・測定 

高純度ｹﾞﾙﾏﾆｳﾑ半導体検出器 

オルテック 

GEM30-70-LB-C-HJ 

多重波高分析器 

セイコー・イージーアンドジー 

MCA-7a 

・捕集 

ヨウ素サンプラ 

日立製作所 

DSM-362BU3R1 

 

・測定 

ヨウ素モニタ 

NaI(Tl)シンチレーション検出器 

2"φ×2"円柱型 

日立製作所 

ADP-1122 

（注） メーカ名は購入時。 
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７ 測定値の表示単位及び取扱い 

測定項目 単位 測定値の取扱い 

空間放射線量率 

モニタリングポスト nGy/h 
表示は整数とする。 

走行サーベイ 

九州電力 nGy/h 

佐賀県 μSv/h 

表示は小数点以下 2 桁とする。 

0.20μSv/h 未満の測定値は、測定器の測定

精度保証範囲外であるため参考値とする。 

放水口計数率 cpm 表示は整数とする。 

環境試料中の放射能 

ガンマ線 

放出核種 

 

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑ 90 

農産物 Bq/kg 生 

有効数字は 2 桁とする。 

検出下限値は次の通りとする。 

 

3×ΔN 

ΔN は放射能の計数誤差とする。 

 

 

検出下限値未満の測定値は 

「ND」と表示する。 

「‐」は調査計画外を示す。 

植物 Bq/kg 生 

牛乳 Bq/L 

海産生物 Bq/kg 生 

土壌・海底土 Bq/kg 乾 

陸水・海水 mBq/L 

ﾄﾘﾁｳﾑ 陸水・海水 Bq/L 

大気浮遊じん中の放射能 
核種分析 mBq/m3 

放射性ヨウ素 Bq/m3 
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一部の電離箱式検出器における測定値の変動について 

令和６年 11 月 22 日 

佐賀県環境センター 

 

第２四半期において、モニタリングポストに設置している電離箱式検出器

（平成 24 年度購入）の一部で、降雨がないにもかかわらず、測定値が変動す

る事象が確認された件について、その後の状況を報告します。 

 

１ 測定値の低下が発生した４局について 

 （１）原因調査 

  串局、相知局、波多津局、屋形石局の電離箱検出器では、日中から夜間に

かけて測定値が低下する現象が周期的に発生しました。（前回報告済） 

  以下の調査結果から、検出器の温度特性の劣化が原因と推測しています。 

① 製造メーカによる調査 

   屋形石局については、既設検出器を製造メーカに送り調査を行いまし

た。調査の結果、低温時（-15℃）と常温時（20℃）で温度特性のメーカ

判定基準を満足するものの、高温時（45℃）ではこの基準から外れること

が確認されました。 

② 標準線源を用いた性能比較試験 

   串局、相知局、波多津局については、日中と夜間で、標準線源を用いた

性能比較試験を行いました。試験結果は下表のとおりで、検出器温度が

25℃を超えた場合に判定基準外となりました。なお、比較対象として平尾

局においても同様の試験を行いましたが、検出器温度が 25℃を超えても、

測定値は判定基準を満たしていました。 

局名 点検日時 
試験結果 検出器 

温度 ① ② 

串 
10/21  9:00～10:01 -5.0％ -8.5％ 25.0℃ 

10/21 19:31～20:37 --2200..00％％  --2200..00％％ 2277..99℃℃  

相知 
10/24  9:01～10:02 +0.3％ -1.5％ 24.9℃ 

10/24 18:50～19:36 -0.8％ -3.1％ 25.0℃ 

波多津 
10/25  9:01～ 9:59 +6.6％ +5.4％ 25.0℃ 

10/25 18:30～19:19 +5.1％ +5.8％ 24.9℃ 

平尾 

（対照） 

10/21 10:12～11:12 +7.4％ +3.8％ 2266..88℃℃  

10/21 20:40～21:28 +7.6％ +6.9％ 2255..77℃℃  

 ※標準線源を用いた性能比較試験の判定基準：±10％以内 

 ※試験には Cs-137 線源（測定日（10 月 21 日～10 月 25 日）時点の放射能 

1.8MBq）を使用。 

  ①：検出器と標準線源との距離 42cm、理論値 739nGy/h 

  ②：検出器と標準線源との距離 100cm（1m）、理論値 130nGy/h 

 

令令和和６６年年度度  第第３３回回 
佐佐賀賀県県環環境境放放射射能能技技術術会会議議   

１１－－１１－－１１（（参参考考）） 

＜参考資料２＞
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 （２）今後の対応 

  ・相知局、波多津局については、修繕が完了するまでの間、可搬型モニタ

リングポストによる代替測定を継続します。 

  ・串局については、修繕が完了するまでの間、併設の NaI(Tl)シンチレー

ション式検出器により測定体制を維持します。 

  ・屋形石局については、修繕が完了するまでの間、予備の電離箱検出器に

よる測定を継続します。 

  ・（１）の調査結果を踏まえて、事象発生期間の測定値の取扱いについて

今後検討します。 

 

２ 測定値の上昇が発生した入野局について 

 （１）事象の経過 

   入野局では、測定値の大幅な上昇が８月９日、10 日の２日にかけて発生

しました。（前回報告済） 

   現象発生後の入野局の測定値について、経過を観察していましたが同様

の現象は発生しませんでした。なお、代替設置した可搬型モニタリングポ

スト及び入野局に近い田野局でも、入野局と同様の測定値の変動を示して

いました。 

 （２）対応 

   11 月 12 日～19 日にメーカによる確認を行った結果、機器に異常は確認

されなかったため、11 月 20 日から測定値の公表を再開しました。 
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ⅢⅢ  温温排排水水影影響響調調査査結結果果（（県県実実施施分分））  
＜令和６年度＞ 
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令和 6 年度温排水影響調査結果 

玄海原子力発電所から放出される温排水が、周辺の環境及び海洋生物に及ぼす影響を把
握するため調査を実施した。 

令和 6 年度調査時の発電所の稼働状況については、夏季調査時には 3、4 号機ともに稼働
していた。1、2 号機は運転を終了しており、廃止措置中である。 

なお、1、2 号機は表層放水方式、3、4 号機は水中放水方式である。 
 

１．拡散調査 

夏季（7 月 18 日）の下げ潮時と上げ潮時の水深 1ｍ層における水温の水平分布を図 2-1〜
2、水温鉛直分布調査ラインにおける鉛直分布を図 3-1〜2 に示した。水平分布を見ると、水
深 1ｍにおける水温は 25.7〜27.2℃の範囲で、温排水の影響によって取水水温と比較し 1℃
以上昇温した地点は、確認されなかった。また、鉛直分布を見ると、取水水温と比較し 1℃
以上の昇温が下げ潮時に St.90 の 14m および 16m 層で、上げ潮時に St.90 の 11〜13m 層
および St.29 の表層で確認されたものの、範囲は限定的であった。 

冬季（3 月 12 日）の水温の水平分布を図 2-3〜4、鉛直分布を図 3-3〜4 に示した。水平
分布を見ると、水深 1ｍにおける水温は 12.7〜14.2℃の範囲で、温排水の影響によって取水
水温と比較し 1℃以上昇温した地点は、上げ潮時に放水口周辺の 2 地点で確認されたもの
の、範囲は限定的であった。また、鉛直分布を見ると、取水水温と比較し 1℃以上の昇温が
下げ潮時に St.90 の 12〜13ｍ層にかけて確認されたものの、範囲は限定的であった。 
 

２．流動調査 

夏季（8 月 7 日）に実施した調査結果を表 3、図 4 に示した。St.36 では主に西〜北西及
び北東向きの 5〜60cm/s の流れ、その他の調査点では主に西〜北西及び北東〜東南東向
きの 5〜40cm/s の流れが確認され、過去の変動の範囲内であった。 

 

３．水質調査 

夏季（9 月 3 日）に実施した調査結果を表 4-1、図 5-1 に示した。夏季の各項目の測定範
囲は、水温：22.1〜26.3℃、pH：8.18〜8.35、DO：5.87〜8.09mg/L、濁度：0.4〜1.2 mg/L、
クロロフィル-a：0.41〜3.47μg/L であり、過去の変動の範囲内であった。 

冬季（2 月 15 日）に実施した調査結果を表 4-2、図 5-2 に示した。冬季の各項目の測定
範囲は、水温：12.2〜13.1℃、pH：8.14〜8.36、DO：8.36〜8.56mg/L、濁度：0.1〜0.4mg/L、
クロロフィル-a：0.73〜1.20μg/L であり、過去の変動の範囲内であった。 
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４．底質・底生生物調査  

夏季（8 月 26 日）に実施した底質調査結果を表 5 に、COD の経年変化を図 6 に、底生
生物調査結果を図 7 に示した。 

底質の中央粒径は 0.2〜0.6mm、COD は 1.2〜4.1mg/g 乾泥の範囲であった。また、底生
生物は環形動物（多毛類）のゴカイ類、節足動物（甲殻類）のソコエビ類やヨコエビ類が多
くの地点で確認され、過去の出現傾向と同様であった。 
 

５．付着生物調査 

夏季（７月 19 日、20 日、21 日、8 月 17 日）に実施した調査結果を表 6-1、図 8-1 に、
冬季（1 月 30 日、31 日、2 月 1 日、15 日）に実施した調査結果を表 6-2、図 8-2 に示した。
動物では巻貝類のタマキビ類、甲殻類のフジツボ類が多くの地点で確認された。また、植物
では褐藻類のヒジキ、紅藻類のサンゴモ類が多くの地点で確認され、過去の出現傾向と同様
であった。 
 

６．まとめ 

令和６年度の拡散調査では、夏季及び冬季調査時に取水水温と比較し 1℃以上の昇温が放
水口周辺で確認されたものの、範囲は限定的であった。 

流動・水質・底質・底生生物・付着生物の調査結果は、過去の変動の範囲内であった。 
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表１ 調査実施状況

 

 

表 2 拡散調査における出力及び環境等の状況 

九州電力資料 

 

  

項目 内容
調査
点数

観測層 調査方法および使用機器 摘要

図2-1～4

図3-1～4

塩分：0.3(表層)ｍ

流向　 0.3(表層),5,10， ・流向・流速計による現場測定 表3

流速  B-1(底層)ｍ （JFEアドバンテック社 AEM213-D型） 図4

・ナンセン転倒採水器による採水 表4-1～2

水温 図5-1～2

ｐＨ

ＤＯ （JFEアドバンテック社　ASTD102）

濁度 ・pH：卓上測定器による測定

ｸﾛﾛﾌｨﾙ-a （HORIBA社 卓上pH計）

・クロロフィル－ａ：蛍光法

・スミス・マッキンタイヤ採泥器による採泥 表5

粒度組成　 ・粒度組成：ふるい分け法 図6

ＣＯＤ ・ＣＯＤ：アルカリ性法 図7

ベントス

・ベルトトランセクト法 表6-1～2

動物 図8-1～2

植物

拡散調査

0.3(表層),5,10，
B-1(底層)ｍ

5
9月3日

2月15日
水質調査

 海底土108月26日
底質･底生
生物調査

流動調査

調査月日

・水温、DO、濁度：多項目水質計
　による現場測定

水温：0.3(表層),
1,2,3,4,5,7,10,
15,20ｍ

74

5

水温
塩分

7月18日
3月12日

8月7日

・水温、塩分：多項目水質計による現場測定
（JFEアドバンテック社　ASTD102）

・ベントス：マクロベントスについて
  定量・同定

岸側各点から海方向にメジャ－を伸ばし、
1.5 m毎に50 cm枠の中の種類、数量（被度）を
調査

潮間帯
付着生物

調査
10

7月19日
20日
21日

8月17日
1月30日

31日
2月1日

15日

下げ潮時 上げ潮時

12：27～13：39 15：42～16：48

１号機 MW - -

２号機 MW - -

３号機 MW 1,207～1,209 1,206～1,207

４号機 MW 1,195～1,197 1,197

１、２号機 ℃ 12.8 12.8

３、４号機 ℃ 12.7 12.8

１、２号機 ℃ 12.9～13.0 12.8

３、４号機 ℃ 19.5～19.7 19.5～19.8

１、２号機 ℃ 0.1～0.2 0.0

３、４号機 ℃ 6.8～7.0 6.7～7.0

風向・風速 ｍ／ｓ W・2.4～3.3 WSW～SW・1.6～2.3

    月齢
※1 日

   潮位
※2 ｍ 0.6～1.1 0.7～1.0

気温 ℃ 13.3～13.4 13.2～13.5

   塩分
※3 34.2～34.6 34.0～34.5

※1：国立天文台天文情報センター

※2：気象庁

※3：玄海水産振興センター

[冬  　　 季]
拡    散    調    査

調　　査　　年　　月　　日 令和7年3月12日

調　　査　　時　　間

出力

取水口
水温

放水口
水温

取放水口
水温差

気象
海象等

12.1

下げ潮時 上げ潮時

11:06～12:23 14:21～16:09

１号機 MW - -

２号機 MW - -

３号機 MW 1,206～1,207 1,192～1,193

４号機 MW 1,205～1,208 1,190～1,192

１、２号機 ℃ 27.7～27.9 28.2～28.6

３、４号機 ℃ 25.4～25.8 24.9～26.0

１、２号機 ℃ 26.2 26.3～26.5

３、４号機 ℃ 32.0～32.3 31.6～32.6

１、２号機 ℃ -1.5～-1.7 -1.9～-2.3

３、４号機 ℃ 6.4～6.6 6.6～6.7

風向・風速 ｍ／ｓ SW～SSW・5.4～4.8 SW～SSW・6.3～7.5

    月齢※1 日

   潮位
※2 ｍ 0.7～0.9 0.6～1.0

気温 ℃ 30.4～31.2 30.6～31.2

   塩分※3 30.9～32.0 31.1～32.1

拡    散    調    査
[夏  　　 季]

調　　査　　年　　月　　日

調　　査　　時　　間

気象
海象等

出力

取水口

水温

令和6年7月18日

放水口
水温

取放水口
水温差

12.2
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図１ 調査点図 

  

Ⅲ－ 4



 
 

 

 

  

図 2-1 夏季調査の下げ潮時における水深 1m 層の水温分布（上段）

および放水口周辺の水温差分布（下段）  

0 1㎞

串崎

値賀崎

トリカ崎

池崎

26.4

26.3

26.4

26.5

26.3

26.3

26.3

26.4
26.3

26.4 26.4

26.4

26.3

26.8

26.6

26.5

26.4

26.6

26.6

26.3

26.3

26.2

26.5

26.626.4

26.5

26.4

26.5
26.5

26.526.3

26.5

26.5

26.5

26.6

26.6

26.6

26.4

26.4

26.3

26.5

26.4

26.5

26.5

26.4

26.6

1、2号機取水口

1、2号機放水口

3、4号機放水口

3、4号機取水口

26.2

26.4

26.4

値賀崎

トリカ崎

0.1(-)

(-)

(-)

(-)

(-)

0.3

(-)

0.1

0.2

(-)

0.1

(-)

(-)

0.0

(-)

0.1
0.4

0.7

0.0

(-)

0.6

0.3

0.3

0.0

0.2 1、2号機取水口

3、4号機取水口

3、4号機放水口

実測値
26.4℃

0.4
0.2
0.0

0.1
0.1

0.0

(-)

0.1

0.1

(-)

(-)

0 500m
(-)

0.2

1、2号機放水口

放水口周辺の St.21（26.4℃）に対する水温差の水平分布 

1m 層（下げ潮時） 

（-）：取水口付近（St.21） 
に対し、低い水温 
が観測された地点 
を示す 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

8 10 12 14 16 18

ｍ

時調査時潮位

拡散(下げ潮）

時刻 11:06～12:23

月齢 12.2日

潮位 0.7～0.9ｍ

1,2号機取水口水温* 27.7～27.9℃

塩分 30.9～32.0

１号機出力* -MW

２号機出力* -MW

３号機出力* 1,206～1,207MW

４号機出力* 1,192～1,193MW

*：九州電力資料　

夏季
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図 2-2 夏季調査の上げ潮時における水深 1m 層の水温分布（上段）

および放水口周辺の水温差分布（下段）  

26.7

串崎

値賀崎

トリカ崎

池崎

25.8

26.3

26.3

26.5

26.1

26.2

26.7

26.3

26.4

26.1

26.4
26.9

26.9

26.6
26.6

26.8

26.6

26.6

26.6

26.6

26.2

26.0

26.7

26.7

26.726.4

26.8

26.7
26.6

26.826.5

26.5

26.6

26.7

26.8

26.8

26.6

26.6

26.5

26.5

26.5

26.3

26.6

26.7

26.7

26.8

1、2号機取水口

1、2号機放水口

3、4号機放水口

3、4号機取水口

25.7

26.7

1㎞

値賀崎

トリカ崎

0.1(-)

(-)

0.5

0.5

0.2

0.2

0.3

0.4

0.2

0.3

0.7

0.2

0.2
0.4

0.3

0.3
0.5

0.7

0.2

0.3

0.2

0.4

0.4

0.3 1、2号機取水口

3、4号機取水口

3、4号機放水口

実測値
26.4℃

0.6

0.5

(-)

0.8

0.8
0.3

0.3
0.3

0.3

0.6

0.3

(-)

0 500m
0.2

0.3

1、2号機放水口

放水口周辺の St.21（26.4℃）に対する水温差の水平分布 

1m 層（上げ潮時） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

8 10 12 14 16 18

ｍ

時調査時潮位

（-）：取水口付近（St.21） 
に対し、低い水温 
が観測された地点 
を示す 

拡散(上げ潮）

時刻 14:21～16:09

月齢 12.2日

潮位 0.6～1.0ｍ

1,2号機取水口水温* 28.2～28.6℃

塩分 31.1～32.1

１号機出力* -MW

２号機出力* -MW

３号機出力* 1,205～1,208MW

４号機出力* 1,190～1,192MW

*：九州電力資料　

夏季
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図 2-3 冬季調査の下げ潮時における水深 1m 層の水温分布（上段） 

および放水口周辺の水温差分布（下段） 

 

0 1㎞

串崎

値賀崎

トリカ崎

池崎

13.1

12.8

12.8
12.8

13.2

12.9

12.9

13.1

13.0

13.4
13.5

13.8

13.4

13.0

13.0

13.0

12.8

13.1

12.8

12.8

13.0

13.4

12.8

12.812.7

12.7

12.7

12.7
12.7

12.712.7

12.7

12.7

12.8

13.1

13.0

12.8

12.7

12.7

12.7

12.7

12.8

12.7

12.8

13.0

13.0

1、2号機取水口

1、2号機放水口

3、4号機放水口

3、4号機取水口

12.8

13.3

値賀崎

トリカ崎

(-)(-)

0.3

0.4

0.4

(-)

0.7

0.2

(-)

(-)

0.3

(-)

(-)

0.1

0.5

(-)

(-)

0.7

0.7

0.3

0.2

0.9

0.7

0.8

0.7

0.6 1、2号機取水口

3、4号機取水口

3、4号機放水口

実測値
13.1℃

0.3
0.3

0.3

(-)

(-)(-)

(-)
(-)

(-)

0.1

(-)

0.1

0 500m
（-）

1、2号機放水口

放水口周辺の St.21（13.1℃）に対する水温差の水平分布 

1m 層（下げ潮時） 

（-）：取水口付近（St.21） 
に対し、低い水温 
が観測された地点 
を示す 

拡散(下げ潮）

時刻 12：27～13：39

月齢 12.1日

潮位 0.8～1.1m

1,2号機取水口水温* 12.8℃

塩分 34.2～34.6

１号機出力* -MW

２号機出力* -MW

３号機出力* 1,207～1,209MW

４号機出力* 1,195～1,197MW

*：九州電力資料　

冬季
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図 2-4 冬季調査の上げ潮時における水深 1m 層の水温分布（上段）

および放水口周辺の水温差分布（下段）  
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0.5

0.3
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(-)
0.2

1.0

0.5

0.1

1.0

0.4

0.4

0.4

0.6 1、2号機取水口

3、4号機取水口

3、4号機放水口

実測値
13.2℃

0.1

0.0
(-)

(-)

0.0(-)

(-)

0.1

0.1

(-)

(-)

(-)

0 500m
0.5

1、2号機放水口

放水口周辺の St.21（13.2℃）に対する水温差の水平分布 

1m 層（上げ潮時） 

（-）：取水口付近（St.21） 
に対し、低い水温 
が観測された地点 
を示す 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

11 13 15 17 19

ｍ

時調査時潮位

拡散(上げ潮）

時刻 15：42～16：48

月齢 12.1日

潮位 0.5～0.7m

1,2号機取水口水温* 12.8℃

塩分 34.0～34.5

１号機出力* -MW

２号機出力* -MW

３号機出力* 1,206～1,207MW

４号機出力* 1197MW

*：九州電力資料　

冬季
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図 3-1 夏季下げ潮時における水温差の鉛直分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 夏季上げ潮時における水温差の鉛直分布  

 
取水水温からの昇温値による色分け

0.01未満 …
0.01～0.50 …
0.51～0.99 …
1.00以上 …

 - ：取水水温に対し、低い水温が観測された地点
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図 3-3 冬季下げ潮時における水温差の鉛直分布 

 

 

図 3-4 冬季上げ潮時における水温差の鉛直分布 

 

 

 

 
取水水温からの昇温値による色分け

0.01未満 …
0.01～0.50 …
0.51～0.99 …
1.00以上 …

 - ：取水水温に対し、低い水温が観測された地点
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表 3 夏季流動（流向・流速）調査結果 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 夏季流動（流向・流速）調査結果  

調査点 観測層
流　速
(cm/s)

流　向
（度）

流　速
(cm/s)

流　向
（度）

流　速
(cm/s)

流　向
（度）

流　速
(cm/s)

流　向
（度）

表層 10 140 5 280 25 160 20 330

5m 15 110 20 280 10 340 20 300

10m 20 80 25 290 15 150 25 290

底層 5 240 10 90 20 310 15 110

表層 15 80 10 260 15 10 10 330

5m 25 350 30 350 15 140 20 280

10m 40 330 40 330 25 320 30 180

底層 25 330 20 30 15 170 10 330

表層 10 150 30 290 15 290 30 50

5m 20 280 25 290 35 40 35 40

10m 25 300 25 330 35 20 35 70

底層 15 320 15 50 30 70 25 50

表層 60 260 15 270 15 160 5 60

5m 40 290 10 50 15 120 15 150

10m 20 320 5 280 15 280 5 310

底層 10 350 10 310 25 110 15 330

表層 15 130 10 280 15 140 25 20

5m 5 210 15 130 10 40 15 110

10m 10 20 5 160 10 310 15 320

底層 5 290 10 300 5 290 10 130

１号機

出力 ２号機

（MW） ３号機

４号機

165.4 m3/s1～4号機の合計放水量（1時間あたり平均値）

1,203～1,204 1,203 1,203～1,204 1,204

1,187～1,188 1,189 1,190～1,191 1,190

- - - -

- - - -

2回目 3回目 4回目

風向・風速（ｍ/ｓ） NE～NNE・3.3～3.5 N・3.4 NNE・4.3～5.5 NNE・5.1

St.34

St.35

St.36

St.29

九州電力資料 1回目

調 査 時 間 10:51～11:30 12:21～13:00 13:51～14:30 15:21～15:56

St.14

 令和6年8月7日（月齢2.7日）

調 査 回 次 1回目 2回目 3回目 4回目

St.29

St.36

St.14

St.35
St.34

値賀崎
３、４号機

放水口

１、２号機放水口

１、２号機取水口
３、４号機取水口

ＮＮ

SStt..3344

SStt..3355

SStt..3366

0
5

10
20
30
40

流速の凡例

(cm/sec)

SStt..1144

表層

10ｍ

底層

５ｍ

12 14 16 時

SStt..2299

表層

10ｍ

底層

５ｍ

12 14 16 時

表層

10ｍ

底層

５ｍ

12 14 16 時

表層

10ｍ

底層

５ｍ

12 14 16 時

表層

10ｍ

底層

５ｍ

12 14 16 時
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表 4-1 夏季水質調査結果 

 

 

 

取水口側 St.14               放水口側 St.36 

 
図 5-1 夏季水質調査の経年変化  

（令和6年9月3日）

23.1 ～ 25.3 23.8 ～ 26.1 22.8 ～ 25.8 22.4 ～ 25.7 22.1 ～ 26.3

8.22 ～ 8.24 8.25 ～ 8.30 8.20 ～ 8.26 8.18 ～ 8.28 8.18 ～ 8.35

6.06 ～ 7.11 6.37 ～ 7.92 6.11 ～ 7.44 5.87 ～ 7.70 5.96 ～ 8.09

0.4 ～ 0.8 0.5 ～ 0.9 0.5 ～ 0.7 0.5 ～ 0.8 0.5 ～ 1.2

0.41 ～ 1.94 1.70 ～ 2.43 0.95 ～ 3.14 0.44 ～ 3.47 1.25 ～ 2.52

表示は、0.3（表層）,5,10,B-1(底層)ｍの測定値の範囲〔最低～最高〕を示す。

St.34

（1、2号機
取水口付近）

（1、2号機
放水口付近）

（3、4号機
放水口付近）

（3、4号機
放水口沖）

（3、4号機
放水口沖）

水温　（℃）

pH

DO　(mg/L)

　　　　　　　　　調査点
項　目

取水口側  放　水　口　側

St.14 St.29 St.36 St.35

31 42

濁度　(mg/L)

ｸﾛﾛﾌｨﾙ-a　(μg/L)

水深（m） 22 19 27
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表 4-2 冬季水質調査結果 

 
 

取水口側 St.14               放水口側 St.36 

 
※R3 のｐH については、機器に不具合があることが判明したため、冬季の値は採用しない。 

図 5-2 冬季水質調査の経年変化  

（令和7年2月15日）

12.2 ～ 12.4 12.4 ～ 12.4 12.3 ～ 12.6 12.2 ～ 12.4 12.3 ～ 13.1

8.14 ～ 8.20 8.22 ～ 8.24 8.18 ～ 8.32 8.14 ～ 8.19 8.17 ～ 8.36

8.39 ～ 8.50 8.46 ～ 8.56 8.37 ～ 8.42 8.36 ～ 8.41 8.38 ～ 8.42

0.2 ～ 0.2 0.1 ～ 0.3 0.2 ～ 0.4 0.2 ～ 0.2 0.2 ～ 0.2

0.73 ～ 0.85 0.51 ～ 0.73 0.85 ～ 0.97 0.73 ～ 1.20 0.47 ～ 1.17

31 41

表示は、0.3（表層）,5,10,B-1(底層)ｍの測定値の範囲〔最低～最高〕を示す。

濁度　(mg/L)

ｸﾛﾛﾌｨﾙ-a　(μg/L)

水深（m） 22 9 24

（3、4号機
放水口付近）

（3、4号機
放水口沖）

（3、4号機
放水口沖）

水温　（℃）

pH

DO　(mg/L)

　　　　　　　　　調査点
項　目

取水口側  放　水　口　側

St.14 St.29 St.36 St.35 St.34

（1、2号機
取水口付近）

（1、2号機
放水口付近）
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表 5 夏季底質調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 6 夏季底質 COD の経年変化  

（令和6年8月26日）

取水
口側

14 6  14A 15 17 18 29 33 36 39

2.5 1.2 1.4 4.1 3.3 1.8 2.2 3.0 4.1 1.6

礫
（２mm以上）

5 0 0 2 4 1 6 3 2 5

粗　砂
（２～0.425mm）

27 4 5 26 20 17 48 25 15 56

細　砂
（0.425～0.075mm）

49 80 80 50 54 67 30 53 57 23

シルト・粘土
（0.075mm以下）

19 16 15 22 22 15 16 19 26 16

0.3 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.5 0.2 0.2 0.6

調査点(St.)
放水口側

ＣＯＤ（mg／g乾泥）

粒
度
組

成

中　央　粒　径（mm）
（％）（％）（％）（％）（％）

（％）

0

2

4

6

8

10

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

C
O

D
(m

g/
g-

乾
泥

）

St.14(取水口側）

St.6（放水口側）

St.14A(放水口側）

Ⅲ－ 14



 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 7 夏季底生生物調査（令和 6 年 8 月 26 日）  
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表 6-1 夏季付着生物調査結果 

 

 

 

図 8-1 夏季付着生物の出現指数の経年変化 

潮間帯付近の動物 調査年月日：令和６年7月19日、20日、21日、8月17日

A-3 B-3 B-4 C-1 C-2 D-1 D-3 E-1 E-2 E-3

刺胞動物門 花虫綱 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 c r r

ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ r r r c r r r r

ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 r r r

ﾍﾞｯｺｳｻﾞﾗ r c

ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ r r r r c c

ﾖﾒｶﾞｶｻ r c r r cc r

ｳﾉｱｼ r r c r r

ｼﾛｶﾞｲ属 r r c r r

ｱｵｶﾞｲ属 c c

ｲｼﾀﾞﾀﾐ r r c

ｸﾋﾞﾚｸﾛﾂﾞｹ r

ｸﾎﾞｶﾞｲ c

ｸﾏﾉｺｶﾞｲ r

ｻｻﾞｴ r r r

ｽｶﾞｲ r c r

ｱﾏｵﾌﾞﾈ科 ｱﾏｶﾞｲ c c

ｱﾗﾚﾀﾏｷﾋﾞ cc cc cc c c c cc cc cc r

ｺﾋﾞﾄｳﾗｳｽﾞ r

ﾀﾏｷﾋﾞｶﾞｲ科 r c c c

ﾑｶﾃﾞｶﾞｲ科 ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ r r r

ﾚｲｼｶﾞｲ r r r

ｲﾎﾞﾆｼ c r c r r r r c r

ｴｿﾞﾊﾞｲ科 ｲｿﾆﾅ r r r c

ｲｶﾞｲ目 ｲｶﾞｲ科 ﾑﾗｻｷｲﾝｺ　（被度％） r cc cc cc r r r r r

ｳｸﾞｲｽｶﾞｲ目 ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ科 ｹｶﾞｷ r cc cc c c r

ﾊﾏｸﾞﾘ目 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 c

環形動物門 ｺﾞｶｲ綱 ｹﾔﾘ目 ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼ　（被度％） r r r r r r r r

ﾐｮｳｶﾞｶﾞｲ科 ｶﾒﾉﾃ　（被度％） c c r r r r r c r

ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ科 ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ　（被度％） cc r r r r r r

ﾌｼﾞﾂﾎﾞ科 ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ　（被度％） cc cc cc r r cc r r

棘皮動物門 ｳﾆ綱 ﾎﾝｳﾆ目 ﾅｶﾞｳﾆ科 ﾑﾗｻｷｳﾆ r c r c r c

潮間帯付近の植物 調査年月日：令和６年7月19日、20日、21日、8月17日

A-3 B-3 B-4 C-1 C-2 D-1 D-3 E-1 E-2 E-3

緑藻植物門 緑藻綱 ｱｵｻ目 ｱｵｻ科 ｱｵｻ属 r r r

ｳﾐｳﾁﾜ属 r

ｱﾐｼﾞｸﾞｻ科 r r r r

ﾅｶﾞﾏﾂﾓ目 ｲｼｹﾞ科 ｲｼｹﾞ r r r c r r

ｺﾓﾝﾌﾞｸﾛ科 ｲﾜﾋｹﾞ r r r

ｶﾔﾓﾉﾘ科 ﾌｸﾛﾉﾘ r

ﾋｼﾞｷ r c cc cc r c r

ｳﾐﾄﾗﾉｵ c r r r r r c

ｲｿﾓｸ r

ﾎﾝﾀﾞﾜﾗ属 r

ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ r r r r r r r r r

ﾃﾝｸﾞｻ科 r r r c r r c

ｻﾋﾞ亜科 c c c cc cc cc c cc r cc

ｻﾝｺﾞﾓ亜科 c c r r c r r r

　　　　注１：「ｒ：極少量見られる　ｃ：少量見られる　ｃｃ：普通に見られる　ｃｃｃ：多く見られる」

　　　　注２：上表の動物のうち個体数として計測することが困難な種類は被度（％）で測定し、種類の欄に「(被度％)」と記載

種類
調査側線

種類
調査側線

軟体動物門

節足動物門

ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ綱

ﾏｷｶﾞｲ綱

ﾆﾏｲｶﾞｲ綱

甲殻綱

ｵｷﾅｴﾋﾞｽ目

ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ目

ﾆﾅ目

円胞子綱

真正紅藻綱

ﾊﾞｲ目

ﾌｼﾞﾂﾎﾞ目

ﾂﾀﾉﾊ科

ﾕｷﾉｶｻ科

ﾆｼｷｳｽﾞ科

ﾘｭｳﾃﾝ科

ﾀﾏｷﾋﾞｶﾞｲ科

ｱｸｷｶﾞｲ科

ｱﾐｼﾞｸﾞｻ科

ﾎﾝﾀﾞﾜﾗ科

ﾃﾝｸﾞｻ科

ｻﾝｺﾞﾓ科

ｱﾐｼﾞｸﾞｻ目

ﾊﾊﾞﾓﾄﾞｷ目

ﾋﾊﾞﾏﾀ目

ﾃﾝｸﾞｻ目

ｶｸﾚｲﾄ目

褐藻植物門

紅藻植物門

同形世代綱

異形世代綱

出現指数は平成10年度の
総出現種類数（動物;25種、
植物;13種）を100としている

50

75

100

125

150

H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6

出
現

指
数

夏季付着生物(動物)

50

75

100

125

150

H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6

出
現

指
数

夏季付着生物(植物)
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表 6-2 冬季付着生物調査結果 

 

 

 

 

 

図 8-2 冬季付着生物の出現指数の経年変化 

潮間帯付近の動物

A-3 B-3 B-4 C-1 C-2 D-1 D-3 E-1 E-2 E-3

刺胞動物門 花虫綱 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 ｲｿｷﾞﾝﾁｬｸ目 c r r r r r r

ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ r r r c r r

ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科ｹﾊﾀﾞﾋｻﾞﾗｶﾞｲ科 r r r r

ﾍﾞｯｺｳｻﾞﾗ r

ﾏﾂﾊﾞｶﾞｲ r r c r c r r r

ﾖﾒｶﾞｶｻ r r c c c r c r c

ｳﾉｱｼ r r r r r

ｼﾛｶﾞｲ属 r r c r r

ｱｵｶﾞｲ属 r r c cc c r

ｲｼﾀﾞﾀﾐ r r r r

ｸﾛﾂﾞｹｶﾞｲ r

ｸﾎﾞｶﾞｲ r

ｸﾏﾉｺｶﾞｲ r r r

ﾘｭｳﾃﾝ科 ｽｶﾞｲ r r r

ｱﾏｵﾌﾞﾈ科 ｱﾏｶﾞｲ c r

ﾀﾏｷﾋﾞ r r r c r c r

ｱﾗﾚﾀﾏｷﾋﾞ ccc c cc c cc c c r cc c

ﾀﾏｷﾋﾞｶﾞｲ科 c r c

ﾑｶﾃﾞｶﾞｲ科 ｵｵﾍﾋﾞｶﾞｲ r r

ｱｸｷｶﾞｲ科 ﾚｲｼｶﾞｲ r

ｱｸｷｶﾞｲ科 ｲﾎﾞﾆｼ c r r r r r r r

ｴｿﾞﾊﾞｲ科 ｲｿﾆﾅ r

ｲｶﾞｲ目 ｲｶﾞｲ科 ﾑﾗｻｷｲﾝｺ　（被度％） r c cc cc r r c r c

ｳｸﾞｲｽｶﾞｲ目 ｲﾀﾎﾞｶﾞｷ科 ｹｶﾞｷ cc cc r r

ﾊﾏｸﾞﾘ目 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 ｲﾜﾎﾘｶﾞｲ科 r r r

環形動物門 ｺﾞｶｲ綱 ｹﾔﾘ目 ｶﾝｻﾞｼｺﾞｶｲ科 ﾔｯｺｶﾝｻﾞｼ　（被度％）r r r r r r r r r

ﾐｮｳｶﾞｶﾞｲ科 ｶﾒﾉﾃ　（被度％） r c c c r r r r c r

ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ科 ｲﾜﾌｼﾞﾂﾎﾞ　（被度％） ccc r r r r r

ﾌｼﾞﾂﾎﾞ科 ｸﾛﾌｼﾞﾂﾎﾞ　（被度％） cc c cc r r cc r r

棘皮動物門 ｳﾆ綱 ﾎﾝｳﾆ目 ﾅｶﾞｳﾆ科 ﾑﾗｻｷｳﾆ r r r r

潮間帯付近の植物 調査年月日：令和７年１月30日、31日、2月1日、15日

A-3 B-3 B-4 C-1 C-2 D-1 D-3 E-1 E-2 E-3

緑藻植物門 緑藻綱 ｱｵｻ目 ｱｵｻ科 ｱｵｻ属 r r r r r

ｳﾐｳﾁﾜ r

ｱﾐｼﾞｸﾞｻ科 r

ﾈﾊﾞﾘﾓ科 ｼﾜﾉｶﾜ r r r r r

ｲｼｹﾞ r r r r c r r

ｲﾛﾛ r

ｺﾓﾝﾌﾞｸﾛ科 ｲﾜﾋｹﾞ r r r r

ﾌｸﾛﾉﾘ r r

ﾊﾊﾞﾉﾘ類 r r r r r

ﾋｼﾞｷ r r c r r r r

ｳﾐﾄﾗﾉｵ r r r r r r r

ﾎﾝﾀﾞﾜﾗ属 r

ﾋﾒﾃﾝｸﾞｻ r r r r r r r r r r

ﾃﾝｸﾞｻ科 r r r r c r c c

ｻﾋﾞ亜科 c c c cc cc cc c cc r cc

ｻﾝｺﾞﾓ亜科 c c r r cc c c r r

ﾌﾉﾘ科 ﾌｸﾛﾌﾉﾘ r r r r r r

ｲｷﾞｽ目 ﾌｼﾞﾏﾂﾓ科 ｿｿﾞ属 r r

　注１：「ｒ：極少量見られる　ｃ：少量見られる　ｃｃ：普通に見られる　ｃｃｃ：多く見られる」

　注２：上表の動物のうち個体数として計測することが困難な種類は被度（％）で測定し、種類の欄に「(被度％)」と記載

円胞子綱 ﾋﾊﾞﾏﾀ目 ﾎﾝﾀﾞﾜﾗ科

紅藻植物門 真正紅藻綱 ﾃﾝｸﾞｻ目 ﾃﾝｸﾞｻ科

ｶｸﾚｲﾄ目 ｻﾝｺﾞﾓ科

種類 調査側線

褐藻植物門 同形世代綱 ｱﾐｼﾞｸﾞｻ目 ｱﾐｼﾞｸﾞｻ科

異形世代綱 ﾅｶﾞﾏﾂﾓ目

ｲｼｹﾞ科

ﾊﾊﾞﾓﾄﾞｷ目

ｶﾔﾓﾉﾘ科

調査年月日：令和７年１月30日、31日、2月1日、15日

種類
調査側線

軟体動物門 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ綱 ﾋｻﾞﾗｶﾞｲ目

ﾏｷｶﾞｲ綱 ｵｷﾅｴﾋﾞｽ目 ﾂﾀﾉﾊ科

ﾕｷﾉｶｻ科

ﾆｼｷｳｽﾞ科

ﾆﾅ目 ﾀﾏｷﾋﾞｶﾞｲ科

ﾊﾞｲ目

ﾆﾏｲｶﾞｲ綱

節足動物門 甲殻綱 ﾌｼﾞﾂﾎﾞ目

出現指数は平成10年度の
総出現種類数（動物;25種、
植物;13種）を100としている50

75

100
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150
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